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１ 沿革 

 (1) 設置の目的 

 青森県環境保健センターは、環境保全及び保健衛生に対する県民のニーズに的確に対応するため、

平成２年に衛生研究所、公害センター及び公害調査事務所を統合し、公衆衛生、公害等に関する試験

検査、指導及び研究並びに情報の提供を総合的に推進するための機関として設置された。 

  

 (2) 沿革 

  【環境保健センター】 

年 月 日 概          要 

平成２年４月１日 

 

平成12年４月１日 

 

平成13年４月１日 

平成15年４月１日 

 

平成19年４月１日 

青森県環境保健センター、青森県環境保健センター八戸公害事務所、青森県環

境保健センター六ケ所放射線監視局設置 

センター内に環境管理部新設、弘前市・八戸市・むつ市に環境管理事務所新設 

(八戸公害事務所廃止) 

センター内に青森県感染症情報センター設置 

組織改正により、環境管理部が青森環境管理事務所に、放射能部及び六ケ所放

射線監視局が青森県原子力センターに移行 

組織改正により、青森・弘前・八戸・むつ環境管理事務所が地域県民局に移行 

 

  【旧衛生研究所】 

年 月 日 概          要 

昭和24年６月１日 

昭和29年７月１日 

昭和31年１月25日 

昭和32年６月１日 

昭和33年５月１日 

昭和34年３月３日 

昭和39年４月１日 

昭和43年３月25日 

昭和44年４月１日 

昭和48年４月１日 

昭和49年４月１日 

庶務係､細菌検査係､化学試験係､病理臨床試験係､食品検査係の５係制で発足 

血液銀行係を加え６係制となる 

青森県衛生研究所弘前出張所を設置する 

青森県血液銀行設置に伴い衛生研究所弘前出張所及び血液銀行係を廃止する 

処務規程の全面改正により、庶務係、試験検査係となる 

試験検査係を細菌病理臨床試験係、化学食品検査係に改め３係制となる 

庶務室、微生物科、理化学科の１室２科となる 

青森県保健衛生センタ一合同庁舎完成し移転 

公害科が新設され１室３科となる 

室及び科制を課制に改める 

公害調査事務所設置に伴い公害課は廃止される 

 

  【旧公害センター】 

年 月 日 概          要 

昭和46年４月１日 

 

青森県公害センター開設 
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  【旧公害調査事務所】 

年 月 日 概          要 

昭和49年４月１日 

 

 

昭和55年４月１日 

 

昭和56年４月１日 

昭和57年10月１日 

 

青森公害調査事務所開設 

庶務課及び調査規制課の2課制が設けられ、調査規制課に大気係及び水質係が置

かれる 

組織改正により調査規制課が廃止され、大気課及び水質課が設けられ３課制と

なる 

青森県公害調査事務所に名称変更となる 

旧血液センターの庁舎を全面改修し、公害調査事務所の検査及び管理部門を移

設した 

 

２ 組織、所掌事務及び職員の状況 

 (1) 組織 

     所   長    次   長    総 務 室          

 

 微 生 物 部          

 

 理 化 学 部          

 

 公 害 部          

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 所掌事務 

  ① 公害の防止その他の環境の保全（放射性物質に係るものを除く。）上必要な調査及び試験研究に関

すること。 

  ② 保健衛生上必要な試験研究に関すること。  

  ③ 保健衛生に係る技術指導に関すること。 

 

 (3) 分掌事務 

  総務室 

  ① 所の予算及び決算に関すること。 

  ② 庁舎、公有財産及び備品等の管理並びにその他の庶務に関すること。 

  ③ 所内各部の所管に属しない事務に関すること。 

  微生物部 

  ① 病原微生物等の試験検査及び調査研究に関すること。 

  ② 微生物学的健康危機に関すること。 

  ③ 微生物学的試験及び検査の技術指導に関すること。 

  ④ 感染症等に係る情報の収集、解析及び提供に関すること。 

   ⑤ その他必要な試験検査及び調査研究に関すること。 

  理化学部 

   ① 食品中の残留農薬、動物用医薬品、その他の化学物質等の試験検査及び調査研究に関すること。 

  ② 毒劇物、医薬品、家庭用品等の試験検査及び調査研究に関すること。 

   ③ 温泉、飲料水等の試験検査及び調査研究に関すること。 

    ④ 理化学的試験の技術指導に関すること。 

    ⑤ 毒劇物及び医薬品等の化学物質による健康危機に関すること。 
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   ⑥ その他必要な試験検査及び調査研究に関すること。 

  公害部 

  ① 大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動及び悪臭の防止に係る試験検査並びに調査研究に      

関すること。 

  ② 微小粒子状物質（PM2.5）及び有害化学物質等の試験検査並びに調査研究に関すること。 

    ③ 廃棄物の処理に係る試験検査及び調査研究に関すること。 

    ④ その他必要な試験検査及び調査研究に関すること。 
 
 
 (4) 職員の状況 

                                  （令和 4年 4 月 1日現在） 

区 分 

課

長

級 

副

参

事

級 

総

括

主

幹

級 

主

幹

級 

主

査

級 

技

師 

主

事 

技

能

技

師 
 

非

常

勤

事

務

員 

非

常

勤

労

務

員 

非

常

勤

技

術

員 

計 

所 長 1                 1 

次 長   1               1 

総 務 室     1 1 1 1  1 1   6 

微生物部     1 1  4 2    3 11 

理化学部     1 1 3 1    3 9 

公 害 部   1 1 3 2   1 8 

計 1 1 4 4 11 6 1 1 7 36 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

Ⅱ 業務の概要(令和３年度実績) 
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１ 総務室 

 1.1 職場見学者の受入れ 

   平成 24年度から、試験・検査、研究等に興味を抱き、将来の職業選択の一助となることを目的として 

  中学生などの見学の受入れを行っている。 

   生徒等には、当センターの概要の説明並びに各試験室等の見学及び検査体験を実施している。 

   令和 3年度は受入実績はなかった。 

区 分 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

見学者（人） ３ ４ ２ － － 

 

1.2 センター内ベンチャー制度 

   環境保全上及び保健衛生上の試験研究に対する職員の意欲及び研究能力の一層の向上を図るため、職 

  員が自ら研究を企画し、実施することを支援することを目的に、平成 28年度からセンター内ベンチャー 

  制度を実施している。 

    令和２年度～３年度は、次の研究を実施した。  

研   究   名 研 究 期 間 

県内で生産された日本酒中に含まれる微量金属の実態調査研究 令和２年度～令和３年度 
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２ 微生物部 

 2.1 調査研究 

  (1) 感染症流行予測調査事業 

厚生労働省感染症流行予測調査事業の一環として、環境水からのウイルス分離によるポリオ感染源調

査及びブタにおける HI抗体調査による日本脳炎感染源調査を実施しているが、令和３年度は新型コロナ

ウイルス感染症検査対応に係る大幅な業務量の増加により、検体の採取のみ実施した。 

ア ポリオ感染源調査 

令和３年度は、４月から 12 月にかけて、青森市内下水処理施設から下水処理前水 54 検体を採取し

た。 

イ 日本脳炎感染源調査 

令和３年度は、７月から９月にかけて、十和田食肉衛生検査所及び田舎館食肉衛生検査所でブタの

血液 70検体を採取した。 

  (2) 感染症発生動向調査事業（ウイルス等・細菌等） 

平成 11年度から感染症法に基づき、県内の細菌・ウイルス・リケッチア・クラミジア等の病原体を把

握するために感染症発生動向調査の一環として病原体検査を実施しており、令和３年度においては次の

とおり行った。 

   ア ウイルス・リケッチア・クラミジア 

県内（青森市及び八戸市を除く。）の医療機関が採取した材料 18,749検体（糞便（直腸ぬぐい液・

腸内容物）７検体、咽頭ぬぐい液（鼻咽頭ぬぐい液・鼻腔ぬぐい液・鼻汁）16,636 検体、唾液 2,100

検体、髄液４検体、血液・血清２検体）からウイルス分離及び遺伝子検出を実施した結果は、次のとお

りであった。 

 

ウイルス等の検出状況  

疾患等 検出されたウイルス等 検出数 

インフルエンザ ヒトコロナウイルス NL63 1 

水痘関連 水痘帯状疱疹ウイルス（VZV） 2 

感染性胃腸炎関連 アストロウイルス 2 

感染性胃腸炎関連 ヒトボカウイルス 1 

無菌性髄膜炎関連 ヒトヘルペスウイルス 6B（HHV6B） 1 

つつが虫病 Orientia tsutsugamushi（Karp株） 2 

新型コロナウイルス感染症  新型コロナウイルス（ S A R S - C o V - 2） 3,273 

    

イ 細菌等 

県内（青森市及び八戸市を除く。）の医療機関等で、腸管出血性大腸菌感染症患者及び保菌者から

採取された検体由来の菌株計 17株の性状確認及び遺伝子検査を実施した結果、Og26:Hg11 VT1が２株、

Og91:Hg14 VT1が２株、Og103:Hg2 VT1が３株、Og111:Hg8 VT1VT2が１株、Og145:Hg28 VT2が６株、

Og157:Hg7 VT1VT2が２株、Og157:Hg7 VT2が１株であった。 

薬剤耐性菌について、県内（青森市及び八戸市を除く。）の医療機関で、カルバペネム耐性腸内細

菌科細菌感染症患者から採取された検体由来の菌株計 13 株の性状確認及び遺伝子検査を実施した結

果、カルバペネマーゼを産生する菌株が１株認められた。また、レプトスピラ症疑い患者から採取さ

れた計４検体の遺伝子検査を実施した結果、いずれもレプトスピラ遺伝子は検出されなかった。この

ほか、Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎患者から採取された検体由来の菌株１株の遺伝子検査及び型別試

験を実施した結果、Ａ群溶血性レンサ球菌遺伝子を検出した。 

  (3) 結核菌の遺伝子解析 

       平成 24年度から、県の結核対策の一つとして、VNTR法による結核菌の遺伝子型別解析を行っており、

令和３年度は、40株（青森市及び八戸市を除く。）について遺伝子解析を行った。 
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  (4) 青森県病原微生物検出情報 

    平成11年度から３病原体（サルモネラ属菌、腸炎ビブリオ、カンピロバクター属菌）の発生状況の 

把握を目的として県内の細菌検査を実施している医療機関及び臨床検査センター10施設から菌株及び 

検出情報を収集している。 

平成 26年７月からは、11施設、６菌種（サルモネラ属菌、カンピロバクター属菌、ビブリオ属菌、エ

ルシニア属菌、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌、基質拡張型β－ラクタマーゼ産生菌）で実施しており、

令和４年１月から医療機関１施設が辞退したため、計 10施設にて実施している。 

ア 令和３年度は、提供を受けた検出情報及び気温等の環境情報を解析し、環境保健センターのホーム

ページに週報として 53回掲載した。 

イ 収集した病原性菌株について生化学的試験、血清学的試験、ＰＣＲ及び薬剤感受性試験等を実施し、

その結果を関係機関に提供している。令和３年度は 95株について試験を実施した。 

  (5) 厚生労働科学研究事業 

令和３年度に研究事業として厚生労働科学研究班等に参加した事業は、以下のとおりである。 

ア 厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）「食品由来感染症の

病原体解析の手法及び病原体情報の共有に関する研究」分担研究「北海道･東北･新潟ブロックの腸管

出血性大腸菌株解析及び精度管理に関する研究」 

イ 厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）「ワンヘルスに基づく食品由来薬剤耐

性菌のサーベイランス体制強化のための研究」分担研究「全国地研ネットワークに基づく食品および

ヒトから分離されるサルモネラ、大腸菌、カンピロバクター等の薬剤耐性の動向調査」 

ウ 日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）委託研究開発費（新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発

推進研究事業）「薬剤耐性菌のサーベイランス強化および薬剤耐性菌の総合的な対策に資する研究」

分担研究「ＣＲＥ感染症の臨床的疫学的解析」 

エ 厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）「環境中における薬

剤耐性菌及び抗微生物剤の調査法等の確立のための研究」 

オ 厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）「環境水を

用いた新型コロナウイルス監視体制を構築するための研究」 

カ 厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「地方衛生研究所における感染

症等による健康危機の対応体制強化に向けた研究」 

  (6) 菌株の収集事業 

県内で発生した食中毒事例等及び感染症事例から分離された菌株について、生化学的試験、血清学的

試験、ＰＣＲ及び薬剤感受性試験等を行い、県、青森市、八戸市及び関係機関に対して情報提供を行って

いる。 

   (7) 感染症発生動向調査事業に係る青森県感染症発生情報 

平成 13年度から感染症患者の把握と予防啓発を目的に実施している。 

令和３年度は、県内の感染症患者情報及び病原体検出情報を収集・分析し、その結果を週報として 53

回（インフルエンザ情報を適時掲載）、月報として 12回、環境保健センターのホームページに掲載した。

また、令和２年の感染症発生動向調査事業報告書を作成し、ホームページに掲載するとともに関係機関

に配付した。 

 

 2.2 試験検査 

(1) ウイルス性食中毒等関連検査 

ウイルス性食中毒及び感染症の拡大防止並びに衛生指導を行うことを目的として県保健所及び保健衛

生課からの依頼により実施している。 

令和３年度は、ウイルス性食中毒(疑いを含む。)及び感染症集団胃腸炎事例が５事例あり、糞便 57検体、

食品 35検体、ふき取り 38検体、計 130検体についてＲＴ-ＰＣＲ法、リアルタイムＰＣＲ法及びダイレク

トシークエンス法により原因ウイルスの検索及び遺伝子解析を行った。 

その結果、糞便 57検体中 30検体からノロウイルス GenogroupⅡ（GⅡ型）が検出された。 
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  (2) 細菌等による食中毒等関連検査 

細菌等による食中毒及び感染症の拡大防止並びに衛生指導を行うことを目的として県保健所及び保健

衛生課からの依頼により実施している。 

令和３年度は、事例がなかった。 

   

 2.3 青森市及び八戸市に対する技術協力 

青森市及び八戸市に対し、病原体等の試験研究等業務に対する県の技術的協力に関する協定に基づき、

技術協力を行った。 

(1) 食中毒等関連検査（ウイルス等・細菌等） 

ア ウイルス等 

    令和３年度は、八戸市で発生したウイルス性食中毒（疑いを含む。）２事例について、ＲＴ-ＰＣ 

Ｒ法及びリアルタイムＰＣＲ法により、糞便 16検体、ふき取り６検体、計 22検体について原因ウ 

イルスの検索を行った。 

イ 細菌等（３月末終了分） 

   令和３年度は、事例がなかった。 

 (2) 感染症発生動向調査事業（ウイルス等・細菌等） 

 ア ウイルス・リケッチア・クラミジア 

      青森市内の医療機関が採取した材料は、207検体（糞便（直腸ぬぐい液・腸内容物）４検体、咽頭 

ぬぐい液（鼻咽頭ぬぐい液・鼻腔ぬぐい液・鼻汁）191検体、髄液３検体、血液・血清５検体、尿１ 

検体、痂皮３検体）であった。 

八戸市内の医療機関が採取した材料は、2,071検体（咽頭ぬぐい液（鼻咽頭ぬぐい液・鼻腔ぬぐい 

液・鼻汁）2,054検体、唾液 16検体、痂皮１検体）であった。 

イ 細菌等（３月末終了分） 

青森市内の医療機関が採取した材料は、31検体（菌株 31検体）であった。 

八戸市内の医療機関が採取した材料は、29検体（菌株 29検体）であった。 

 

 2.4 精度管理 

(1) ウイルス等 

令和３年度は、厚生労働省健康局結核感染症課が感染症法に基づき実施している新型コロナウイルス 

に関する外部精度管理事業に参加し、検査技能は適正であると判定された。 

(2) 細菌等 

令和３年度は、一般財団法人食品薬品安全センター秦野研究所が実施しているサルモネラ属菌及び大

腸菌に関する食品衛生外部精度管理、厚生労働省健康局結核感染症課が感染症法に基づき実施している

チフス菌・パラチフス菌に関する外部精度管理及び公益財団法人結核予防会結核研究所で実施している

結核菌遺伝子型別外部精度評価に参加し、検査技能は適正であると判定された。 

  

 2.5 教育・指導 

(1) 病原体等の包装・運搬に係る研修 

保健衛生課からの依頼により、包装・運搬責任者育成を目的に研修を実施しており、ゆうパックにより

臨床検体等を送付する際の遵守事項について講義と実演を行っている。 

令和３年度においては、依頼がなかった。 

(2) 衛生検査所に対する外部精度管理 

医療薬務課からの依頼により、衛生検査所における精度管理の質的向上を図ることを目的に立入検査を

実施し、指導監督及び助言を行っている。 

令和３年度においては、依頼がなかった。 

  (3) 新型コロナウイルス検査技術研修 

    県内の医療機関等からの依頼により、新型コロナウイルス検査の検査技術の向上を図ることを目的 
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   に研修を実施しており、全自動ＰＣＲ検査装置の取扱いや結果判定等について説明と実演を行ってい 

る。 

令和３年度においては、依頼がなかった。 

 

 2.6 健康危機管理 

新型コロナウイルス（変異株を含む。）や、高病原性鳥インフルエンザがヒトに感染することによる新 

型インフルエンザの発生に備え、検査技術の導入及び検査体制の整備を行っている。 

 

試験検査総括表（令和３年度） 

分  類 

 

部        門 

 

件数 

 

検査 

項目数 

検査総数 

(1)ウイルス 

（行政検査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①感染症発生動向調査（ウイルス等） 

  ・インフルエンザウイルス 

 ・突発性発しん関連ウイルス 

 ・咽頭結膜熱関連ウイルス 

 ・感染性胃腸炎関連ウイルス 

  ・無菌性髄膜炎関連ウイルス 

 ・麻しん・風しん関連ウイルス 

 ・E 型肝炎ウイルス 

 ・新型コロナウイルス 

 ・その他のウイルス等 

 

1 

3 

1 

11 

7 

3 

1 

20,981 

19 

 

7 

6 

3 

8 

10 

2 

1 

1 

1 

 

7 

18 

3 

88 

70 

6 

1 

20,981 

19 

②ウイルス性食中毒等関連検査 152 5 760 

小   計 21,179  21,953 

(2)細菌等 

（行政検査） 

 

 

 

 

 

 

①感染症発生動向調査（細菌等） 

 ・腸管出血性大腸菌 

 ・カルバペネム耐性腸内細菌科細菌 

  ・レプトスピラ 

  ・Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎 

 

31 

51 

4 

1 

 

3 

3 

1 

3 

 

93 

153 

4 

3 

②結核菌の遺伝子解析 40 1 40 

③病原微生物検出情報に基づく収集菌株 95 3 285 

小   計 222  578 

合    計 21,401  22,531 
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３ 理化学部 

 3.1 試験検査 

  (1) 有害物質等検査 

 ア 県産農産物の残留農薬検査 

平成 18年５月から、食品中に残留する農薬等へのポジティブリスト制度（農薬等が残留する食品の

販売等を規制する制度）が施行され、農薬残留基準が定められていないものには一律基準( 

0.01ppm）が適用されることとなった。令和３年度からは精密分析機器である GC-MS/MS及び LC-MS/MS

を用いて分析を実施している。 

令和３年度は、次の６種 33検体、１検体当たり約 250項目について検査を実施した。トマト７検体

（239 項目）、人参５検体（179 項目）、大根５検体（192 項目）、ごぼう５検体（236 項目）、メロ

ン３検体（237 項目）及びりんご８検体（231 項目）。（（ ）内の項目数は試験法の妥当性が確認さ

れた項目数） 

その結果、トマト、メロン及びりんごからは下表に示す農薬が検出されたが、いずれも基準値未満

であった。 

人参、大根及びごぼうについては、全ての項目について定量下限未満であった。 

なお、予定していたにんにく、とうもろこし、長いも及びほうれんそうは、新型コロナウイルス対

応のため収去が中止となった。 

令和４年度においても引き続き実施する。 

 

検 出 農 薬 

作物名 検出農薬名（検出検体数） 

トマト イミダクロプリド（１）、エトフェンプロックス（１）、ペルメトリン(１)  

メロン チアクロプリド（１） 

りんご クレソキシムメチル（１）、シペルメトリン（５）、シフルトリン（１）、スピロジクロ

フェン（３）、チアクロプリド（３）、テブフェンピラド（１）、フェニトロチオン（１）、

プロパルギット（５） 

 

 

 イ 輸入農産物の残留農薬検査 

令和３年度は、県内に流通している輸入農産物としてバナナの残留農薬検査を予定していたが、新

型コロナウイルス対応のため収去が中止となった。 

ウ 流通貝の貝毒検査 

貝毒による食中毒を未然に防止するため、流通貝について貝毒検査を継続的に実施している。平成

28年度より下痢性貝毒については LC/MS/MSを用いた機器分析による検査となった。令和３年度は、ホ

タテガイ６検体について下痢性貝毒検査を実施した結果、ジノフィシストキシン-１が３検体から検出

されたが、すべて規制値未満であった。 

エ りんごジュースのカビ毒検査 

県産りんごジュースの安全性を確保するため、平成 17年度から、カビ毒（パツリン）の検査を実施 

している。令和３年度は、新型コロナウイルス対応のため収去が中止となった。 

オ アレルギー物質検査 

令和３年度は、39検体（菓子類 24検体、めん・パン類 10検体、調理食品１検体、穀類加工品１検体、

調味料及びスープ１検体、加工魚介類１検体、その他の農産加工品１検体）の特定原材料５品目（小麦・

そば・落花生・卵・乳）について、それぞれ２種類の検査キットで検査を実施した。 

 その結果、小麦で１検体が基準値を超過したが、収去先を調査した結果、工場内での小麦の使用はな

く、原材料としての「こうせん（原材料：大麦）」による疑陽性であった。 
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カ 魚類加工品のヒスタミン検査 

  ヒスタミンによる食中毒を未然に防止するため、令和３年度から魚類加工品のヒスタミン検査を 

実施している。令和３年度は、さば水煮缶等５検体について検査した結果、すべて定量下限未満で 

あった。 

  (2) 畜水産食品の残留有害物質モニタリング検査 

畜水産食品の安全性を図るため、合成抗菌剤、抗生物質及び寄生虫駆除剤についての動物用医薬品検査

   を実施している。令和３年度は、県内で収去された鶏卵 11検体（30品目）、牛乳７検体（41品目）につ 

いて検査を実施した結果、全て定量下限未満であった。 

  (3) 対ＥＵ輸出ホタテガイ生産海域のモニタリング検査 

「英国、欧州連合、スイス及びノルウェー向け輸出水産食品の取扱要綱」（「農林水産物及び食品の輸

出証明書の発行に係る手続規程」（令和２年４月１日財務大臣・厚生労働大臣・農林水産大臣決定）別紙

EU-S1）に基づき生産海域の監視を目的に、環境汚染物質について、陸奥湾産ホタテガイのモニタリング

検査を実施している。 

令和３年度は、１検体（野辺地１定点・年１回（11月））について、７項目（総水銀、カドミウム、

鉛、ベンゾ[ａ]ピレン、ベンゾ[ａ]アントラセン、ベンゾ[ｂ]フルオランテン、クリセン）の検査を実施

した結果、総水銀、カドミウム、ベンゾ[ｂ]フルオランテンが検出されたがいずれもＥＵ向けホタテガ

イに係る基準値未満であった。その他の項目については定量下限未満であった。 

  (4) 家庭用品の試買検査 

昭和 55年度から、「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づく家庭用品の試買検査

 を実施している。令和３年度は、家庭用洗浄剤 10 検体について容器試験、塩酸消費量等（合計４項目）

 の検査を、繊維製品 10検体についてはホルムアルデヒドの検査を実施した結果、全て規格に適合してい

 た。 

  (5) 医薬品の収去検査 

不良医薬品の製造及び流通を防止するため、医薬品等一斉監視指導において収去した医薬品の検査

   を実施している。令和３年度は、２検体についてプロブコールの定量試験を実施した結果、全て規格 

に適合していた。 

   (6) その他の行政検査（食中毒疑い（スイセン誤食）に係る検査） 

 令和３年４月に県南地方で探知した食中毒疑い事例について、中毒症状を呈した患者が摂取した植物

に隣接して混生しているスイセン１検体、ニラ１検体及び調理品残渣１検体の計３検体について、スイセ

ンの毒成分であるリコリン及びガランタミンの検査を実施した。その結果、スイセン及び調理品残渣から

リコリンとガランタミンが検出された。 

  

 3.2 精度管理調査 

  (1) 食品薬品安全センター秦野研究所による外部精度管理調査 

平成11年度から一般財団法人食品薬品安全センター秦野研究所による食品衛生外部精度管理調査に参

 加している。 

令和３年度は、重金属（玄米のカドミウム）、残留農薬（にんじんペーストのアトラジン、ダイアジノ

ン、クロルピリホス、フルトラニル、フェントエート、マラチオンの６種のうち３種）、残留動物用医薬

品（鶏肉（むね）ペーストのスルファジミジン）、麻痺性貝毒（ホタテガイペースト）、アレルギー物質

(卵)（こしあん）及びアレルギー物質(牛乳)（とうもろこしペースト、イチゴジャム、各１検体）の６項

目について実施した。残留農薬調査については、検出された３項目ともＸbar評価が不満足、z-スコアが

疑わしい、１項目は R 評価も不満足であったため、改善のための検証を行ったところ、分析カラムの劣

化によるものであった。その他の項目については、いずれも結果は良好であった。 

  (2) 水道水質検査の外部精度管理調査 

水道水質検査における分析精度及びデータの正確さを確保し、分析結果の信頼性を高めることを目的

として保健衛生課の依頼により平成 11年度から実施している。 
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令和３年度は、水質検査に従事する県内４施設を対象に、カドミウム及びその化合物並びに銅及びそ

の化合物について外部精度管理調査を実施した。各施設のデータをＸbar－Ｒ管理図により解析した結果、

全施設で全項目について管理限界内であった。z-スコアによる評価も全て良好であった。 

 (3) 医薬品の外部精度管理調査 

       各都道府県において医薬品等の試験検査を受託する衛生検査所等の試験検査機関を対象として、医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性を確保することを目的に実施されている国立医薬品食品衛生研

究所薬品部第三室による外部精度管理調査に平成 27年度から参加している。 

令和３年度は、クロラムフェニコール定量法（ＵＶ）について実施した。 

    (4) 地域保健総合推進事業（北海道・東北・新潟ブロック）精度管理事業 

    地方衛生研究所の連携事業として、健康危機事例への対応能力の向上のため、地域ブロックごとに模擬

      訓練又は精度管理事業を行っている。 

令和３年度は、ヒスタミンによる食中毒を想定した精度管理（模擬試料（魚肉製品を主としたペース 

ト））を実施した。結果は良好であり、地域ブロック内での情報共有が図られた。 

  （5）ＡＯＡＣ日本主催による食品の技能比較試験 

 ＡＯＡＣ日本主催による技能試験（理化学試験：ヒスタミン）に参加した。 

サバしょう油煮缶中のヒスタミンについて分析したところ、結果は良好であった。 
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業務実績総括表（令和３年度） 

 

分 類 部   門 事     業 検体数 
項目数 

/１検体 
総項目数※２ 

試験検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)有害物質検査 

 

 

 

 

 

 

①県産農産物の残留農薬検査 ※１ 33 179～239 7,267 

②輸入農産物の残留農薬検査 ※１ 0 0 0 

③流通貝の貝毒検査 6 1 6 

④りんごジュースのカビ毒検査 0 0 0 

⑤アレルギー物質検査 39 2 78 

⑥魚類加工品のヒスタミン検査 5 1 5 

小   計 83  7,356 

(2)畜水産食品の残留有

害物質モニタリング

検査 

①動物用医薬品検査（鶏卵） 11 30 330 

②動物用医薬品検査（牛乳）  7   41 287 

小   計 18  617 

(3)対ＥＵ輸出ホタテガ

イ生産海域のモニタ

リング検査 

環境汚染物質検査 1 7 7 

小   計 1  7 

(4)家庭用品の試買検査 ①家庭用洗剤の検査 10 4 40 

②繊維製品の検査 10     1 10 

小   計 20  50 

(5)医薬品の収去検査 2 1 2 

(6)その他の行政検査 3 2 6 

合   計 127  8,038 

精度管理 

 

 

 

 

 

 

(1)外部精度管理調査（食品薬品安全センター） 7 1～6 19 

(2)水道水質検査の外部精度管理調査 4 2 8 

(3)医薬品の外部精度管理 1 1 1 

(4)地域保健総合推進事業（北海道・東北・新潟ブロック）精度 

   管理事業 1 1 1 

(5)技能比較試験（ＡＯＡＣ日本） 1 1 1 

合   計   14  30 

総   数 141  8,068 

 ※１ １検体当たり約 250項目について検査を実施したが、各農産物について試験法の妥当性が確認され  

   た項目についてのみ項目数に計上した。 

 ※２ 検体数×項目数の総和 
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４ 公害部 

 4.1 大気関係 

  (1) 環境大気監視 

弘前市２地点、黒石市１地点、五所川原市１地点、十和田市１地点、三沢市１地点、むつ市１地点、六

ヶ所村１地点及び鰺ヶ沢町１地点の計９地点で大気中の二酸化硫黄（SO2）、窒素酸化物（NOx）、一酸化

炭素（CO）、光化学オキシダント（Ox）、浮遊粒子状物質（SPM）、微小粒子状物質（PM2.5）、炭化水素

（HC）について常時監視を実施した。これらのうち、環境基準が定められている６測定項目についての

環境基準の達成状況は、下表のとおりであった。 

 

測定項目 二酸化硫黄(SO２) 二酸化窒素(NO２) 一酸化炭素(CO) 

評価区分 
有効 

測定 

短期的評価 長期的評価 有効 

測定 
適 否 

有効

測定 

短期的評価 長期的評価 

適 否 適 否 適 否 適 否 

測定局数 1 1 0 1 0 8 8 0 1 1 0 1 0 

 

測定項目 光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ(Ox) 浮遊粒子状物質(SPM) 微小粒子状物質（PM２.５） 

評価区分
 

適 否 
有効

 

測定 
短期的評価

 
長期的評価

 
有効 

測定 

短期基準に 

関する評価 

長期基準に 

関する評価 

適 否 適 否 適 否 適 否 

測定局数 0 4 8 8 0 8 0 2 2 0 2 0 

   

  (2) 稲わら焼却による大気汚染状況調査 

つがる市２地点において、稲わら焼却時のベンゾ[a]ピレン、アルデヒド類及び粉じんについて調査を

実施した。 

  (3) 酸性雨実態調査 

降水成分の地域特性を明らかにし、今後の酸性雨対策に資することを目的として、青森市・鰺ヶ沢町

各１地点において降水量、水素イオン濃度（pH）、電気伝導度（EC）及びイオン成分８項目の測定を実施

した。 

  (4) 有害大気汚染物質等モニタリング調査 

有害大気汚染物質等による大気汚染の状況を把握するため、弘前市１地点において、ベンゼン等優先

取組物質 20物質並びに水銀及びその化合物について毎月１回の調査を実施した結果、環境基準が設定さ

れているベンゼン等４物質及び指針値が設定されているアクリロニトリル等９物質については、いずれ

も基準値及び指針値を下回っていた。 

  (5) 微小粒子状物質（PM2.5）成分測定調査 

県内における微小粒子状物質（PM2.5）の成分組成の割合や発生源の寄与割合などを把握するため、弘前

市１地点において、質量濃度、イオン成分８項目、無機元素成分 29項目、炭素成分３項目について４季

節各季２週間の調査を実施した。 

  (6) アスベスト調査 

弘前市１地点において一般環境大気中のアスベスト濃度の測定を実施した。また、建築物解体現場等

周辺地域21地点においてアスベスト濃度の測定を実施した。なお、試料採取は各環境管理部が実施した。 

 

 4.2 水質関係 

  (1) 公共用水域・地下水の水質測定及びクロスチェック 

公共用水域及び地下水の水質測定については外部分析機関に委託していることから、分析に関する精

度を確保するため、外部分析機関とクロスチェックを実施した。 

  (2) 水浴場水質調査 
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県内７水浴場における水質調査（化学的酸素要求量(COD)、ふん便性大腸菌群数等）を外部分析機関に

委託して実施していることから、分析に関する精度を確保するため試料分割法によるクロスチェックを

実施した。 

  (3) 十和田湖水質保全事業 

十和田湖の水質保全に資するため、秋田県と共同で十和田湖の湖心における水質調査を実施した。ま

た、十和田湖に流入する２河川の水質調査を実施した。 

  (4) 排水基準監視クロスチェック 

特定事業場排出水の水質測定を外部分析機関に委託していることから、分析に関する精度を確保する

ため外部分析機関とクロスチェックを実施した。 

 

 4.3 騒音、振動関係 

  (1) 航空機騒音調査 

八戸飛行場及び三沢飛行場周辺地域の航空機騒音の環境基準達成状況を把握するため、三沢市、七戸

町、東北町、おいらせ町及び六ヶ所村の各１地点で騒音調査を実施した結果、全ての地点で環境基準値

を達成した。 

  (2) 新幹線騒音調査 

新幹線騒音の環境基準達成状況を把握するため、おいらせ町及び南部町の各１地点で調査を実施した

結果、両地点とも環境基準を超過した。 

 

 4.4 その他 

  (1) 精度管理 

環境省が実施する統一精度管理調査に参加し、模擬排水試料 1検体（ＣＯＤ、ＢＯＤ、全燐、ほう素）

及び模擬大気試料１検体（詳細項目：ニッケル、亜鉛、鉄、鉛、アルミニウム、カルシウム、参照項目：

マンガン、銅、ナトリウム、カリウム）について分析した。Ｚスコアによる評価は、いずれの項目も満足

できる結果であった。 

また、全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会が実施する酸性雨分析精度管理調査に参加し、

模擬水質試料２検体（対象項目：水素イオン濃度（ｐＨ）、電気伝導度（ＥＣ）、硫酸イオン（ＳＯ４
２－）、

硝酸イオン（ＮＯ３
－）、塩化物イオン（Ｃｌ－）、アンモニウムイオン（ＮＨ４

＋）、ナトリウムイオン（Ｎ

ａ＋）、カリウムイオン（Ｋ＋）、カルシウムイオン（Ｃａ２＋）、マグネシウムイオン（Ｍｇ２＋））につい

て分析した。 

  (2) 行政依頼検査等 

関係課からの緊急の依頼を受けた水質事故、魚類へい死等に係る分析を実施した。 
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業務実績総括表（令和３年度） 

分類 事  業 業        務 地点数 検体数 分析項目数 

大
気 

環境監視・調査 

環境大気常時監視 
稲わら焼却による大気汚染調査 
酸性雨実態調査 
有害大気汚染物質等モニタリング調査【検体採取】 
有害大気汚染物質等モニタリング調査 
微小粒子状物質（ＰＭ２.５）成分測定調査【検体採取】 
微小粒子状物質（ＰＭ２.５）成分測定調査 
アスベスト調査  

9  
2  
2  
1  
1  
1  
1  
22  

－  
2  
68  
12  
12  
56  
56  
48  

36  
8  

748  
(156) 
96  

(168) 
2,128  

48   

水
質 

水質保全 

公共用水域、地下水等クロスチェック分析 
水浴場水質調査クロスチェック分析 
十和田湖水質保全事業調査 
排水基準監視クロスチェック分析 

－  
－  
4  
－  

2  
1  
19  
2  

6  
1  

285  
2  

騒
音 騒音防止対策 

航空機騒音調査 
新幹線騒音調査 

5  
2  

－  
－  

5  
4  

そ
の
他 

精度管理 
統一精度管理調査 

酸性雨分析精度管理調査 

－  

－  

2  

2  

14  

20  

行政依頼検査等 魚類へい死・水質事故等 12  75  169  
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５ 研修等業務（所内研修会） 

研修名 研修内容 実施日 対象者 
受講 

者数 
開催部名 

ISO信頼性確保部門研修 

（WEB開催） 

微生物に関する知識・技術の習

得 
2021/10/18 

微生物試験研究担

当者 
1 微生物部 

GLP 

食品検査の基礎 

食品衛生検査施設等における業

務管理についての知識習得 
2021/4/8 

食品検査新規試験

検査担当者 
4 理化学部 

GLP 

食品検査受付の基礎 

食品衛生検査における受付業務

の習得 
2021/5/12 

食品検査新規受付

担当者 
2 理化学部 

GMP 

医薬品検査の基礎 

日本薬局方・分析法のバリデー

ション・関係法令等についての

知識習得 

2021/10/7 
医薬品検査新規試

験検査担当者 
3 理化学部 

令和３年度青森県環境生

活部出先機関等職員研究

発表会「あすをひらく」 

（書面開催） 

環境、公衆衛生、原子力関係の

知見の習得 
2022/1/28 

環境生活部、健康

福祉部、危機管理

局、各地域県民局

職員 

25 理化学部 

実験動物管理者等研修会 

（WEB開催） 
動物実験に係る検査員 2022/2/2 

動物実験に係る検

査員 
6 理化学部 

６ 年間動向 

 (1) 講師等派遣      

 研修等の名称 
内容 

（対象者） 
実施日 

講師派遣部 

(職員氏名) 

出前トーク 

ウイルスってなに？細菌っ

てなに？ 

ウイルスと細菌の違いの説明 

（平川市立竹館小学校PTA研修委員会） 
令和3年7月7日 

微生物部 

（髙橋 洋平） 

出前トーク 

ウイルスってなに？細菌っ

てなに？  

ウイルスと細菌の違いの説明 

（青森県難聴者・中途失聴者協会） 
令和3年8月22日 

微生物部 

（髙橋 洋平） 

出前トーク 

(1)ウイルスってなに？細菌

ってなに？ 

(2)薬の効かない細菌の話 

ウイルスと細菌の違い、薬の効かない細菌につ

いて説明 

（みちのく青年教室） 

令和3年8月24日 
微生物部 

（髙橋 洋平） 

出前トーク 

ウイルスってなに？細菌っ

てなに？ 

ウイルスと細菌の違いの説明 

（若草幼稚園） 
令和3年9月6日 

微生物部 

（髙橋 洋平） 

出前トーク 

ウイルスってなに？細菌っ

てなに？ 

ウイルスと細菌の違いについての説明 

（東地区老人クラブ連合会） 
令和3年12月10日 

微生物部 

（髙橋 洋平) 
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出前トーク 

ウイルスってなに？細菌っ

てなに？ 

ウイルスと細菌の違いについての説明 

（尾上在宅介護支援センター） 
令和3年12月15日 

微生物部 

（髙橋 洋平) 

 

 (2) 委員会、協議会等の委員     

委嘱団体等の名称 委員の名称 任  期 
委員派遣部 

(職員氏名) 

青森県 

（保健衛生課） 

青森県感染症発生動向調査 

委員会委員 

令和3年2月1日 

～令和5年1月31日 

所 長 

（長谷川 寿夫） 

青森県 

(医療薬務課) 

青森県精度管理専門委員 

 

令和2年8月31日 

～令和5年8月30日 

微 生 物 部 

(山上 剛志) 

青森市 青森市精度管理専門委員 

 

令和2年4月1日 

～令和4年3月31日 

理 化 学 部 

(山本 明美) 

八戸市 八戸市衛生検査所精度管理専門委員 令和3年10月1日 

～令和5年9月30日 

理 化 学 部 

（山本 明美） 

 

  

(3) 令和３年度青森県環境生活部出先機関等職員研究発表会「あすをひらく」 

   開催日時：令和４年１月２８日（金）【要旨集による書面開催】 

発 表 者 
演 題 名 

所   属 氏 名 

微生物部 髙橋 洋平 
マルチプレックスPCR及びキャピラリーシークエンサーを用いた結核菌VNTR

分析について 

微生物部 菩提寺誉子 新型コロナウイルス陽性検体の全ゲノム解析 

理化学部 福士 貴史 
汎用マトリックス添加標準溶液を活用したGC-MS/MSを用いた  

農産物中の残留農薬一斉分析法の妥当性評価 

理化学部 田中 綾乃 
LC-MS/MSによる食肉中のβ－ラクタム系抗生物質の一斉試験法  

及び検査依頼体制の構築 

理化学部   五十嵐飛鳥 
ELISA法を用いた流通食品における特定原材料（えび・かに）の実態調査に

ついて 

公害部 佐々木 守 学術論文で見る環境キーワードの推移 

原子力センター 工藤 翔 環境試料中のトリチウム、炭素-14及びヨウ素-129・131調査 

原子力センター 楢山 宝孝 
DGAレジンを用いた固相抽出法による農畜産物及び指標植物中の  

90Sr迅速分析法の検討 ・ 

公害部 内海 宣俊 県内で生産された日本酒中に含まれる微量元素の実態調査研究  

 ※ 所属に微生物部、理化学部、公害部と記載されている発表者は、青森県環境保健センター職員 
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(4) 会議・学会・研修会等出席状況 

 

ア 会議・検討会等出席 

名  称 開催地 開催月日 出席者 出席者数 

環境水を用いた新型コロナウイルス監視体制の構築に

関する研究 令和３年度第 1回班会議(WEB開催） 
－ 2021/5/31 微生物部 1 

環境水を用いた新型コロナウイルス監視体制の構築に

関する研究 令和３年度第 2回班会議(WEB開催） 
－ 2021/8/3 微生物部員 1 

環境水を用いた新型コロナウイルス監視体制の構築に

関する研究 令和３年度第 3回班会議(WEB開催） 
－ 2021/10/15 微生物部員 1 

令和 3年度地方衛生研究所全国協議会北海道・東北・

新潟支部公衆衛生情報研究部会総会・研修会(WEB開催) 
－ 2021/10/27 微生物部員 1 

令和 3年度「地域保健総合事業」全国疫学情報ネット 

ワーク構築会議（録画配信講演）（WEB開催） 
－ 2021/11/8 微生物部員 3 

アデノウイルスレファレンスセンター会議 

（WEB開催） 
－ 2021/12/2 微生物部員 1 

環境水を用いた新型コロナウイルス監視体制の構築に

関する研究 令和３年度第 4回班会議(WEB開催） 
－ 2021/12/17 微生物部員 1 

令和 3年度地方感染症情報センター担当者会議 

（録画配信）（WEB開催） 
－ 

配信期間

2022/1/21～2/3

のうち、いずれ

か 1日 

微生物部員 1 

環境水を用いた新型コロナウイルス監視体制の構築に

関する研究 令和３年度第 5回班会議 

(WEB開催） 

－ 2022/3/10 微生物部員 1 

令和３年度地衛研全国協議会北海道・東北・新潟支部

衛生化学研究部会総会（書面開催） 
－ 2021/10/1 理化学部員 1 

令和３年度産業廃棄物不適正処理事案検討会 青森市 2022/3/4 公害部員 1 

 

イ 学会・研究会等出席 

名  称 開催地 開催月日 出席者 出席者数 

第 30回感染研シンポジウム (COVID-19との戦い) 

（WEB開催） 
－ 2021/5/21 微生物部員 3 

衛生微生物技術協議会第 41回研究会（WEB開催）  2021/6/9～10 微生物部員 3 

アルボウイルス・リケッチアレファレンスセンター等

関連合同会議（WEB開催） 
－ 2021/7/9 微生物部員 2 

COVID特別シンポジウム（基礎研究編）（WEB開催）  2021/8/20 微生物部員 1 

COVID特別シンポジウム 

（ワクチン/治療薬研究開発編）（WEB開催） 
 2021/8/27 微生物部員 3 

COVID特別シンポジウム（有効性/安全性評価系編） 

（WEB開催） 
 2021/9/3 微生物部員 1 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた地域プラ

ットフォーム形成シンポジウム第 2回ワークショップ

（ZOOM）「新型コロナウイルス感染者最前線の動きと

感染防止に向けた新たな PCR検査体制」（WEB開催） 

 2021/9/24 微生物部員 1 
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第 35回公衆衛生情報研究協議会総会・研究会 

(WEB開催) 
－ 2022/1/27～28 微生物部員 1 

第 37回宮城県保健環境センター研究発表会 

（WEB開催） 
－ 2022/3/4 

微生物部員 

理化学部員 
7 

日本食品衛生学会令和３年度公開講演会（WEB開催） － 2021/6/7 理化学部員 5 

日本食品衛生学会第 117回学術講演会（WEB開催） － 2021/10/26～27 理化学部員 4 

第 44回農薬残留分析研究会（WEB開催） － 2021/11/17～18 理化学部員 6 

令和３年度漁場環境保全関係研究開発推進会議赤潮・

貝毒部会 東日本貝毒分科会（WEB開催） 
－ 2021/11/24～25 理化学部員 2 

令和３年度地衛研全国協議会近畿支部自然毒部会研究

発表会（WEB開催） 
－ 2021/11/25 理化学部員 4 

第 58回全国衛生化学技術協議会年会（WEB開催） － 2021/11/25～26 理化学部員 6 

日本水環境学会シンポジウム(WEB開催） － 2021/9/14-15 公害部員 1 

青森県産業技術センター 

工業部門研究成果発表会(WEB開催） 
－ 2021/9/28 公害部員 3 

 

ウ 研修会・講習会等出席 

名  称 開催地 開催月日 出席者 出席者数 

新型コロナウイルスゲノム技術研修会 ナノポア Mk1c

実演（視聴のみ）（WEB開催） 

－ 2021/4/27 微生物部員 3 

新型コロナウイルスゲノム技術研修会 ナノポア Zoom

研修（WEB開催） 

－ 2021/5/17,19 微生物部員 4 

新型コロナウイルスゲノム技術研修会 イルミナ iSeq 

Zoom研修（視聴のみ）（WEB開催） 

－ 2021/7/6,7 微生物部員 5 

下水から新型コロナウイルスがわかる～オンライン講

演会（WEB開催） 

－ 2021/7/21 微生物部員 2 

次世代シーケンス新型コロナウイルスゲノム解析セミ

ナー（WEB開催） 

－ 2021/7/27 微生物部員 1 

地全協中国・四国支部会議 特別講演「新型コロナウ

イルス感染症とワクチン」（録画配信）（WEB開催） 

－ 配信期間 7/27～

8/13のうち、いず

れか 1日 

微生物部員 1 

もっと基礎からわかるリアルタイム PCRセミナー 

（WEB開催） 

－ 2021/8/12 微生物部員 2 

第 6回コロナゲノム研修会（WEB開催） － 2021/8/19 微生物部員 5 

さらに活用するリアルタイム PCRセミナー  

（WEB開催） 

 2021/8/25 微生物部員 2 

カンピロバクター食中毒 コロナ禍の状況と検査法 

（WEB開催） 

 2021/8/26 微生物部員 4 

動物由来感染症レファレンス Webセミナー 

（WEB開催） 

 2021/9/6 微生物部員 2 

初めての次世代シーケンスセミナー ～基本的なワーク

フローやデータ解析と最新情報を知る～ 

（WEB開催） 

 2021/9/16 微生物部員 1 
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第 7回コロナゲノム技術研修会（WEB開催） － 2021/10/6 微生物部員 3 

令和３年度地方衛生研究所全国協議会北海道・東北・

新潟支部微生物研究部会総会・研修会（WEB開催） 
－ 2021/10/12～13 微生物部員 7 

薬剤耐性菌の検査に関する研修（基本コース） 

（WEB開催） 
－ 2021/10/21～22 微生物部員 3 

令和 3年度動物由来感染症対策技術研修会 

（WEB開催） 
－ 2021/11/2 微生物部員 1 

地研 NGS情報交換会（WEB開催）  2021/11/12 微生物部員 4 

ウイルス検出における環境構築とリアルタイム PCRの

ポイント（WEB開催） 
 2021/11/16 微生物部員 2 

第 155回管理・監督者研修（危機管理コース） 

（WEB開催） 
－ 2021/11/25～26 微生物部員 1 

令和 3年度アニサキスを中心とした寄生虫性食中毒に

関する技術講習会 

（WEB開催） 

 2021/11/26 微生物部員 2 

テクニカルセミナー「これから始める人は必見！細胞

培養のキホンのキ～必要なものからやり方まで～」 

（WEB開催） 

 2022/1/6,3/28 微生物部員 3 

令和３年度北海道・東北・新潟ブロック腸管出血性大

腸菌検査担当者研修会（WEB開催） 
－ 2022/1/13 微生物部員 1 

検査機関に対する検査能力・精度管理等の向上を目的

とした講習会（WEB開催） 
 2022/1/24～25 微生物部員 1 

青森港検疫感染症措置机上訓練（WEB開催） － 2022/2/9 微生物部員 1 

令和３年度希少感染症診断技術研修会（WEB開催） － 2022/2/17～18 微生物部員 2 

令和３年度衛生理化学分野研修会（WEB開催） － 2022/1/21 理化学部員 6 

日本食品衛生学会西日本ブロック公開セミナー「食品

に関するリスクコミュニケーション」（WEB開催） 
－ 2022/2/18 理化学部員 4 

令和３年度環境関係法に関する新任者研修会 青森市 2022/4/16 公害部員 2 

フジフィルム・和光純薬（株） 

環境分析セミナー(WEB開催） 
－ 2021/4/22～23 公害部員 6 

サーモフィッシャー（株）ＩＣ技術説明会(WEB開催） － 2021/5/21 公害部員 1 

マイルストーンゼネラル（株）マイクロ波で出来る！ 

無機材料分析のためのアルカリ溶解法の活用事例 

(WEB開催） 

－ 2021/9/14 公害部員 1 

日本音響エンジニアリング（株） 

第２回音環境セミナー航空機騒音・応用編(WEB開催） 
－ 2021/9/24 公害部員 2 

環境調査研究所 機器分析研修(WEB開催） － 
2021/10/4～10/29 

の間 
公害部員 2 

環境調査研究所 

令和３年度国際環境協力基本研修代替措置(WEB開催） 
－ 

2021/12/13～12/14 

の間 
公害部員 1 

 



 

 

 

 
Ⅲ 研 究 報 告 
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青森県内で検出された結核菌の VNTR分析及びゲノム比較による 

分子疫学解析の検討 

 

髙橋洋平  山上剛志  武差愛美 1  長内志保美 

 

 

マルチプレックス PCR 及びキャピラリー電気泳動シークエンサーを用い、2012 年度以降に当センター

に搬入された結核菌のうち 336 株に対し VNTR の再分析を実施し、このうち 334 株で全 24 領域の反復数

を取得した。新たに取得した VNTR パターンをもとに比較解析を実施し、同一又は近縁型となった一部の

菌株に対し、次世代シークエンサーによる比較ゲノム解析を試行した。その結果、VNTR 型が完全一致で

あっても直接的な伝播を示唆しない例や、VNTR が 23 領域の一致にとどまった疫学的関連株の SNV が 0

となる例など、VNTR 分析よりもさらに高精度の結果が得られることが分かった。今回の一連の解析から、

VNTR 分析と比較ゲノム解析を組み合わせた分子疫学解析が、入念な疫学調査を進める上で非常に有用な

補完ツールとなり得ることが示唆された。 

 

 

Key words：M. tuberculosis, VNTR, NGS, TGS-TB, SNVs 

 

 

 

１．はじめに 

結核は、感染症法で二類感染症に分類され、全国

で毎年 1 万人以上の患者が報告されている我が国

の主要な感染症である。青森県における 2021 年の

新登録結核患者数は 105 人、罹患率（人口 10 万人

に対する新登録結核患者数）は 8.6 で、全国の罹患

率 9.2 よりは低いものの、青森県を除く東北５県で

の罹患率が 5 前後の中、依然東北では最も高い状態

が続いている 1)。  

結核菌の分子疫学解析手法として、日本では

Variable Numbers of Tandem Repeats（VNTR）による

型別分析が進められており、当センターでは、2012 

年度より Japan Anti-Tuberculosis Association（JATA）

-VNTR 法による 12 領域での分析を開始した。そ

の後、段階的に分析領域数を増やし、2017 年度か

らは、より菌株識別能の高い 24領域分析法（24Beijing- 

VNTR）により株間比較を行っている。また、2021

年度からは、これまでのアガロースゲルによる分析

からキャピラリー電気泳動シークエンサー

（Capillary Electrophoresis Sequencer; CES）による分

析へと切り替えるとともに、マルチプレックスPCR

の検討を併せて行い、良好な結果を得たことを報告

済みである 2)。 

今回、既報の方法 2)に従い、2012 年度以降に当

センターに搬入された結核菌の VNTR 分析を再実

施するとともに、同一又は近縁型のデータベースを

再構築した。併せて、同一又は類似の VNTR 型を

持つ株の一部に対し、次世代シークエンサー（Next 

Generation Sequencer; NGS）で取得したデータを用

いたゲノム解析を実施したので報告する。 

 

２．方法 

2.1 VNTR 分析 

(1)対象菌株 

2012 年 4 月から 2022 年 12 月までの間に県内各

保健所より検査依頼があった全 341株のうち、DNA

未保存の 4 株及び非結核性抗酸菌 1 株を除く計 336

株を対象とした。 

2012 年度から 2020 年度までの DNA 溶液は、当

センターに搬入された菌株から熱抽出（200 L の

滅菌水に少量の菌体を懸濁させ、95 C ~ 100 C で

10 分間加熱後、13,000 rpm で 10 分間遠心分離し

た上清）し、アガロースゲルによる VNTR 分析を

実施した後の残液を凍結保存していたものを用い

た。2021 年度以降の菌株は、CES によるデータを

そのまま用いた。 

なお、2012 年度から 2016 年度に依頼のあった 99

株は、死菌の状態で当センターに搬入されており、

1 東青地域県民局環境管理部 
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2017年度の 4 株及び 2018年度の 2株を含め、計 105

株の菌株が保存されていなかった。 

(2)PCR及び反復数の判定 

既報 2)に従い、PCR 試薬には Platinum Multiplex 

PCR Master Mix（Thermo Fisher Scientific）を用い、

GC enhancer の添加比率を 20%とした。片側蛍光プ

ライマーの配列及び濃度は、平成 28 年度結核菌

VNTR 技術研修会 3)及び既報 2)のとおりとした（表

1）。反応条件は、初期熱変性 95 ℃ 5 分の後、95 ℃

で 30 秒、アニーリングを 60 ℃で 90 秒、72 ℃で

60 秒の工程を 35 サイクル繰り返し、最終伸長反応

を 60℃で 30 分とした。 

反復数の算定は次のとおり行った。PCR 産物を

TE で一律 10 倍に希釈し、PCR 産物の TE 希釈液の

うち 1 µL を、GeneScan 1200 LIZ dye Size Standard 

0.25 µL 及び Hi-Di Formamide 10 µL（いずれも

Thermo Fisher Scientific）と混合し、99 ℃で 3 分間

熱変性処理した。処理後のサンプルを、3500 Genetic 

analyzer（Thermo Fisher Scientific）を用い Long 

Fragment Analysis モードで分析した。得られたデー

タ は GeneMapper Software 5 （ Thermo Fisher 

Scientific）にて解析した。GeneMapper の設定ファ

イル（Panel、bin セット）は、前述の研修会 3)で配

付されたものをインポートし、既報 2)に示すとおり

bin の位置を調整して使用した。 

反復数の読み取りにおいて、20 を超えた場合に

は一律に「>20」とした。CES でピークが観測され

なかった領域については、アガロースゲルによる過

去の分析結果の再確認又はアガロースゲルによる

再分析を行い、それでもなおバンドが観測できなか

った場合には「-2」、1500 bp 以上にバンドが観測さ

れた場合には「>20」とした。アガロースゲルと CES

の反復数が異なった場合には、アガロースゲルから

の反復数の算定に誤りがないか再確認し、誤りが認

められた場合は CES で算定した反復数に修正した。

CES においてピークが複数検出された場合や判断

に迷うピークが検出された場合には、被検株の該当

領域に注釈を付し、条件付きで反復数を決定してい

ることを判別できるようにした。 

(3)比較解析及びデータベース再構築 

取得した反復数を MLVA-mate4)にて比較解析し、

各 VNTR パターンに VNTR 型名（例：Mt-00v00）

を付した。MLVA-mate での解析にあたっては、近

縁型判定不一致領域数を 1 に設定し、同一又は近縁

型が 2 株出現した時点で、これらの株を新たに

Complex としてまとめ、同一の Complex 型名（例：

Mt-00c00, Mt-00a00）を付した。さらに、各株に対

し、発生届及び検査依頼時の疫学調査の状況等を紐

づけ、分子疫学解析と実地疫学調査を関連づけると

ともに、瀬戸らの報告 5)に基づき、VNTR パターン

をもとにした系統推定を実施した。 

2.2 比較ゲノム解析 

(1)対象菌株 

VNTR 分析で形成された Complex のうち、NGS

による解析が可能な株が各々2 株ずつ属している

Mt-14c14, Mt-15c06, Mt-18c14, Mt-19c28, Mt-21c33

の 5 つの Complex に加え、感染歴のある患者の再

排菌事例として Complex にまとめた Mt-19a31 の計

6 つの Complex を対象とした。これらの Complex

のうち 9 株の NGS データは、結核研究所との研究

協力 6)において取得済のものを用い、残る 3 株は新

規にデータを取得した。 

(2)DNA抽出 

新たにデータを取得した 3 株の DNA は、QIAamp 

DNA Mini Kit (QIAGEN)を用いて抽出した。この際、

病原体不活化のため、抽出工程で 95 C、10 分の加

熱処理を行い、抽出操作は全て安全キャビネット内

で行った。最終溶出には Monarch gDNA Elution 

Buffer (10 mM Tris-Cl, pH 9.0, 0.1 mM EDTA; New 

England Biolab)を用い、溶出液を Agencourt AMPure 

XP（ベックマン・コールター）で精製してライブ

ラリー作製に用いた。 

(3)NGSによるデータ取得及び解析 

ライブラリー作製には、 Nextera DNA Flex

（Illumina）を用い、50x の Coverage depth を目標に

iSeq100（Illumina）でデータを取得した。NGS デー

タの解析には、国立感染症研究所で開発した結核菌

NGS 解析用パイプラインである TGS-TB7)を用いた。 

比較ゲノム解析においては、各株に SNV 型名

（例：Mt-00s00）を付し、0 SNV となった株は同じ

SNV 型とした。また、5 SNVs6,8,9)以内になった株を、

直接の伝播の可能性がある株同士として同一クラ

スターにまとめ、同一の管理番号（例：Mt-00g00）

を付番した。Median-Joining Network10)による作図に

は PopART11)を使用し、外群には、全ての解析にお

いて試験的に H37Rv を置いた。 

 

３．結果 

3.1 VNTR分析 

 対象とした 336 株のうち、334 株で全 24 領域の

データを取得することができた。残る 2 株は保存

DNA 溶液の質が悪く、CES でもアガロースゲルで

も反復数の判定が困難な領域が多数認められた。菌

株も未保存であり、DNA の再抽出も不可能であっ
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たことから、これらの株は解析の対象から除外した。 

得られた 334 株の VNTR データを MLVA-mate で

比較解析したところ、計 39 の Complex が形成され、

何らかの Complex に含まれた株は計 139 株であっ

た。得られた Complex のうち、10 株以上の菌株が

含まれる Complex を図 1 に示した。 

 

a)Mt-12c07(N=12) 

 

 

b)Mt-12c10(N=14) 

 

 

c)Mt-12c13(N=10) 

 

 

d)Mt-12c20(N=11) 

 

 

図 1  10株以上の菌株が含まれる Complex 

 

3.2 比較ゲノム解析 

対象とした 6 つの Complex の解析結果を、(1)か

ら(6)及び表 2 に示した。 

(1)Mt-14c14：疫学的に関連がなく、地理的にも離

れた２地域で VNTR が 23領域一致した事例 

SNV 数は 44 となり、これらの 2 株に関しては、

直接的な伝播の可能性は否定的と推察された。 

 

 

図 2 Mt-14c14 のネットワーク図 

 

(2)Mt-15c06：疫学的に関連がなく、地理的にやや

近い２地域で VNTR が 24領域一致した事例 

地理的には(1)よりもやや近い地域間の事例であ

ったが、比較の結果 7 SNVs の違いとなった。目安

とした 5 SNVs に近いものの、直接的な伝播の可能

性は否定的であることが示唆された。ただ、近縁株

を分類する際に、患者間に関連性が見い出された場

合の SNV 数の基準を 6 から 12 としている例 6,8,9)

があることに加え、これら 2 株の分離年は約 2 年間

離れていることから、間接的なリンクがある可能性

も否定できないものと推察された。 

 

 

図 3 Mt-15c06 のネットワーク図 

 

(3)Mt-18c14：疫学的に関連がなく、地理的にも離

れている２地域で VNTRが 24 領域一致した事例 

両株の VNTR パターンは完全に一致した一方、

比較ゲノム解析では SNV 数が 255 となり、直接的

な伝播の可能性は否定的と推察された。 
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図 4 Mt-18c14 のネットワーク図 

 

(4)Mt-19c28：調査資料上接触の可能性があり、VNTR

が 24 領域一致した事例 

疫学調査時点における患者相互の接触に関する

言及はなかったが、各患者の個別の調査資料を比較

したところ、両者とも同時期に同じ病院で治療歴が

あり、この間に接触があった可能性も否定できない

事例であった。分離株の比較ゲノム解析の結果は 0 

SNV となり、直接的な伝播の可能性を示唆する結

果となった。 

 

 

図 5 Mt-19c28 のネットワーク図 

 

(5)Mt-21c33：疫学的に関連が認められた一方で、

VNTRが 23領域の一致にとどまった事例 

2 株とも集団感染事例由来の分離菌株ではあっ

たが、VNTR は 23 領域の一致にとどまった事例で

あった。比較ゲノム解析では 0 SNV となり、VNTR

分析よりも疫学調査を明確に支持する結果が得ら

れた。 

 

 

図 6 Mt-21c33 のネットワーク図 

 

(6)Mt-19a31：過去に排菌歴のある患者の再排菌事

例 

 初回排菌時の分離株と再排菌時の分離株では、

VNTR パターンは 20 領域の一致となったが、その

差異は、再排菌時の分離株における、JATA5, JATA14, 

JATA15 の欠損と、超可変領域 1 領域の違いであっ

た。この 2 株を TGS-TB に付したところ、比較解析

では 0 SNV となり、薬剤耐性を獲得した菌が生き

残って再排菌となった可能性が否定できないもの

と推察された。また、VNTR 分析依頼時の保健所か

らの資料では、再排菌時の分離株で INH が耐性と

なっていたが、TGS-TB の薬剤耐性予測においても、

当該菌株で INH 活性化に関与する katG が欠損とな

っており、表現型とゲノム解析の結果が一致してい

ることが分かった。 

 

 

図 7 Mt-19a31 のネットワーク図 

 

４．考察 

4.1 VNTR分析 

搬入された結核菌のうち 334 株で全 24 領域の

VNTR データを取得できたことにより、これまでデ

ータ不足が原因で解析対象に含めることができて

いなかった株を新たに解析対象に含めることがで

きた。その結果、全体の約 4 割に当たる 139 株が何

らかのComplexを形成することが明らかとなった。

この中には、比較的最近になって分離された菌株が

数年前の搬入株と Complex を形成した事例もあっ

たことから、結核対策には継続してデータを蓄積し

ていくことが重要である。また、新たに取得した
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VNTR パターンの比較分析から形成された

Complex 数は 39 であったが、この中には、これま

で別々の Complex であった集団同士が、新たに解

析対象に含めた菌株を介して一つの大きな

Complex にまとまる事例もあった。このことから、

分析方法や取得するデータを更新した場合には、可

能な限り過去の保存株に対しても分析を再実施し、

比較するデータを揃えておくべきと考えられる。 

また、VNTR 分析等の型別分析では、同一型の菌

株を速やかに検索できるよう、データ管理にも工夫

が必要である。実際に、今回データベースを再構築

したところ、NGS による分子疫学解析を実施する

菌株の選択が非常に効率的となった。VNTR パター

ンや、そのパターンから導かれる集団に対してもそ

れぞれ付番し、疫学情報等のメタデータも併せて管

理することで、今後搬入される菌株に対しても効率

的に比較分析を進めることができると考えられる。 

4.2 比較ゲノム解析 

NGS によるゲノム解析の結果、同一の Complex

に含まれる株であっても、地理的に離れた地域由来

の株で、かつ疫学調査や発生届上での関連が見られ

ない場合は、直接の伝播の可能性を示唆しない結果

が導かれることが分かった。一方、疫学上明らかに

関連がある場合には、VNTR 型が完全に一致しなく

ても、比較ゲノム解析では疫学調査を支持する結果

となる可能性が示唆された。 

今回の試行結果のように、VNTR 分析では、疫学

上関連がないにもかかわらず、偶然に同じ型を示す

菌株が出現する可能性がある。このため、VNTR 型

の一致のみを根拠として疫学調査を実施すると、実

際には全く関連がない事例までもが調査対象とな

ってしまう可能性が否定できない。しかし、瀬戸ら

の報告 9)でも述べられているように、比較ゲノム解

析による結果をさらなる根拠として疫学調査につ

なげることにより、貴重な人的資源や時間を重要な

調査のみに集中させることができ、より効率的な結

核対策につながるものと考えられる。 

4.3 結核菌の分子疫学解析 

今回、NGS データの解析には感染研で開発され

た結核菌ゲノム解析用パイプラインである

TGS-TB を用いた。TGS-TB は、NGS で取得したデ

ータをアップロードすることで解析が可能なため、

良質な NGS データさえ取得できれば非常に簡便に

解析することができる。このため、本パイプライン

が使用できる限りは、高精度の分子疫学解析を継続

して実施することができる。また、比較ゲノム解析

以外にも、系統や薬剤感受性予測に関するデータも

得られるため、結核菌のゲノム解析に非常に有用と

いえる。 

しかし、比較ゲノム解析を主体とする分子疫学解

析は、非常に高精度で有用な一方、全株を NGS 解

析に付した場合、データ取得までのコストが現状で

は非常に高額となってしまうことが課題である。こ

のため、現段階では、VNTR 分析に基づく比較解析

を実施し、同一の Complex に含まれる菌株が出現

した場合に NGS 解析へと進み、疫学調査へとつな

げるのが現実的かつ効率的と考えられる。 

なお、前述のとおり、今回対象とした菌株のうち

計 105 株は菌株が保存されていなかったため、NGS

解析に付すための良質な DNAを得るのが不可能で

あった。NGS 解析不能となった株の中には、VNTR

分析で Complex を形成した菌株も多く含まれてい

たことを踏まえると、新たな分析法が開発された時

に備え、菌株は可能な限り凍結保存しておくことが

重要と考えられる。 

 

５．まとめ 

マルチプレックス PCR 及び CES を用いて、2012

年度以降に搬入された結核菌のうち 334 株で全 24

領域の反復数を取得し、データベースを再構築した。

比較解析により形成された Complex のうちの 6 つ

について、TGS-TB による NGS 解析を試行した結

果、VNTR よりも疫学調査を大幅に補完し得る高精

度の分子疫学解析が可能となることが分かった。 

今後は、図 1 に示したような多くの株で形成され

る Complex を中心に NGS による比較解析を進め、

疫学調査に効率的につなげることで、県内の結核対

策に貢献していきたい。 
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表 1 プライマー配列とマルチプレックス PCRにおける終濃度 

Mix # 領域名 配列 
濃度 

(µM) 

1 

21 miru4 FAM-GTCAAACAGGTCACAACGAGAGGAA CCTCCACAATCAACACACTGGTCAT 0.1 

2 miru10 VIC-ACCGTCTTATCGGACTGCACTATCAA CACCTTGGTGATCAGCTACCTCGAT 0.05 

23 miru16 NED-CGGGTCCAGTCCAAGTACCTCAAT GATCCTCCTGATTGCCCTGACCTA 0.05 

7 miru26 PET-GCGGATAGGTCTACCGTCGAAATC TCCGGGTCATACAGCATGATCA 0.1 

2 

9 miru31 FAM-CGTCGAAGAGAGCCTCATCAATCAT AACCTGCTGACCGATGGCAATATC 0.05 

20 miru40 VIC-GATTCCAACAAGACGCAGATCAAGA TCAGGTCTTTCTCTCACGCTCTCG 0.025 

15 ETR-A NED-CGAAGCCTGGGGTGCCCGCGATTT AAATCGGTCCCATCACCTTCTTAT 0.1 

24 ETR-C PET-GTGAGTCGCTGCAGAACCTGCAG GGCGTCTTGACCTCCACGAGTG 0.2 

3 

1 Mtub04 FAM-GTCCAGGTTGCAAGAGATGG GGCATCCTCAACAACGGTAG 0.05 

3 Mtub21 VIC-AGATCCCAGTTGTCGTCGTC CAACATCGCCTGGTTCTGTA 0.025 

22 Mtub30 NED-AGTCACCTTTCCTACCACTCGTAAC ATTAGTAGGGCACTAGCACCTCAAG 0.025 

19 Mtub39 PET-AATCACGGTAACTTGGGTTGTTT GATGCATGTTCGACCCGTAG 0.1 

4 

5 QUB11b FAM-CCGATCTAGCCCGTGAAGA AGGGTCTGATTGGCTACTCA 0.2 

11 QUB26 VIC-GAGCCAAATCAGGTCCGG GAGGTATCAACGGGCTTGT 0.2 

12 QUB4156 NED-TGGTCGCTACGCATCGTGTCGGCCCGT TACCACCCGGGCAGTTTAC 0.1 

4 Mtub24 PET-CACTAGCTGCGTCACTGG GCTGATTCCCGACGAAAG 0.05 

5 

14 QUB11a FAM-CGTGATGTTGATCGGGATGT ACCCTGGAGTCTGGCATC 0.1 

8 QUB15 VIC-TACATTCGCGGCCAAAGG AGGGGTTCTCGGTCACCC 0.025 

13 QUB18 NED-ATCGTCAGCTGCGGAATAGT AATACCGGGGATATCGGTTC 0.2 

16 QUB3232 PET-CAGACCCGGCGTCATCAAC CCAAGGGCGGCATTGTGTT 0.1 

6 

10 QUB3336 FAM-ATCCCCGCGGTACCCATC GCCAGCGGTGTCGACTATCC 0.2 

17 VNTR3820 VIC-TGCGCGGTGAATGAGACG ACCTTCATCCTTGGCGAC 0.05 

18 VNTR4120 NED-GTTCACCGGAGCCAACC GAGGTGGTTTCGTGGTCG 0.05 

6 VNTR2372 PET-ACCTCCGTTCCGATAATC CAGCTTTCAGCCTCCACA 0.2 

#: JATA No. 
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表 2 VNTR分析及び NGS解析で得られた系統・薬剤耐性・分子疫学解析の結果 

  VNTR  NGS 

Complex  VNTR 型  推定遺伝系統  系統・AMR  SNV 型 
 

菌株番号  VNTR 型  推定系統 亜系統  Lineage AMR  SNVs SNP 型 Cluster 

Mt-14c14             

 Mt-18006  Mt-18v06  非北京型 -  4.9 -  base* Mt-18s06 - 

 Mt-19015  Mt-14v14  非北京型 -  4.9 -  44 Mt-19s15 - 

              

Mt-15c06             

 Mt-17007  Mt-15v06  非北京型 -  4.5 INH, ETH  base Mt-17s07 - 

 Mt-19020  Mt-15v06  非北京型 -  4.5 INH, ETH  7 Mt-19s20 - 

              

Mt-18c14             

 Mt-18014  Mt-18v14  非北京型 -  4.3.3 INH  base Mt-18s14 - 

 Mt-18031  Mt-18v14  非北京型 -  4.3.3 INH  255 Mt-18s31 - 

              

Mt-19c28             

 Mt-19028  Mt-19v28  北京型 ST3  2.2.1 -  base Mt-19s28 Mt-19g28 

 Mt-19039  Mt-19v28  北京型 ST3  2.2.1 -  0 Mt-19s28 Mt-19g28 

              

Mt-21c33             

 Mt-21033  Mt-21v33  非北京型 -  1.1.1 PZA  base Mt-21s33 Mt-21g33 

 Mt-21043  Mt-21v43  非北京型 -  1.1.1 PZA  0 Mt-21s33 Mt-21g33 

              

Mt-19a31             

 Mt-19031  Mt-19v31  北京型 Modern  2.2.1 SM  base Mt-19s31 Mt-19g31 

 Mt-21035  Mt-21v35  北京型 Modern  2.2.1 INH, SM  0 Mt-19s31 Mt-19g31 

*: base; SNVs の計数において基準とした菌株 
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Molecular epidemiological Analysis of Mycobacterium tuberculosis in Aomori Prefecture 

by VNTR analysis and by genomic comparison 

 

Yohei Takahashi, Takeshi Yamagami, Manami Musashi , Shihomi Osanai 

 

 

Of the M. tuberculosis strains shipped to Aomori Prefecture Public Health and Environment Center from  

fiscal year 2012 onwards,VNTR analyses were performed on 336 strains were reanalyzed for VNTR using multiplex 

PCR and a capillary electrophoresis sequencer, and VNTR profiles of all 24 loci were obtained for 334/336 strains. A 

comparative analysis was performed based on newly obtained VNTR patterns, and a comparative genomic analysis 

was attempted with a next-generation sequencer for some strains that were thesame or closely related VNTR profiles. 

The results of comparative genomic analysis were more precise thanthe VNTR analysis, such as instances wherein 

VNTR types exactly matched but did not suggest direct transmission, and instances in which the SNV was 0 for 

epidemiologically related strains but the VNTR only matched in 23 loci. This set of analyses suggests that a molecular 

epidemiology analysis combining VNTR analysis and comparative genomic analysis can be a very useful 

complementary tool to advance diligent epidemiological investigations. 

 

 

Key words: M. tuberculosis, VNTR, NGS, TGS-TB, SNVs 
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青森県でヒトから分離された感染性胃腸炎起因菌の病原体サーベイランスの検討 

 

髙橋洋平  山上剛志  武差愛美 1  橋本恭奈 2 

 

 

県内 11 の定点機関から収集したサルモネラ属菌（2021 年分離株）、ビブリオ属菌（2016 年～2021 年分

離株）、エルシニア属菌（2019 年～2021 年分離株）及びエシェリキア属菌（E. coli 及び E. albertii）（2020

年搬入株及び 2021 年分離株）の 4 属の感染性胃腸炎起因菌を対象として、生化学的試験、血清学的試験、

PCR、薬剤感受性試験を実施した。その結果、特定の血清型・抗原遺伝子型の集積や、血清型・抗原遺伝

子型間における表現型や保有病原遺伝子の違い、一般の性状を示さない特異な株や、病原性に注意を要す

ると考えられる株の存在等の特徴が認められ、さらに、ビブリオ属菌及びエルシニア属菌については、検

出地域における分離数や分離される菌種、血清型・抗原遺伝子型の違い、病原体保有者の年齢階層の違い

も明らかとなった。 

 

 

Key words：Salmonella, Vibrio, Yersinia, Escherichia, surveillance 

 

 

 

１．はじめに 

青森県環境保健センターでは、飲食起因感染症の

早期発見と予防を目的に、県内の 11 定点機関（2022

年末時点では 10 定点）における感染性胃腸炎起因

菌（サルモネラ属菌 Salmonella spp.、カンピロバ

クター属菌  Campylobacter spp.、ビブリオ属菌 

Vibrio spp. 及びエルシニア属菌 Yersinia spp.）の検

出状況を収集し、青森県病原微生物検出情報として

週単位で取りまとめ公表している 1)。このうち、サ

ルモネラ属菌及びビブリオ属菌については、定点機

関からの検出報告をもとに菌株も併せて収集し、性

状解析を実施している。 

これまで、サルモネラ属菌については、収集菌株

の血清型及び薬剤感受性を１年単位で取りまとめ

報告してきた 2)。一方、ビブリオ属菌については、

2000 年代まで検出数の大部分を占めていた腸炎ビ

ブリオ（V. parahaemolyticus）の報告が大幅に減少

し、それ以外のビブリオ属菌の検出割合が相対的に

上昇したことから、これまで腸炎ビブリオに特化し

ていた試験項目を見直し、2020 年からは新たな項

目で試験を実施している。また、エルシニア属菌に

ついては、積極的な菌株収集を行っていなかったが、

2017 年から試験的に収集を開始し、収集体制の確

立及び予備試験の過程を経て、2019 年からは継続

して性状解析を進めている。さらに、2018 年 4 月

からは、11 定点機関のうち１機関から協力を得て、

病原遺伝子を保有する大腸菌（Escherichia coli）の

菌株を収集し、性状解析を実施している 3,4)。これ

までの解析の結果、収集した菌株の中に新興感染症

原因菌として知られるようになった 5) E. albertii が

一定数含まれていることや、同一抗原遺伝子型を持

つ菌株の集積が認められること等の知見が得られ

たことから、継続して収集及び解析を実施している。 

今回、サルモネラ属菌、ビブリオ属菌、エルシニ

ア属菌及びエシェリキア属菌（E. coli 及び E. 

albertii）の 4 属の感染性胃腸炎起因菌を対象として、

生化学的試験、血清学的試験、PCR、薬剤感受性試

験を実施し、一定の知見を得たので報告する。 

 

２．調査方法 

2.1 サルモネラ属菌 

(1) 材料 

2021 年 1 月から同年 12 月の 1 年の間に、11 定点

機関からの検出報告をもとに収集した菌株を用い

た。 

(2) 生化学的試験 

各種分離培地及び確認培地（栄研化学又は日水製

薬）を用いて、定法に従い菌種及び亜種を確認した。1 東青地域県民局環境管理部 

2 令和 3年度で退職 
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必要に応じて、同定キット api20E 又は ID32E（い

ずれもビオメリュー）を用いた。 

(3) 血清型別試験 

既報 2)と同様に、免疫血清（デンカ）を用いて定

法に従い血清型を確認した。 

(4) PCR 

既報 2,6)と同様の方法で、fljB の検出及び亜種推定

を実施するとともに、同一の反応条件の下、既報
7-9)のプライマーを用いた multiplex PCR により、複

相の発現に関与するhinの検出及びプラスミド性病

原遺伝子である spvRBC の保有状況を調べた。PCR

試薬は EmeraldAmp MAX PCR Master Mix（タカラ

バイオ）を用い、得られた増幅産物は 3 %アガロー

スゲルで電気泳動した。 

(5) 薬剤感受性試験 

既報 2)と同様に、KB ディスク（栄研化学）を用

い、１濃度ディスク拡散法により行った。McFarland

濃度 0.5に調製した菌液をミュラーヒントン II寒天

培地（BD）に塗布し、ディスク配置後、35 °C、好

気的条件下で 16～18 時間培養後判定した。使用薬

剤は、β-ラクタム系薬剤 11 剤（ABPC, PIPC, CEZ, 

CTM, CTX, CAZ, CFPM, CMZ, IPM, MEPM, AZT）

及びそれ以外の薬剤 13（FOM, GM, KM, AMK, TC, 

DOXY, MINO, NA, CPFX, LVFX, ST, CP, CL）の計

24 薬剤とした。 

2.2 ビブリオ属菌 

(1) 材料 

2016 年 1 月から 2021 年 12 月の 6 年の間に、11

定点機関の検出報告をもとに収集した菌株を用い

た。 

(2) 生化学的試験 

 各種分離培地（栄研化学又は日水製薬）、NaCl（0%、

3%、8%及び 10%）加ペプトン（BD）及び api20E

（ビオメリュー）により、定法に従い菌種を確認し

た。 

(3) 血清学的試験 

菌種が V. cholerae と確認された菌株に対しては

コレラ菌免疫血清「生研」（デンカ）を、 V. 

parahaemolyticus と確認された菌株に対しては腸炎

ビブリオ型別用免疫血清「生研」（デンカ）を用い、

定法に従って血清型を確認した。 

(4) PCR 

既報 10-13)を参考に PCR からも菌種を確認し、V. 

cholerae と確認された菌株に対しては、既報 14-16)

のプライマーを用いた PCR により抗原遺伝子型の

確認及び病原遺伝子の検索を、V. parahaemolyticus

と確認された菌株に対しては、既報 17)のプライマ

ーを用いて毒素遺伝子の保有状況を確認した。PCR

試薬は EmeraldAmp MAX PCR Master Mix（タカラ

バイオ）を用い、得られた増幅産物は 3%アガロー

スゲルで電気泳動した。反応条件は、熱変性 94℃ 5

分の後、94℃で 30 秒、アニーリングを 55 ℃又は

60 ℃で 30 秒、72℃で 1 分の工程を 25 サイクル繰

り返し、最終伸長反応を 72℃で 7 分とした。得ら

れた増幅産物は 2%アガロースゲルで電気泳動した。 

(5) 薬剤感受性試験 

サルモネラ属菌と同様に実施し、使用薬剤は、

V.cholerae以外の菌種に対しては 12剤（ABPC, CTX, 

CAZ, CFPM, CFX, IPM, MEPM, GM, AMK, TC, 

CPFX, ST）、V. cholerae に対しては CP を加えた 13

剤とした。 

2.3 エルシニア属菌 

(1) 材料 

 2019 年 1 月から 2021 年 12 月の 3 年の間に、11

定点機関からの検出報告をもとに収集した菌株を

用いた。 

(2) 生化学的確認 

 各種糖分解培地を含む確認培地、リパーゼ・レシ

チナーゼ反応、−グルコシダーゼ・−ガラクトシ

ダーゼ検出試験により、菌種及び生物型を確認した
18,19)。併せて、低温（22 C）及び高温（37 C）培

養における運動性及び自己凝集反応の確認を実施

した 18,19)。 

(3) 血清学的試験 

搬入株が Yersinia enterocolitica と同定された場合、

エルシニア・エンテロコリチカ O 群別用免疫血清

「生研」（デンカ）を用い、定法に従って血清型を

確認した。 

(4) PCR 

既報のプライマー19-22)を用いて、PCR による菌

種・抗原遺伝子型の確認及び病原遺伝子の検索を行

った。このうち、yadA21), virF21), ystA22)の検出は

multiplex PCR に改変して実施した。PCR 試薬は

EmeraldAmp MAX PCR Master Mix（タカラバイオ）

を用い、反応条件は、熱変性 94℃ 5 分の後、94℃

で 30 秒、アニーリングを 58 ℃で 30 秒、72℃で 1

分の工程を 25 サイクル繰り返し、最終伸長反応を 

72℃で 7 分とした。得られた増幅産物は 2~3%アガ

ロースゲルで電気泳動した。 

(5) 薬剤感受性試験 

スクリーニングを目的とし、サルモネラ属菌と同

様の方法で実施した。ただし、培養時間は 24 時間

とした。使用薬剤は、サルモネラ属菌と同一の計

24 薬剤とした。 
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2.4 エシェリキア属菌 (E.coli, E. albertii) 

(1) 材料 

検査機関で PCR により病原遺伝子を保有する

Escherichia spp.と判定された中南地域由来の菌株

のうち、当センターに搬入された株を用いた。対象

期間は、2020 年 1 年間に搬入された株及び 2021 年

1 年間に検出された菌株とし、1 年ごとに集計した。 

(2) 生化学的試験 

 各種分離培地及び確認培地（栄研化学又は日水製

薬）により、定法に従い菌種を確認した。 

(3) PCR  

 PCR は、アルカリ熱抽出法により抽出した DNA

を鋳型とし、既報のプライマー23-30) を用いた病原

遺伝子の検索、E. albertii の判別、抗原遺伝子型の

確認を実施した。PCR 試薬には、TaKaRa EXTaq の

ほか、EmeraldAmp MAX PCR Master Mix、TaKaRa 

Z-Taq, MightyAmp DNA Polymerase Ver.2 、

PrimeSTAR GXL DNA Polymerase（いずれもタカラ

バイオ）KOD -Multi & Epi-（東洋紡）又は AmpliTaq 

GoldDNA Polymerase（Thermo Fisher Scientific）を用

いた。ETEC と分類された菌株又は stx1/2 が検出さ

れた菌株については、既報の方法 31-32)により毒素遺

伝子の型別を行い、EPEC については bfpA29)の保有

状況を確認した。得られた増幅産物は、いずれも

3 %アガロースゲル又は自動キャピラリー電気泳

動装置 QIAxcel DNA Screening Kit（QIAGEN 社）

で電気泳動した。 

(4) 薬剤感受性試験 

 サルモネラ属菌と同様の方法で行った。また、

薬剤感受性パターンから AmpC −ラクタマーゼの

産生が疑われた株については、国立感染症研究所で

示している方法 33)に従い、阻害剤を用いたディス

ク拡散法によるスクリーニング及び PCR による保

有薬剤耐性遺伝子の検索を行った。また、一部のテ

トラサイクリン系薬剤（TC, DOXY, MINO）耐性株

に対しては、PCR34)によるテトラサイクリン耐性遺

伝子を検索した。試薬には EmeraldAmp MAX PCR 

Master Mix（タカラバイオ）を用い、反応条件は、

熱変性 94℃ 5 分の後、94℃で 30 秒、アニーリン

グを 55 ℃で 30 秒、72℃で 1 分の工程を 25 サイク

ル繰り返し、最終伸長反応を 72℃で 7 分とした。

得られた増幅産物は 2%アガロースゲルで電気泳動

した。 

 

３．結果と考察 

3.1 サルモネラ属菌 

2021年の病原微生物検出情報では 52例の報告が

あり、このうち 41 株を収集することができた。収

集した株のうち、同一患者から一定期間にわたり複

数回分離された同一株 5 株を除いた 36 株の試験結

果は表 1 のとおりであった。 

 

表 1 2021年に分離されたサルモネラ属菌株の 

血清型及び耐性薬剤 

血清型名 耐性薬剤 計 

Anatum - 1 

Bareilly - 1 

Brandenburg - 2 
 ABPC, PIPC, TC, DOXY, ST, CP 1 

Infantis - 3 
 TC, NA 1 

Litchfield - 1 

Manhattan TC 2 

Newport - 1 

Reading - 1 

Saintpaul - 1 

Schwarzengrund - 1 
 KM, ST 1 

Singapore - 1 

Thompson - 1 

Typhimurium - 1 
 ABPC, PIPC, TC, CP 1 

O4:i:- ABPC 1 
 ABPC, KM, TC, MINO, DOXY 3 
 ABPC, PIPC 1 
 ABPC, PIPC, TC, MINO, DOXY 3 
 ABPC, TC, MINO, DOXY 3 

O4:NM:NM - 1 

O16:a:UT - 1 

OUT:l,v:1,2 TC, DOXY, NA, ST 1 

OUT:UT:UT* - 1 
  36 

NM: no motile. 

-：全ての試験に対し感性又は中間 
*: S. enterica subsp. diarizonae 

 

 

血清型では O4:i:-が 11 株と最も多く、次いで、

Infantis が 4 株、Brandenburg が 3 株と続いた。この

ほか、S. enterica subsp. diarizonae と同定された株が

1 株、S. enterica subsp. enterica と同定されたものの

型別不能の株が 3 株認められ、このうち 1 株は運動

性陰性の株であった。 

PCR では、複相菌のうち Manhattan では fljB が増

幅されず、Brandenburg、Reading、Schwarzengrund

では hin が増幅されなかった。いずれも特定の血清

型に対してプライマー配列にミスマッチがあるた

めと推察され、fljB は H 抗原の多様性に由来し、hin

は、用いたプライマーの配列が本来 O4:i:-の精査を

目的として設計されていることに由来するものと

考えられる。一方、spvRBC は Typhimurium のみか

ら検出され、O4:i:-では検出されなかった。 

薬剤感受性試験の結果では、O4:i:-は 11 株全てが

1 剤以上の薬剤に耐性を示し、このうち 6 株は 5 剤
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に耐性を示した。また、Brandenburg のうち 1 株が

6 剤に耐性を示した。なお、今回の調査対象株では、

第 3世代以上のセフェム系薬剤（CTX, CAZ, CFPM）、

セファマイシン系薬剤（CMZ）、カルバペネム系薬

剤（IPM, MEPM）又はモノバクタム系薬剤（AZT）

に耐性を示す株は確認されなかった。 

 

3.2 ビブリオ属菌 

2016 年から 2021 年の病原微生物検出情報では、

計 18 例（2016 年 7 例、2017 年 3 例、2018 年 4 例、

2019 年 2 例、2020 年 2 例、2021 年 0 例）の報告が

あり、このうち 16 株（2016 年 5 株、2017 年 3 株、

2018 年 4 株、2019 年 2 株、2020 年 2 株、2021 年 0

株）を収集することができた。このうち、2016 年

に収集した 1 検体には、性状の異なる V. 

parahaemolyticus が 2 株含まれていたため、各々を

分離し、計 17 株を調査に用いた。試験結果は表 2

のとおりであった。 

 

表 2 2016年から 2021 年の間に収集したビブリオ

属菌株の菌種、血清型、保有遺伝子及び耐性薬剤 

分離年 血清型 保有遺伝子 耐性薬剤 

V. alginolyticus (3) 

2017 (nt) (nt) ABPC 

2018 (nt) (nt) ABPC 

2019 (nt) (nt) ABPC 

    

V. cholerae (4) 

2016 OUT* ompU, toxR, hlyAET - 

2018 OUT* toxR, hlyAET ST 

2019 OUT* toxR, hlyAET - 

2020 OUT* toxR, hlyAET - 

    

V. fluvialis (2) 

2016 (nt) (nt) ABPC 

2017 (nt) (nt) ABPC 

    

V. parahaemolyticus (8) 

2016 O1:K56 tlh, tdh, trh - 

2016 O3:K6 tlh, tdh ABPC 

2016 O4:KUT tlh, tdh ABPC 

2016 O4:K10 tlh - 

2017 O1:KUT tlh - 

2018 O3:K20 tlh ABPC 

2018 O3:K6 tlh, tdh ABPC 

2020 O1:K58 tlh, trh ABPC 

(nt): not tested. 
*: non-O1, non-O139 

 

V. choleraeは 4 株全てが non-O1, non-O139 であり、

コレラ毒素遺伝子 ctxA も検出されなかった。試験

的に実施した V. cholerae の病原遺伝子の検索では、

4 株全てから toxR 及びエルトール型の hlyA（hlyAET

と表記）が検出され、1 株からは ompU も検出され

た。 

V. parahaemolyticus において、tlh は 8 株全てから

検出された一方、主要な毒素遺伝子である tdh 及び

trh の検出状況に着目すると、tdh のみが検出された

株が 3 株、trh のみが検出された株が 1 株、tdh と trh

の両方が検出された株が 1 株、tdh と trh のいずれ

も不検出の株が 3 株であった。この中で、tdh のみ

が検出された 3 株のうち 2 株の血清型は、1990 年

代から 2000 年代に食中毒の原因として多数分離さ

れた O3:K6 であった。なお、2018 年分離株におい

て、血清型が O 群と K 型の組み合わせとして非定

型の O3:K20 となった株が認められたが、その原因

は不明である。 

薬剤感受性試験では、V. alginolyticus、V. fluvialis

の全株及び V. parahaemolyticus の 5 株が ABPC に、

V. cholerae の 1 株が ST に耐性を示した。 

このほか、分離されたビブリオ属菌の菌種と、地

域間差及び保菌者の年齢階層における関係性に着

目し、搬入されたビブリオ属菌の由来地域と菌株

数・菌種の内訳を図 1 に、保菌者の年齢階層と菌株

数・菌種の内訳を図 2 に示した。由来地域別では、

中南地域由来の株が 6 株と最も多く、このうち 4

株が V. parahaemolyticus であった。次いで多かった

のは三八地域の 4 株で、このうち 2 株が V. 

alginolyticus であった。V. alginolyticus が津軽地方

（東青・中南・西北地域）から搬入されていないほ

かは、特筆すべき偏りは見られなかった。保菌者の

年齢階層では、年齢情報が得られている全ての株が

20 歳以上の保菌者から分離されており、さらに、

V. parahaemolyticus の 1 株を除き 8 月から 11 月に集

中して検出されていることが特徴的であった。 

 

 

 

図 1 各地域からのビブリオ属菌の搬入数及び 

菌種の内訳 
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図 2 搬入されたビブリオ属菌における保菌者の

年齢階層及び菌種の内訳 

*(nd): no data 

 

3.3 エルシニア属菌 

2019 年から 2021 年にかけ、病原微生物検出情報

では計 83 例（2019 年 26 例、2020 年 26 例、2021

年 31 例）のエルシニア属菌の検出報告があり、こ

のうち、2019 年 21 株、2020 年 25 株、2021 年 28

株の計 74 株を収集することができた。各年の抗原

遺伝子型・生物型及び病原性プラスミド（pYV）保

有株の内訳等を表 3 に示した。なお、菌種は全て

Y. enterocolitica であり、血清学的試験と抗原遺伝子

型（Og と表記）の結果は 1 株（OUT/Og8、生物型

別不能）を除いて一致していた。本報告では、表記

を全て Og で統一している。 

 

表 3 2019年から 2021 年の間に収集したエルシニ

ア属菌の抗原遺伝子型・生物型、プラスミド保有状

況及び特徴 

年 Og/生物型 計 pYV+ 特徴（株数） 

2019 Og:3/3 4 4  
 Og:3/4 6 6 TC 耐性 (1) 
 Og:5,27/2 1 1 ST 耐性 
 Og:8/- 1 0 ystB+ 
 Og:8/1A 1 0 ystB+ 
 Og:8/1B 6 4  
 Og:9/2 2 2  

  21 17  
     

2020 Og:3/3 9 9  
 Og:3/4 5 5 CP 耐性 (1) 
 Og:8/1B 11 5  

  25 19  
     

2021 Og:3/3 7 6 ST 耐性 (2) 
 Og:3/4 10 10 TC 耐性 (4) 
 Og:8/1B 10 6  
 Og:9/2 1 1  

  28 23  

     

総計  74 59  

 

 

抗原遺伝子型・生物型及び表現型に着目すると、

2019 年は非病原性 Y. enterocolitica（エスクリン分解

陽性、ystB 保有）を含む多様な抗原遺伝子型が検出

されていた一方、2020 年、2021 年の搬入株は、そ

の大部分が Og:3/3、Og:3/4、Og:8/1B の 3 種類であ

った。また、Y. enterocolitica は低温培養することで

運動性を示すことが知られているが、今回の調査で

は、特に Og:3 のほぼ全ての株で 22 C 培養での運

動性が陰性であった。一方、Og:8 では 22 C 培養

による運動性は陽性であり、抗原遺伝子型により低

温培養時の運動性に違いが認められた。この傾向は

いずれの年でも同様であった。 

病原性プラスミド（pYV）の保持状況について、

プラスミド性病原遺伝子である yadA 及び virFの保

有状況及び 37 C における MR-VP ブロス中の培養

で生じる自己凝集反応を指標に調べたところ、

Og:8/1B 以外の抗原遺伝子型では大部分が pYV を

保持していたのに対し、Og:8/1B では試験の時点で

pYV を保有していない株が多かった。このことか

ら、抗原遺伝子型によりプラスミドの脱落頻度にも

違いがある可能性が示唆された。 

薬剤感受性試験では、生来耐性傾向を示すABPC, 

CEZ, CMZ に加え、TC、ST 又は CP に対して耐性

を示す株がいずれの年でも認められた。特に 2021

年搬入株では、Og:3/4 の 10 株中、TC に耐性かつ

MINO, DOXY に感性を示す株が 4 株検出され、こ

のうち 2 株について PCR34)によるテトラサイクリ

ン耐性遺伝子を検索したところ、tet(C)が検出され

た。 

Y. enterocolitica についても、ビブリオ属菌と同様、

分離された株の抗原遺伝子型・生物型と、地域間差

及び保菌者の年齢階層における関係性に注目した。

搬入された Y. enterocolitica の由来地域と菌株数・菌

種の内訳を図 3 に、保菌者の年齢階層と菌株数・菌

種の内訳を図 4 に示した。地域別にみると、東青地

域及び中南地域由来の株がともに 30 株と最も多か

った。この 2 地域由来の株の抗原遺伝子型に着目す

ると、東青地域由来の株では Og:8/1B が多かったの

に対し、中南地域由来の株では Og:3/3 及び Og:3/4

が多いことが分かり、この 2 地域以外を由来とする

株は少なかった。保菌者の年齢階層では、19 歳以

下が突出して多く、低年齢層における感染性胃腸炎

の起因菌として注意が必要な病原菌である可能性

が推察された。20 歳以上の階層に由来する株は、

各階層とも 1~3 株と少なかった一方で、Og:8 は

Og:3 に比べ幅広い年齢階層から分離されており、

Og:8 は、Og:3 等の他の抗原遺伝子型に比べ、病原
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性の観点から、より注意が必要な抗原遺伝子型であ

る可能性が示唆された。 

 

 

図 3 各地域からの Y. enterocolitica の搬入数 

及び抗原遺伝子型・生物型の内訳 

 

 

図 4 搬入された Y. enterocolitica における保菌

者の年齢階層及び抗原遺伝子型・生物型の内訳 

 

3.1 エシェリキア属（E. coli, E. albertii） 

病原遺伝子を保有する E. coli（腸管出血性大腸菌

として搬入された菌株を除く）又は E. albertii 疑い

として、2020 年に 76 株、2021 年に 40 株の計 116

株を収集することができた。2020 年搬入株の試験

結果を表 4 に、2021 年分離株の試験結果を表 5 に

示した。 

(1) ETEC（enterotoxigenic E. coli; 腸管毒素原

性大腸菌） 

病原遺伝子として ST 遺伝子又は LT 遺伝子を保

有していた E. coli は、2020 年 7 株、2021 年は 0 株

であり、2020 年の 7 株は、いずれも 2020 年 3 月ま

でに搬入された株であった。ETEC は旅行者下痢症

の原因菌として知られている 35)が、2020 年以降、

新型コロナウイルス感染症の流行による渡航制限

が検出状況に影響を与えた可能性が考えられる。 

2020 年に搬入された 7 株のうち、LT 遺伝子及び

ST 遺伝子の保有状況の内訳は、LT 遺伝子のみが 2

株、STh 遺伝子のみが 2 株、LT 遺伝子と STh 遺伝

子を併せ持つ株が 2 株であり、このうち、astA も併

せ持つ株が 2 株確認された。また、STp 遺伝子を保

有する株は 1 株であったが、この株からはさらに

stx2e も検出された。過去にも同様の菌株が認めら

れている 4)ため、STp 遺伝子を保有する株では、そ

の病原性に注意を要すると考えられる。 

薬剤感受性試験の結果では、7 株中 5 株で 1 剤以

上の薬剤に耐性を示し、既報 3,4)と同様に、ETEC

では薬剤耐性株の割合が高い傾向となった。 

(2) EPEC（enteropathogenic E. coli; 腸管病原性

大腸菌） 

病原遺伝子として eae を保有していた E. coli は、

2020 年 47 株、2021 年 31 株であった。2020 年搬入

株で、検査機関では eae 保有株として搬入されたも

のの、当センターでの試験では eae を含む病原遺伝

子が検出されなかった株が 1 株認められ、この株は

EPEC から除外している。 

既報 3,4)と同様に、各年とも多様な抗原遺伝子型

が確認された。このうち、2020 年には Og145:Hg28

が 9 株検出され、このうち 4 株が 1 剤以上の薬剤に

耐性を示した。次いで多かったのは Og109:Hg21 の

6 株で、このうち 1 株は cdt を、1 株は astA 及び cdt

を保有していた。一方、2020 年で bfpA を保有して

いた株は、Og115:Hg25 の 1 株のみであった。 

2021 年には、2020 年と同じく Og109:Hg21 が 3

株確認され、その全てが cdtを保有していた。また、

Og128:Hg2及びOgUT:Hg6も同じく 3株ずつ認めら

れ、このうち Og128:Hg2 は 3 株全てから astA が検

出された。一方、2020 年に最も多く検出された

Og145:Hg28 は、2021 年では 1 株のみであった。bfpA

が検出された株は 2020 年同様 1 株のみで、抗原遺

伝子型は Og156:Hg1/12 であった。なお、2021 年分

離株では、耐性薬剤が目立って多い株は確認されな

かった。 

(3) EAggEC（enteroaggregative E. coli; 腸管凝

集付着性大腸菌） 

病原遺伝子として aggR を保有していた E. coli は、

2020 年 17 株、2021 年 4 株であり、aggR 以外の病

原遺伝子が検出された株はなかった。2020 年では、

17株のうち 16株の抗原遺伝子型がOg92:Hg33であ

り、2021 年分離株でも 4 株中 2 株が Og92:Hg33 で

あった。これまでの報告 4)を含め Og92:Hg33 は
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EAggEC で多く検出される抗原遺伝子型であり、こ

れらの関連性に興味が持たれる。 

また、2021 年分離株のうち、薬剤感受性パター

ンから AmpC −ラクタマーゼの産生が示唆される

株が 1 株認められたため、耐性機構の確認試験を実

施した。その結果、表現型からは AmpC −ラクタ

マーゼの産生によるものと推定されたが、PCR で

は TEM 型の class A −ラクタマーゼのみが検出さ

れ、プラスミド性 AmpC −ラクタマーゼは検出さ

れなかった。 

(4) E. albertii 

既報 23,24)の PCRにより E. albertiiと同定された菌

株は、2020 年搬入株では 76 株中 4 株、2021 年分離

株では 40 株中 5 株であった。同定された 9 株全て

で eae 及び cdt が検出され、stx2f が検出された株は

なかった。また、供試薬剤に対し耐性を示した菌株

も認められなかった。 

 

 

表 4 2020年に搬入された Escherichia 属菌の分類、抗原遺伝子型、保有遺伝子及び耐性薬剤 

分類（株数） 抗原遺伝子型 病原遺伝子* 耐性薬剤 薬剤耐性遺伝子 計 

ETEC (7) Og6:Hg16 LT,STh ABPC,PIPC,CEZ  1 
  LT,STh, astA NA - 1 
 Og15:Hg18 STh TC, ST tet(A) 1 
 Og88:Hg38 LT, astA -  1 
 Og128:Hg45 STh ABPC, PIPC - 1 
 Og141:HgUT LT -  1 
 OgUT:Hg21 STp, stx2e ABPC, PIPC, TC, DOXY, ST tet(A) 1 

EPEC (47) Og8:Hg14  -  1 
 Og15:Hg2  -  1 
 Og15:Hg21 cdt -  1 
 Og21:Hg21  NA - 1 
 Og26:Hg11  TC, DOXY, CP tet(A), tet(M) 1 
 Og33:Hg6  -  1 
 Og49:Hg10 astA ABPC, PIPC, TC, DOXY, ST tet(A) 1 
   TC, MINO, DOXY tet(B) 1 
 Og49:Hg46  NA - 1 
 Og51:Hg49  -  1 
 Og55:Hg7  -  2 
 Og71:Hg40  -  1 
 Og76:Hg7  ABPC, PIPC, TC, DOXY (nt) 1 
 Og88:Hg25  TC tet(A) 1 
 Og103:Hg2  -  1 
 Og109:Hg21 astA (1), cdt (2) -  6 
 Og111:Hg8  -  1 
 Og115:Hg25 bfpA -  1 
 Og131:Hg21  ABPC, PIPC, KM - 1 
 Og131:Hg6  -  1 
 Og145:Hg28  -  5 
   ABPC, PIPC, ST - 1 
   GM, KM, TC, DOXY, ST, CP tet(A) 1 
   TC, ST, CP tet(A) 2 
 Og145:Hg34  -  1 
 Og173:Hg6  -  1 
 OgGP1:Hg6  -  1 
 OgGP5:Hg32 cdt GM, ST - 1 
 OgUT:Hg1/12  -  1 
 OgUT:Hg6  -  2 
 OgUT:Hg14  -  1 
 OgUT:Hg16  CP - 1 
 OgUT:Hg30  -  3 

EAggEC (17) Og92:Hg33  -  15 
   ABPC, PIPC - 1 
 Og99:Hg10  ABPC, NA - 1 

E. coli (1) OgGP10:Hg4  NA - 1 

E. albertii (4) (nt) eae, cdt -  4 

(nt): not tested.    総計 76 
*: EPEC が有する eae 及び EAggEC が保有する aggR は記載していない。 
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表 5 2021年に分離された Escherichia 属菌の分類、抗原遺伝子型、保有遺伝子及び耐性薬剤 

分類（株数） 抗原遺伝子型 病原遺伝子* 耐性薬剤 薬剤耐性遺伝子 計 

EPEC (31) Og10:Hg2  TC tet(A) 1 
 Og21:Hg39  - - 1 
 Og33:Hg6  - - 1 
 Og51:Hg49  - - 1 
 Og55:Hg6  - - 1 
 Og56:Hg6 astA - - 1 
 Og58:Hg51  - - 1 
 Og71:Hg6  - - 1 
 Og88:Hg25  - - 1 
 Og88:Hg45  - - 1 
 Og108:Hg21  - - 1 
 Og109:Hg21 cdt - - 3 
 Og115:Hg10  TC, MINO, DOXY (nt) 1 
 Og125:Hg49  - - 1 
 Og128:Hg2 astA - - 3 
 Og145:Hg28  TC tet(A) 1 
 Og156:Hg1/12 bfpA, astA - - 1 
 Og156:Hg8  - - 1 
 Og167:Hg9  - - 1 
 Og167:HgUT  - - 1 
 Og170:Hg49  - - 1 
 OgGP9:Hg18 astA - - 1 
 OgUT:Hg6  - - 3 
 OgUT:Hg30  - - 1 
 OgUT:Hg49  - - 1 

EAggEC (4) Og86:Hg27  ABPC, CEZ TEM 型, (AmpC) 1 
 Og92:Hg33  - - 2 
 Og176:Hg34  ABPC, TC, DOXY, NA (nt) 1 

E. albertii (5) (nt) eae, cdt - - 5 

(nt): not tested.    総計 40 
*: EPEC が有する eae 及び EAggEC が保有する aggR は記載していない。 

 

 

４．まとめ 

サルモネラ属菌、ビブリオ属菌、エルシニア属菌

及びエシェリキア属菌の 4 属の感染性胃腸炎起因

菌について、生化学的試験、血清学的試験、PCR

法及び薬剤感受性試験を実施した。その結果、特定

の血清型・抗原遺伝子型の集積や、血清型・抗原遺

伝子型間の表現型や保有病原遺伝子の違い、一般の

性状を示さない特異な株や、病原性に注意を要する

と考えられる株の存在等の特徴が認められ、さらに、

ビブリオ属菌及びエルシニア属菌については、検出

地域における分離数や分離される菌種、血清型・抗

原遺伝子型の違い、病原体保有者の年齢階層の違い

も明らかとなった。今後も、病原体の性状を解析し、

公衆衛生の質を向上させていくため、サーベイラン

スを継続していく必要がある。 
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合病院、十和田市立中央病院、一部事務組合下北医

療センターむつ総合病院、公立野辺地病院の検査担

当の方々に厚くお礼申し上げます。 
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Evaluation of pathogen surveillance of infectious gastroenteritis causative bacteria isolated 

 from humans in Aomori Prefecture 

 

Yohei Takahashi, Takeshi Yamagami, Manami Musashi, Yukina Hashimoto  

 

 

Biochemical tests, serological tests, PCR, and drug susceptivity tests were performed on 4 genera of infectionnnus 

gastroenteritis causative bacteria, Salmonella spp(2021 isolates), Vibrio spp.(2016 to 2021 isolates), Yersinia spp(2019 

to 2021 isolates), and Escherichia spp(E. coli and E. albertii) (2020 imported strains and 2021 isolates), which were 

collected from 11 fixed institutions in the prefecture. The results showed characteristics such as the accumulation of 

specific serotypes/genotypes, differences in phenotypes and virulence genes among serotypes/genotypes, the presence 

of specific strains that do not show general properties, and strains for which attention should be paid to pathogenicity. 

Moreover, for Vibrio spp.and Yersinia spp., difference in the number of isolates, bacterial species isolated and 

serotypes/genotypes in detected areas, and differences in age groups of pathogen carriers were also revealed. 

 

 

 

Key words: Salmonella, Vibrio, Yersinia, Escherichia, surveillance 
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2017/18シーズン～2020/21 シーズンに発生した集団胃腸炎事例における 

ノロウイルスの遺伝子解析 

 

坂 恭平  鈴木 敬  小川裕貴  二本栁朋子 

 

 

2017 年 9 月～2021 年 8 月（2017/18 シーズン～2020/21 シーズン）に発生した青森県内における集団胃

腸炎事例のうち、2017/18 シーズン 13 事例、2018/19 シーズン 16 事例、2019/20 シーズン 19 事例、2020/21

シーズン 13 事例の計 61 事例から検出されたノロウイルス（Norovirus、以下「NoV」と言う。）の遺伝子解

析を行った。その結果、最も多く検出されたのが GII.2（27 事例）であり、次いで GII.4（24 事例）であっ

た。2019/20 シーズン以降は、ポリメラーゼ領域の一部も含む分子疫学解析を行ったところ、GII.4 は GII.4 

Sydney_2012[P16]と GII.4 Sydney_2012[P31]の 2 つに分類された。 

 

 

Key words：Norovirus, GII.2, GII.4, Dual typing, Molecular epidemiology 

 

 

 

１．はじめに 

NoV は、カリシウイルス科ノロウイルス属に属

する約 7,500 塩基のプラス 1 本鎖 RNA をゲノムに

持つウイルスである。NoV に感染すると、1～2 日

の潜伏期間の後、嘔気、嘔吐、下痢を主とした症状

を引き起こす。一般に症状は軽症で、特別な治療は

必要とせずに軽快するが、まれに重症化する例もあ

り、老人や免疫力の低下した乳児では死亡例も報告

されている 1) 。また、症状が消失した後も感染者

の便中に排出され、発症後約 6 ヶ月にわたり NoV

遺伝子が検出された例もある 2) 。そのため、症状

が消失しても引き続き二次感染に注意が必要であ

る。 

NoV の培養については、Ettayebi ら 3) によって報

告されたが、未だ一般的に確立されていないため、

検出や分類の方法は、検体に含まれる遺伝子の検出

によるものがメインである。NoV 遺伝子は、配列

によって大きくGIからGXの遺伝子群（Genogroup）

に分類され、ヒトに感染するもので主流となってい

るのは GI と GII である。カプシド領域の配列によ

って、GI は 9 種類（GI.1～9）、GII は 26 種類（GII.1

～14、16～27）の遺伝子型（Genotype）に細分化さ

れる 4) 。さらに、NoV の ORF1 と ORF2 のジャン

クション領域において遺伝子組換えが起こること

が判明している 5) 。 

今回、2017/18 シーズン〜2020/21 シーズンに発

生した青森県内における NoV による集団胃腸炎事

例（県外感染を含む。）について、遺伝子型を同定

し、2019/20 シーズン以降はポリメラーゼ領域の一

部も含む分子疫学解析を行ったので報告する。 

 

２．材料と方法 

2.1 検査材料 

2017/18 シーズン 13 事例、2018/19 シーズン 16

事例、2019/20 シーズン 19 事例、2020/21 シーズン

13 事例の計 61 事例の検体（便、食品、施設拭き取

り）から検出された NoV 検体を用いた。なお、中

核市である青森市で発生した事例については、検査

を行った青森市保健所から陽性検体の cDNA の分

与を得て解析に用いた。同じく中核市である八戸市

で発生した事例については、すべて当センターに検

査依頼があり、搬入された検体を用いた。 

2.2 検査方法 

1) ウイルス RNA の抽出・cDNA 合成・NoV遺伝子の

検出（リアルタイム PCR） 

「ノロウイルスの検出法について」（平成 15 年

11 月 5 日付食安監発第 1105001 号）に準じて行っ

た。 

2) 遺伝子解析 

2018/19 シーズンまでは、石川ら 6) の方法に準じ

たダイレクトシークエンス法により NoV のカプシ

ド領域の塩基配列を決定した。2019/20 シーズン以
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降は、1) で得られた cDNA を鋳型に、病原体検出

マニュアル 7) に準じた Dual typing 法による PCR を

行い、ダイレクトシークエンス法により、カプシド

領域に加え、ポリメラーゼ領域の一部も含む塩基配

列を決定した（GI：540 塩基、GII：527 塩基）。ポ

リメラーゼ領域も含む遺伝子型の表記については、

Chhabra ら 4) が発表しているとおり、カプシド領域

による型別の後に[ ]でポリメラーゼ領域による

型別を記載することとした。得られた塩基配列を

NoroNet の NoV 遺伝子型分類ツール（Norovirus 

Genotyping Tool Version 2.0）を用いて遺伝子型分類

を行った。また、Kimura 2-parameter model を用い

た最尤法（Maximum-likelihood（ML）法）で系統

樹を作成した。系統樹の信頼性の評価には bootstrap

法（反復回数 1000）を用いた。標準株は、Chhabra

ら 4) に記載され、Norovirus Genotyping Tool Version 

2.0 でも採用されている株を使用した。 

 

３．結果 

3.1 各シーズンに検出された遺伝子型 

2017/18 シーズン〜2020/21 シーズンに発生した

青森県内における NoV による集団胃腸炎事例（県

外感染を含む。）について、NoV の遺伝子型を表 1

に示した。 

2017/18 シーズン 13 事例においては、GI.1 が 1

事例、GII.2 が 7 事例、GII.4 が 5 事例、GII.14 が 1

事例、GII.17 が 4 事例（同一事例内の複数遺伝子型

の検出を含む。）から検出された。事例 3 において

は、NoV だけでなく、サポウイルスも検出され、

その遺伝子型は GII.5 であった。事例 6 においては、

2 種類の遺伝子型が検出され、発症者から検出され

たのは GII.17 だったが、調理従事者から検出され

たのは GII.14 であった。 

2018/19 シーズン 16 事例においては、GI.3 が 1

事例、GI.4 が 1 事例、GI.9 が 1 事例、GII.2 が 6 事

例、GII.3 が 3 事例、GII.4 が 6 事例、GII.6 が 1 事

例、GII.17 が 1 事例、GII.22 が 1 事例から検出され

た。 

2019/20 シーズン 19 事例においては、GI.3 が 1

事例、GII.2 が 7 事例、GII.3 が 3 事例、GII.4 が 10

事例、GII.17 が 1 事例から検出された。 

2020/21 シーズン 13 事例においては、GI.2 が 1

事例、GI.6 が 3 事例、GII.2 が 7 事例、GII.4 が 3 事

例、GII.6 が 2 事例、GII.17 が 1 事例から検出され

た。事例 2 においては、2 種類の遺伝子型が検出さ

れ、発症者から検出されたのは GII.2 だったが、施

設拭き取りから検出されたのは GII.6であり、また、

調理従事者から NoV は検出されなかった。 

なお、各事例から検出された GII.4 は、すべて

Sydney_2012 に分類された。 

3.2 青森県内の過去 4シーズンの NoV の動向 

2017/18 シーズン〜2020/21 シーズンに発生した

青森県内における NoV による集団胃腸炎事例（県

外感染を含む。）について、遺伝子型ごとの事例数

を図 1 に、各シーズンの事例数の割合を図 2 に示し

た。 

既報 8) にて、2016/17シーズンは GII.2が流行し、

過半数を占めていたことを報告したが、2017/18 シ

ーズン以降も大きな増減は無く、過去 4 シーズンの

計 61 事例中 27 事例から検出され、主要流行株の 1

つであった。 

2014/15 シーズン～2016/17 シーズンにかけて検

出数が年々減少していた GII.4 は、2017/18 シーズ

ンに増加に転じると、2019/20 シーズンまで年々増

加し、過去 4 シーズンの計 61 事例中 24 事例から検

出され、GII.2 とともに主要流行株の 1 つとなった

が、2020/21 シーズンは減少に転じている。 

2014/15 シーズン～2015/16 シーズンにかけて全

国的に流行していた GII.17 は、2018/19 シーズン以

降、1 シーズンにつき 1 事例ずつしか検出されてい

ない。 

3.3 ポリメラーゼ領域の一部も含む遺伝子解析 

NoV の ORF1 と ORF2 のジャンクション領域に

おいて遺伝子組換えが起こることが判明しており、

カプシド領域だけでなく、ポリメラーゼ領域も含む

遺伝子解析が求められている。Cannon ら 9) が報告

した Dual typing 法は、病原体検出マニュアル 7) に

おいて採用され（図 3）、当センターでも 2019/20

シーズン以降（検証も兼ねて実施した 2018/19 シー

ズンの 3 事例も含む。）は、原則として本法にて実

施している。その結果、GI においては、GI.2[P2]、

GI.6[P11]が検出され、GII においては、GII.2[P16]、

GII.3[P12] 、 GII.4 Sydney_2012[P16] 、 GII.4 

Sydney_2012[P31]、GII.6[P7]、GII.17[P17]が検出さ

れた（表 1）。 

計 61 事例から検出された遺伝子型ごとの塩基配

列を用いて、GI 及び GII それぞれの系統樹を作成

した（図 4、図 5）。同一事例内で同一遺伝子型であ

ったものは、より多数の検体から検出された配列 1

つを事例代表株とした。配列名は、（シーズン名）

―（表 1 の事例番号）＿（カプシド領域による遺伝

子型）とした。系統樹を確認したところ、2019/20

シーズンのみに検出された GII.4 Sydney_2012[P16]

は、6 事例すべて塩基配列が一致していた。一方、
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毎シーズン検出された GII.4 Sydney_2012[P31]は、

塩基配列が異なるものがあり、シーズンごとの傾向

は見られなかった。 

 

表 1 青森県内における集団胃腸炎事例（県外感染を含む）から検出された NoVの遺伝子型 

（2017/18 シーズン～2020/21 シーズン） 

GI GII

1 青森市 GII.4 Sydney_2012

2 青森市 GII.4 Sydney_2012

3 上十三 GI.1 GII.2

4 青森市 GII.4 Sydney_2012、GII.17

5 青森市 GII.4 Sydney_2012

6 弘前 GII.14、GII.17

7 三戸地方、八戸市 GII.2、GII.4 Sydney_2012、GII.17

8 上十三 GII.17

9 青森市 GII.2

10 青森市 GII.2

11 弘前 GII.2

12 弘前 GII.2

13 青森市 GII.2

1 八戸市 GII.2

2 弘前、八戸市 GII.2

3 八戸市 GII.6

4 弘前 GII.3

5 弘前、八戸市 GII.4 Sydney_2012

6 上十三 GII.4 Sydney_2012

7 青森市 GII.4 Sydney_2012

8 弘前 GII.2

9 青森市 GII.4 Sydney_2012

10 むつ GII.4 Sydney_2012

11 青森市 GII.3

12 青森市 GII.2[P16]

13 青森市 GII.2[P16]

14 五所川原（県外） GII.2

15 青森市 GII.4 Sydney_2012[P31]

16 弘前、八戸市 GI.3、GI.4、GI.9 GII.3、GII.17、GII.22

1 青森市 GII.4 Sydney_2012[P16]

2 青森市 GII.4 Sydney_2012[P16]

3 五所川原 GII.4 Sydney_2012[P16]

4 青森市 GII.4 Sydney_2012[P16]

5 青森市 GII.4 Sydney_2012[P16]

6 八戸市 GII.2[P16]

7 弘前 GII.2、GII.3[P12]、GII.4 Sydney_2012

8 青森市 GII.4 Sydney_2012[P31]

9 八戸市 GII.2[P16]

10 青森市 GII.3[P12]

11 八戸市 GII.2[P16]

12 弘前 GII.4 Sydney_2012[P16]

13 むつ GII.2[P16]

14 青森市 GII.3[P12]

15 むつ GII.4 Sydney_2012[P31]

16 青森市 GII.4 Sydney_2012[P31]

17 青森市 GI.3 GII.17[P17]

18 八戸市 GII.2[P16]

19 八戸市 GII.2[P16]

1 むつ GII.4 Sydney_2012[P31]

2 弘前 GII.2[P16]、GII.6

3 八戸市 GI.6[P11]

4 五所川原 GII.2[P16]

5 五所川原 GI.6[P11] GII.2[P16]

6 五所川原 GII.2[P16]

7 青森市、八戸市、弘前、五所川原 GI.2[P2]、GI.6[P11] GII.17[P17]

8 青森市 GII.2[P16]

9 青森市 GII.6[P7]

10 八戸市 GII.4 Sydney_2012[P31]

11 五所川原 GII.2[P16]

12 弘前 GII.2[P16]

13 八戸市 GII.4 Sydney_2012[P31]

2018/19

2019/20

2020/21

H29

H30

H31

R1

R2

R3

シーズン 番号 管轄保健所
遺伝子型

年度

2017/18
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図 1 青森県内の NoVによる集団胃腸炎事例（県外感染を含む）の遺伝子型ごとの事例数 

（2017/18 シーズン～2020/21 シーズン） 

 

 

図 2 青森県内の NoVによる集団胃腸炎事例（県外感染を含む）の各シーズンの事例数の割合 

（2017/18 シーズン～2020/21 シーズン） 

GII.4 

GII.2 

GII.17 
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図 3 NoVの遺伝子構造とプライマーの位置 

（病原体検出マニュアル 6） から抜粋） 

 

  

図 4 2017/18シーズン～2020/21シーズンに集団胃腸炎事例から検出された NoV GI の系統樹 

左：カプシド領域（298塩基） 右：ポリメラーゼ領域（244塩基） 
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図 5 2017/18シーズン～2020/21シーズンに集団胃腸炎事例から検出された NoV GIIの系統樹 

左：カプシド領域（280塩基） 右：ポリメラーゼ領域（243塩基） 

○：GII.4 Sydney_2012[P16] 

●：GII.4 Sydney_2012[P31] 

 

 

GII.4 

GII.2 

GII.P31 

GII.P16 
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４．考察 

4.1 過去 4 シーズンの NoV の動向 

過去 4 シーズンを通して、GII.2 の検出数及び割

合が多く、27/61 と多数を占めていた（図 1、図 2）。

また、ポリメラーゼ領域も解析できたものは、すべ

て GII.2[P16]に分類された。GII.2 の検出は、保育園

での事例が多く、GII.2 に対する免疫を持たない小

児等による感染・流行の拡大があったことなどが考

えられる。引き続き、今後の動向に注意が必要であ

る。 

一方、GII.2 は、2016/17 シーズンのように、全体

の過半数を占めているわけではなかった。要因の一

つとして、それまで減少していた GII.4 の再流行が

挙げられる。特に 2019/20 シーズンにおける検出が

多く、同一塩基配列の GII.4 Sydney_2012[P16]が流

行していた（図 5）。GII.4 Sydney_2012[P16]は、6

事例中 4 事例が青森市保健所管内で検出され、特定

の地域及び時期に集中して感染・流行の拡大があっ

た可能性がある。また、GII.4 Sydney_2012[P31]は、

青森市、八戸市及びむつ保健所管内から、各シーズ

ンに渡って検出された（表 1）。[P16]と[P31]におけ

る特性の違いは定かではないが、今後もデータを蓄

積していく必要がある。なお、2020/21 シーズンに

GII.4 の検出数は減少したが、当該期間は新型コロ

ナウイルスの流行により、社会全体で衛生観念が向

上し、その行動変容が影響している可能性がある。

そのため、検出数の減少のみで GII.4 の流行が縮小

傾向にあるとは一概に判断できない。 

2015/16 シーズンにおける主要流行株であった

GII.17 については、検出数は減少傾向を示した一方

（図 1、図 2）、複数の遺伝子型が検出された事例で

の検出が多かった（表 1）。複数の遺伝子型が検出

される事例については、遺伝子組換えを起こして新

たな変異株が生じる可能性もあるため、動向を注視

する必要がある。 

4.2 集団事例における遺伝子解析の重要性 

集団事例において、検出された NoV の遺伝子解

析を迅速に行うことは、保健所における行政指導や

二次感染の防止の観点からも重要である。また、発

症者由来 NoV と調理従事者由来 NoV の比較は、食

中毒の判断や原因究明の正しい判断材料にもなる。

2017/18 シーズンの事例 6 において、発症者と調理

従事者から NoV GII が検出されたが、迅速に遺伝

子解析を行い、それぞれで遺伝子型が異なっている

ことを確認した（表 1）。その結果をもって、保健

所は、調理従事者を介した食中毒ではないと判断し

た。また、2020/21 シーズンの事例 2 において、発

症者と施設拭き取りから NoV GII が検出されたが、

それぞれで遺伝子型が異なっていた（表 1）。これ

により、発症グループとは別経路で、施設に NoV

が持ち込まれたものと考えられる。保健所における

食中毒か否かの判断は、疫学調査に加え、病原体の

検出結果を根拠とする場合が多いが、集団事例の正

しい原因究明のため、NoV の遺伝子群の検出のみ

ではなく、遺伝子型の同定まで迅速に行うことが重

要である。 

Cannon ら 9) によって報告された Dual typing 法が

病原体検出マニュアル 7) に採用され、全国の地方

衛生研究所で一般的になりつつある。Dual typing

法は、ポリメラーゼ領域の一部からカプシド領域の

一部までの領域について、一度の PCR で増幅でき

る。これまで、ポリメラーゼ領域の解析には、カプ

シド領域とは別に PCR を実施しなければならなか

ったが、Dual typing 法は、短時間で簡便に広い領域

を解析できるため、集団事例における迅速で正しい

原因究明のためにも非常に有用と考える。また、過

去 2 シーズンにおいて、GII.4 Sydney_2012 は、[P16]

と[P31]に分類されたが、同一事例内で[P16]と[P31]

が同時に検出されたことはなかった（表 1、図 5）。

しかし、今後、同一事例内でこの 2 つが同時に検出

されるような場合であっても、Dual typing 法では正

しく解析できると考える。さらに、GII.4 のほかに

は、GII.2[P16]や GII.17[P17]が確認された（表 1、

図 5）。これらは、全国でも確認されている型であ

るが、県外では、これまでに集団事例として報告例

のない遺伝子型（GII.4 Sydney_2012[P12]）も検出

されており 10) 、新たな流行の原因を早期に探知す

る意味でも、Dual typing 法は有用と考える。一方、

Dual typing 法は、検出感度がやや劣っていることが

指摘されており 11) 、当センターにおける調査でも

一部の検体で解析ができなかった（表 1）。また、

Dual typing 法で標的としているポリメラーゼ領域

は、3’末端側の 240 塩基程度である（図 3）。

GII.2[P16]は、2011 年頃にも流行があり、2016/17

シーズン以降現在も流行している株とは系統が異

なることが報告されているが 8), 12), 13)、より詳細な

分子疫学解析のためには、より幅広い領域の遺伝子

解析が必要と考えられる。ポリメラーゼ領域約 500

塩基について、カプシド領域と同時に一度の PCR

で解析できる方法も報告されているが 14) 、最終的

には次世代シーケンサーによる全ゲノム解析が必

要と考えられる。 

 

５．まとめ 
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1) 2017/18 シーズン～2020/21 シーズンに発生した

青森県内における NoV による集団胃腸炎事例は、

計 61 事例で、GII.2 が 27 事例から、GII.4 が 24 事

例から検出された。 

2) GII.2 は、検出事例数に大きな増減はなく、各シ

ーズンとも主要流行株の 1 つとなった。GII.4 は、

2017/18 シーズン以降に再流行し、主要流行株の 1

つとなった。 

3) Dual typing 法により、ポリメラーゼ領域の一部

も含む遺伝子解析を行ったところ、GII.4 は GII.4 

Sydney_2012[P16]と GII.4 Sydney_2012[P31]の 2 つ

に分類された。 

4) NoV による集団事例の対応にあたっては、より

幅広い領域の遺伝子解析をより迅速に実施（遺伝子

型まで同定）することが重要である。 
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Genetic analysis of norovirus in mass gastroenteritis cases  

in the 2017/18 to 2020/21 seasons 

 

Kyohei Saka, Takashi Suzuki, Yuki Ogawa, Tomoko Nihonyanagi 

 

 

Genetic analyses were performed for norovirus (NoV) detected in a total of 61 cases of mass gastroenteritis,including 

13 cases in the 2017/18 season, 16 cases in the 2018/19 season, 19 cases in the 2019/20 season, and 13 cases in the 

2020/21 season, occurred in Aomori Prefecture between September 2017 and August 2021 (the 2017/18 to 2020/21 

seasons). The results showed that the most common detected was GII.2 (27cases), followed by GII.4 (24 cases). Based 

on the results of molecular epidemiological analyses includingpart of the polymerase region from the 2019/20 season 

onwards, GII.4 was classified into 2 types, GII.4 Sydney_2012[P16] and GII.4 Sydney_2012[P31]. 

 

 

Key words: Norovirus, GII.2, GII.4, Dual typing, Molecular epidemiology 
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東日本海域における簡易分析キットを使用した 

ホタテガイの麻痺性貝毒スクリーニング法の検討 

 

山本明美  五十嵐飛鳥  田中綾乃  岩舘樹里  柴田めぐみ 1 

 

 

ホタテガイ生産海域における麻痺性貝毒モニタリング検査のスクリーニング法として、イムノクロマト

法を原理とした簡易分析キットの検討を実施した。判定方法は目視によらず、キット反応後にソフトウエ

ア ImageJ で解析したクロマトグラムの試験部ラインと対照部ラインの面積比（T/C 値）を用いた。東日本

の海域で毒化したホタテガイを用いて検討した結果、キットの希釈倍率 40 倍で、日本における規制値の

1/2 である 2 MU/g のスクリーニングレベルで偽陰性判定なく分析可能であった。また、キットの反応性は

塩酸抽出液と酢酸抽出液で差はなかった。キットで疑陽性又は陽性と判定された試料については、

LC-MS/MS 法により確認検査を実施することで、モニタリング検査に使用可能と考えられた。 

 

 

Key words：paralytic shellfish toxins , lateral flow immunoassay kit, scallop , screening , LC-MS/MS 

 

 

 

１．はじめに 

麻痺性貝毒（paralytic shellfish toxins；PSTs）は

死亡率の高い貝毒であり、日本のみならず海外で

も重要視されている。PSTs による食中毒を防止す

るため日本では規制値 4MU/g を設け、「貝毒の検

査方法等について」（昭和 55 年 7 月 1 日付環乳第

30 号厚生省環境衛生局乳肉衛生科長通知）により

動物実験であるマウス毒性試験（mouse bioassay；

MBA）を公定法と定め、市場に流通した二枚貝の

監視を行っている。 

一方、わが国の二枚貝生産地では「生産海域に

おける貝毒の監視及び管理措置について」（平成

27 年 3 月 6 日付農林水産省消費・安全局長通知）

により生産海域を設定し、PSTs 及び下痢性貝毒に

ついて定期的に貝毒のモニタリング検査を行い安

全な二枚貝の安定供給に努めている。この際の

PSTs 検査法は、公定法又はそれと同等以上の方法

とされており、また、これらの方法のほか、規制

値より確実に毒量の低い検体を判別できるスクリ

ーニング法も使用することが出来るとされている。

このスクリーニング法としては、令和 4 年 3 月に

見直された「二枚貝等の貝毒のリスク管理に関す

るガイドライン（以下「ガイドライン」という。）」
1)にイムノクロマト法を原理とした簡易分析キッ

ト等が記載されている。 

 近年、動物愛護等の観点から MBA は世界的に

代替法への変更が求められており、EU では 2021

年 9 月に動物を使用しない方法で PSTs 検査を実

施することとした法律 2)が施行された。この法律

では PSTs 検査は Standard EN 14526（プレカラム

蛍光 HPLC 法）又は他の国際的に妥当性評価され

た方法で実施することとされており、ガイドライ

ンで紹介されている Boundy らの LC-MS/MS 法に

よる方法 3)もこれに該当するが、この「麻痺性貝

毒とテトロドトキシン測定のための超高速液体ク

ロマトグラフィー質量分析法（UPLC/MS/MS）マ

ニュアル」4)は、国立研究開発法人水産研究・教

育機構のホームページで公開されている。 

 青森県の陸奥湾ではホタテガイの養殖が盛んで

あり、生産海域モニタリングにおける PSTs 検査

は公定法である MBA により実施してきた。これ

まで陸奥湾内の二枚貝で PSTs が検出された報告

はない。これは、陸奥湾の形状に由来するものと

考えられ、津軽半島と下北半島に囲まれた湾内は

対馬暖流からの大きな潮の流れにより親潮等の寒

流の流入を受けにくく 5)、原因プランクトンの流

入がないためと考えられる。北海道及び三陸沿岸

で毒化したホタテガイは確認されているが、近年

の北海道及び三陸における PSTs の原因プランク

トンは主に Alexandrium. catenella（Group I）；A. 

1 青森県環境生活部環境保全課 
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tamarense（旧）による 5,6)と考えられており、また、

北海道及び三陸沿岸で秋季に A lexandrium. 

pacificum（GroupIV）；A. catenella（旧）が認めら

れそれによる毒化も報告されている 5,7,8,9)。陸奥湾

内のサンプリング定点では A. tamarense（旧）及

び A. catenella（旧）についてのプランクトン調査

を実施しているが、これらがこれまでに観測され

たことはない。 

 規制値を超過したか否かの検査は、国内ではマ

ウスによる公定法、EU では Standard EN 14526 又

は国際的に妥当性が確認された機器分析で実施す

ることとされている。このような規制値超過の確

認検査とは別に、食品中の放射性物質の検査にお

いては、NaI（Tl）シンチレーションスペクトロメ

ータを使用した放射性セシウムスクリーニング法
10)が認められている。イムノクロマト法を利用し

た PSTs の簡易分析キット 11)は、EU が求める動物

を使用しない方法であり、目視での判定が可能で

簡便なスクリーニングに使用できる方法ではある

が、目視判定には個人差があり数値化できない。

これを食品中の放射性物質検査と同様に、スクリ

ーニングレベルを規制値の 1/2 以上、測定下限値

が規制値の 1/4 以下に設定できることを数値化し

たもので表すことができ、スクリーニングレベル

を超えた陽性試料で偽陰性判定がなければ、日本

のみならず、EU の許可が得られた場合、将来的

には対 EU 向け生産海域検査で本キットをスクリ

ーニング検査法として使用できると筆者らは考え

た。 

 麻痺性貝毒簡易分析キットによるスクリーニン

グ法導入マニュアル 12)では本キットの反応性は

各毒成分及び二枚貝の種類によって異なるとされ、

貝毒抽出液をキット付属の検体希釈液を用いて適

正な希釈濃度とすることが重要とされている。西

日本と東日本では PSTs の原因プランクトンが異

なることが報告 9,13,14)されており、また、同じプラ

ンクトンで毒化しても貝の種類によって毒成分の

代謝が異なる 14,15)ため、貝の種類及び毒化の時期

により抽出液の毒組成は異なる。このことから、

どの地域のどの貝を検査対象とするかで検体毎に

適正な希釈濃度とスクリーニングレベルを設定す

る必要がある。 

これまで PSTs による毒化が無い陸奥湾だが、

毒化が起こると仮定した場合、問題となるのは主

として東日本で問題とされている A. tamarense

（旧）及び A. catenella（旧）によるものと考えら

れる。そこで、本研究では、東日本の別の湾で毒

化したホタテガイを使用して、東日本の海域にお

ける麻痺性貝毒簡易分析キットを使用したホタテ

ガイのスクリーニング法について検討した。 

また、公定法における試料の抽出液は 0.1 mol/L

塩酸であるが、Standard EN 14526 を始めとする

PSTs の機器分析 3,16,17)における抽出液は 1 %酢酸

であるため、今後機器分析に移行した場合も考慮

し、二種類の酸抽出による試験溶液で検討を行っ

た。判定方法は目視によらず、スクリーニングレ

ベル及び測定下限値を数値化したもので出せるか

検討した。 

毒力及び毒成分を確認するため、簡易分析キッ

トによる方法と併行して MBA 及び LC-MS/MS 法

を実施したので併せて報告する。 

 

２．材料及び方法 

2.1 材料 

イムノクロマト法を利用した簡易分析キット

は農林水産省「安全な農林水産物安定供給のため

のレギュラトリーサイエンス研究委託事業」で開

発され、日水製薬株式会社より市販されている

MT テスト イムノクロマト－PSP「ニッスイ」を

使用した。 

キットの適正な希釈濃度を検討するためには、

毒化した試料を用いる必要があるが、陸奥湾では

PSTs による毒化の発生がこれまで確認されてい

ない。そこで、想定される毒化試料として北海道

及び東北太平洋側で毒化があった際の A 湾（2015

年採捕）及び B 湾（2018 年採捕）の有毒ホタテガ

イのホールボディを用いた。この有毒ホタテガイ

は MBA の際の陽性検体としているもので、毒化

試料を MBA により無毒を確認した陸奥湾産のホ

タテガイ試料で均一化し、毒量を約 3.5 MU/g に調

製したものを約 100 g ずつ小分けして冷凍保存し

た自家標準物質（House Reference Material；HRM）

である。以下、A 湾由来の HRM を HRM-A、B 湾

由来の HRM を HRM-B とする。 

事前検討のための無毒のホタテガイ試料は

2020 年 1 月から 3 月に対 EU 陸奥湾生産海域モニ

タリング検査で採捕され MBA で無毒であった 55

試料でいずれもホールボディを用いた。 

希釈倍率検討後の検証には、2019 年 5 月から

2022 年 7 月に陸奥湾内で採捕されたホタテガイ

（陸奥湾生産海域モニタリング検体、食品衛生監

視指導計画に基づく収去検体及び買い上げ品：

N-1～N-13）を用いた。また、有毒ホタテガイと

して、北海道及び東北太平洋側で毒化があった際
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のホールボディ試料（P-1～P-8）を入手し、これ

らについても簡易分析キットによる測定を行った。  

LC-MS/MS 法で使用する標準品は、STX-2HCl

は FDA から供与された標準品、dcSTX 及び

neoSTX（以下、NEO）は水産研究・教育機構より

提供された標準品を用い、それ以外はカナダ NRC

の認証標準物質を用いた。 

2.2 PSTs 試験原液の調製方法 

 試料は二種類の酸による抽出を行った。 

 塩酸抽出による試験原液は、試料と当量の 0.1 

mol/L塩酸溶液を加えてホモジナイズした液を pH 

3.0 に調整後 5 分間煮沸した上清を試験原液とし

た。 

酢酸抽出による試験原液は、試料と当量の 1 %

酢酸溶液を加えてホモジナイズした液を pH 調整

はせず、5 分間煮沸した上清を試験原液とした。 

2.3 簡易分析キット測定のための事前検討 

(1)無毒試料の簡易分析キット結果と MBA 結果の

比較 

 MBA で無毒を確認した試料については、塩酸

抽出試験原液を最低希釈倍率（食品の場合は 20

倍）で希釈し測定した。マトリクスの妨害により

簡易分析キットの結果と MBA の結果に齟齬がな

いかを確認した。 

(2)スクリーニングレベルの設定と試験原液の希

釈倍率の設定 

スクリーニングレベルを食品衛生法規制値の 4 

MU/g の 1/2 である 2 MU/g とするため、A 湾及び

B 湾由来の HRM（HRM-A 及び HRM-B）の塩酸抽

出試験原液を無毒ホタテガイの塩酸抽出試験原液

で希釈し、1 及び 2 MU/g 相当の毒量の試験原液を

調製した。調製した 1、2、3.5 MU/g 相当の試験原

液及び無毒の試験原液をキット付属の希釈液で

20 から 100 倍に希釈して測定し、適切な希釈倍率

を検討した。 

(3)簡易分析キットの判定方法 

キット添付文書に従い、付属の希釈液で試験原

液を希釈後、100µL を検体添加部に添加し、室温

で 20 分静置すると、本キットは競合法の原理によ

り試験原液中の PSTs 濃度が高いほど試験部であ

る T ラインが薄くなる。目視では T ラインの色が

濃い順に４段階（＋＋，＋，±，－）で判定した

（図１）。最も T ラインが濃い＋＋が陰性

（negative）となる。目視は３名で行い、多数とな

った結果を目視の判定結果とした。 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

ID 部          検体添加部          

判定部 

対照部  試験部 

A 

B 

C 

図１ MT テスト イムノクロマト-PSP「ニッス

イ」の判定結果 

 A：使用前，B：陽性（positive －）， 

 C：陰性（negative ＋＋） 

 

目視判定後、テストプレートをスキャナー

（EPSON,PX-M380F）により 700pdi の解像度でカ

ラー画像として取り込み、この画像をフリーの画

像解析ソフト ImageJ で解析した（図２）。対照部

C の面積値と試験部 T の面積値からその比（T/C

値）を求め、判定材料とした。 

 

 

     

         positive                  negative 

図２ MTテスト イムノクロマト-PSP「ニッスイ」の ImageJ による解析結果 

発色ライン強度がクロマトグラムとして表示される 
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2.4 PSTs の測定 

(1)簡易分析キットによる測定 

検討で得られた希釈倍率により 2019 年 5 月～

2022年 7月に陸奥湾内で採捕されたホタテガイ及

び入手できた有毒ホタテガイを試料として簡易分

析キットによる分析を実施した。また、同一陽性

検体での分析精度の検証として、B 湾由来の

HRM-B についても日を変えて同様に分析し、T/C

値の変動を見た。 

簡易分析キットによる分析フローを図３に示

す。 

○ PSTs 試験原液（塩酸又は酢酸抽出液）の希釈 （40 倍） 

 

       1.5mL ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾌﾞに試験原液 20µL を取る 

       ｷｯﾄ付属の希釈液 780µL を加える 

 

○ ボルテックス 30 秒 

 

○ 100µL をﾏｲｸﾛﾋﾟﾍﾟｯﾄでｷｯﾄに添加 

 

○ 20 分間静置 

 

○ 判定（判定者 3 名で目視、T/C 値測定） 

  判定部の試験部 T ラインの発色強度で判定する 

＋＋：ラインが完全に形成（nega） 

＋ ：やや弱いがラインは明確に形成（posi） 

± ：弱いラインが形成(posi)     

－ ：ラインの形成なし（posi）  

図３ 簡易分析キットの分析フロー 

 

(2)MBA による測定 

2.4(1)と同様の試料の塩酸抽出試験原液につい

て、公定法に従い MBA を実施した。ICR 系雄マ

ウスを使用し、19～21g の個体を使用した。 

(3)LC-MS/MS 法による測定 

2.4(1)と同様の試料の塩酸及び酢酸抽出試験原

液について、ガイドラインで紹介されている

Boundy らの方法 3)を「麻痺性貝毒とテトロドトキ

シン測定のための超高速液体クロマトフィー質量

分析（UHPLC/MS/MS）マニュアル」4)に従い分析

した。測定した毒素は C1/2、GTX1/4、GTX2/3、

GTX5、GTX6、dcGTX2/3、STX2HCl、dcSTX、

neoSTX である。 

各成分の測定濃度（nmol/kg）に Oshima の比毒

性を乗じてマウス毒力（MU/g）を、EFSA の毒性

等価係数（TEF）及び STX-2HCl の分子量（372.2）

を乗じて STX-2HCl 当量（µg STX eq/kg）を求め

た。 

 

３．結果および考察 

3.1 簡易分析キット実施のための事前検討結果 

(1)無毒試料での簡易分析キット結果 

2020 年 1 月から 3 月に対 EU 陸奥湾生産海域モ

ニタリング検査で採捕され MBA で無毒であった

55 試料の塩酸抽出試験原液をキット付属の希釈

液で 20 倍に希釈し、簡易分析キットによる測定を

行った。得られた T/C 値の結果を図４に示す。 

 

 

図４ MBA で無毒を確認した陸奥湾産ホタテガイの T/C 値（20倍希釈） 
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図５ 自家標準物質の毒成分組成（塩酸抽出 試料中濃度：nmol/kg）および MBA による付与値 

HRM-A：3.47 MU/g  HRM-B：3.54 MU/g 

 

目視の結果は、55 例中 47 例は＋＋、8 例が＋の

判定であった。＋＋は T ラインが明瞭に確認でき、

発色が強い場合で陰性（negative）、＋は＋＋に比べ

て発色が弱い場合で陽性（positive）とされている

が、目視判定には T ラインの色の濃さの比較対照

がないための結果と考えられた。 

画像解析による T/C 値は 54 例が 0.2 以上だった。1

例だけ 0.13 であったが、食品における最低希釈倍

率の 20 倍希釈でもマトリクスによる妨害はないも

のと考えられた。 

(2)HRM-A および HRM-B の毒成分組成 

本キットの各毒成分に対する反応性は、C1/2、

GTX2/3、dcGTX2/3、GTX5 の順に高く、GTX1/4、

GTX6 では低いとされている。有毒ホタテガイであ

る HRM-A と HRM-B は、ともに 3.5 MU/g 程度に毒

力を調整しMBAによる付与値を付けたものである

が、採取場所も採取時期も異なるため、毒成分の組

成は異なっていると考えられた。そのため、あらか

じめ機器分析により毒成分を確認した。 

HRM-AおよびHRM-Bの毒成分組成およびMBA

による付与値を図５に示す。HRM-A はポストカラ

ム HPLC-FL 法により GTX1～4 のみを測定した結

果であり、HRM-B は 2.4(3)の LC-MS/MS 法により

毒成分を求めた結果である。 

GTX1～4 の各毒成分の試料中濃度（nmol/kg）に

比毒性を乗じてマウス毒力を求めた結果は、MBA

で求めた毒力の 80 %以上であり、A 湾、B 湾とも

毒成分の主体は GTX 群と考えられた。また、

HRM-A は本キットで反応性の高い GTX2/3 の割合

が高く、HRM-B は反応性の低いとされる GTX1/4

の割合が高い試料であった。 

(3)簡易分析キットの希釈倍率および判定方法の決

定 

各 HRM の塩酸抽出原液を用いて作成した 1、2、

3.5 MU/g 及び無毒（0 MU/g）ホタテガイの塩酸抽  

 

表１ ホタテガイの希釈倍率の検討 

×20 ×40 ×60 ×80 ×100

＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋

0.934 1.173 0.839 1.261 1.006

－ ± ＋ ＋ ＋＋

0.032 0.056 0.128 0.142 0.216

－ － ± ± ＋

0.024 0.039 0.059 0.051 0.110

－ － － － ±

0.020 0.022 0.031 0.050 0.065

×20 ×40 ×60 ×80 ×100

＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋

0.856 0.672 0.727 0.849 0.790

－ ＋ ＋ ＋ ＋＋

0.046 0.125 0.232 0.258 0.285

－ － ± ＋ ＋

0.020 0.041 0.071 0.102 0.230

－ － － ± ±

0.013 0.025 0.044 0.051 0.049

0 MU/g
相当

1 MU/g
相当

2 MU/g
相当

3.5 MU/g
相当

2 MU/g
相当

3.5 MU/g
相当

HRM-B
毒値

希釈倍率

希釈倍率HRM-A
毒値

0 MU/g
相当

1 MU/g
相当

 

         上段：目視による判定結果 

         下段：T/C 値
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表２ 陸奥湾産ホタテガイの塩酸及び酢酸抽出におけるキット測定結果及び MBA・LC-MS/MS 結果 

MBA結果

検体番号 MU/g T/C値 目視 C1 C2 GTX5 GTX6 T/C値 目視 C1 C2 GTX5 GTX6

N-1 N.D. 0.144 ++ 2.0 5.3 0.225 ++ 2.1 8.5

N-2 N.D. 0.230 ++ 25.2 5.2 0.226 ++ 9.2 2.5 6.4 12.8

N-3 N.D. 0.208 ++ 26.6 0.127 ++ 23.3 9.4 1.6 33.8

N-4 N.D. 0.425 ++ 11.6 7.0 0.281 ++
N-5 N.D. 0.427 ++ 6.7 0.268 ++ 12.7

N-6 N.D. 0.256 ++ 0.273 ++
N-7 N.D. 0.293 ++ 13.8 0.236 ++ 14.2

N-8 N.D. 0.388 ++ 16.1 0.491 ++ 15.6

N-9 N.D. 0.276 ++ 15.2 6.7 0.512 ++ 15.3 5.3

N-10 N.D. 0.270 ++ 21.6 0.1 0.478 ++ 17.1 6.9

N-11 N.D. 0.263 ++ 22.8 7.0 0.349 ++ 17.0 5.4

N-12 N.D. 0.346 ++ 28.7 0.376 ++ 25.9 2.9 22.9 7.6

N-13 N.D. 0.266 ++ 20.2 0.422 ++ 25.9

LC-MS/MS検出項目（nmol/kg)キット測定結果 キット測定結果LC-MS/MS検出項目（nmol/kg)

塩酸抽出液 酢酸抽出液

 

   N.D.：無毒   

 

 

出原液をキット付属の希釈液で 20、40、60、80、

100 倍に希釈し、簡易分析キットによる測定を行

い、ホタテガイの希釈倍率を検討した結果を表１

に示す。以下、セルの色を T/C 値が 0.1 未満を無

色、0.1 以上 0.2 未満を黄、0.2 以上を水色で示す。 

T/C 値は HRM-A と HRM-B で異なり、T/C 値 0.2

以上を陰性とした場合、GTX1/4 を多く含みキッ

トに対する反応性が低いと考えられる HRM-B の

ような試料では、60 倍以上の希釈倍率で 1 MU/g

相当が陰性と判定される事が示唆された。 

以上のことから、2 MU/g をスクリーニングレベ

ルとするため、目視判定で 2 MU/g で試験部 T に

ラインが現れず、1 MU/g では T ラインが確認でき

るが陰性判定とならない 40 倍を、検証における希

釈倍率とした。また、T/C 値で判定することとし、

0.1 未満を陽性、0.1 以上 0.2 未満を疑陽性、0.2 以

上を陰性とした。 

3.2 簡易分析キットによる PSTs 測定結果 

(1)陸奥湾産ホタテガイでの検証結果 

2019 年 5 月から 2022 年 7 月に陸奥湾内で採捕

されたホタテガイ（N-1～N-13）について、塩酸

抽出及び酢酸抽出を行い、図 3 に示したフローに

従い測定した。得られた結果を表２に示す。N-3

は、3.1(1)で T/C 値が 0.13 となった検体である。

LC-MS/MS 法により測定し検出された毒成分につ

いても併せて示す。 

塩酸抽出原液は公定法により MBA を行ったと

ころ、すべて無毒であった。 

目視判定は塩酸及び酢酸の両試験原液ともす

べての試料で＋＋の陰性判定であり、T/C 値は概

ね 0.2 以上の陰性であった。塩酸抽出原液 N-1 が

0.144、酢酸抽出原液 N-3 が 0.127 の疑陽性であっ

た。 

LC-MS/MS 法により C1、C2、GTX5、GTX6 が

検出されたが、T/C 値が 0.2 以上で陰性となった

検体でも本キットで反応性が高いとされる C1、

GTX5 が多い検体があり、毒成分の検出濃度と T/C

値との関係性は確認できなかった。 

(2)有毒ホタテガイ HRM-B での検証結果 

同一陽性検体での検査結果のばらつきを確認

するため、GTX1/4 が多くキットの反応性が低か

った HRM-B（B-1～B-10）について、日を変えて

塩酸抽出及び酢酸抽出を行い、図 3 に示したフロ

ーに従い測定した。結果を表３に示す。各抽出原

液を付与値である 3.54 MU/g とみなし、無毒ホタ

テガイの各抽出液で希釈し 2及び 1MU/g相当とし

たものについても上記と同様に測定した。 

各抽出液は LC-MS/MS 法により分析し、検出さ

れた各成分の測定濃度（nmol/kg）に Oshima の比

毒性を乗じてマウス毒力（MU/g）を、EFSA の毒

性等価係数（TEF）及び STX-2HCl の分子量（372.2）

を乗じて STX-2HCl 当量（µg STX eq/kg）を求め

た。また、塩酸抽出液については、MBA を実施

しその毒力（MU/g）を求めたので、表３に併せて

示す。 

塩酸抽出原液の MBA 結果は、2.85～3.60 MU/g

（平均 3.25±0.22 MU/g）であった。両抽出原液

ともキットにおける目視判定は－～＋とばらつい

たが、T/C 値は概ね 0.05 以下の陽性判定であり偽

陰性判定はなかった。T/C 値の平均は塩酸抽出で
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0.037±0.013、酢酸抽出で 0.035±0.021 であった。 

2 MU/g とした 5 例では、MBA 結果は 2.25～2.53 

MU/g（平均 2.43±0.11 MU/g）、キットにおける目

視判定は±又は＋、T/C 値は各 1 例ずつ 0.1 を超

えたが他は 0.1 未満の陽性判定であった。T/C 値

の平均は塩酸抽出で 0.060±0.029、酢酸抽出で

0.070±0.032 であった。 

1 MU/g とした 3 例では、MBA 結果は 1.95～2.07 

MU/g（平均 2.00±0.06 MU/g）、キットにおける

目視判定はほぼ＋、T/C 値は塩酸抽出で 1 例が

0.102 であった他は 0.1 未満の陽性であった。T/C

値の平均は塩酸抽出で 0.082±0.018、酢酸抽出で

0.066±0.034 であった。 

以上より、簡易分析キットではばらつきなく判

定可能であると示唆され、スクリーニングレベル

では偽陰性判定がでないことを確認した。また、

MBA によるマウス毒力と LC-MS/MS 法により得

られたマウス毒力を比較すると、2MU/g 超の試料

では LC-MS/MS 法で得られた結果が若干高い傾

向が見られ、それ以下では LC-MS/MS 法により得

られた値の方が同程度又は低く見積もられるもの

の理論値とは近い傾向が見られた。LC-MS/MS 法

により得られた計算値で 2MU/g の試料も本キッ

トで陽性と判定されることが示唆された。 

 

 

 

表３ 有毒ホタテガイ HRM-B の塩酸及び酢酸抽出におけるキット測定結果及び MBA・LC-MS/MS結果 

MBA結果

検体番号 MU/g T/C値 目視 MU/g µgSTXeq/kg T/C値 目視 MU/g µgSTXeq/kg

B-1 3.36 0.051 － 4.82 735 0.043 － 4.67 711

B-2 3.34 0.028 ＋ 5.39 819 0.000 － 5.26 805

B-3 3.49 0.056 ± 5.68 850 0.036 ± 4.99 749

B-4 3.60 0.022 ± 5.19 787 0.019 ± 4.54 692

B-5 3.19 0.029 ± 4.87 738 0.020 ± 5.12 780

B-6 2.85 0.035 ± 5.64 856 0.025 ± 4.79 733

B-7 3.02 0.032 ± 5.80 884 0.080 ＋ 5.25 787

B-8 3.26 0.042 － 5.37 816 0.036 － 5.09 777

B-9 3.19 0.050 ± 6.14 910 0.046 ± 5.11 779

B-10 3.19 0.019 － 4.80 728 0.040 ± 4.48 681

B-1 2.53 0.102 ＋ 2.66 406 0.122 ＋ 2.68 409

B-2 2.52 0.019 ± 2.69 412 0.041 ＋ 3.06 467

B-3 2.25 0.061 ＋ 2.72 413 0.073 ＋ 2.91 446

B-8 2.46 0.053 ± 3.10 472 0.053 ± 2.48 378

B-9 2.41 0.065 ± 3.02 455 0.059 ± 2.73 416

B-3 1.95 0.066 ＋ 1.23 188 0.028 ± 1.26 181

B-8 1.98 0.080 ＋ 1.50 227 0.082 ＋ 1.41 214

B-9 2.07 0.102 ＋ 1.52 232 0.089 ＋ 1.52 232

塩酸抽出液 酢酸抽出液

3.54MU/g
相当

2MU/g
相当

1MU/g
相当

キット測定結果LC-MS/MS結果より計算値 LC-MS/MS結果より計算値キット測定結果

 

 

表４ 有毒ホタテガイ（P-1～P-8）の塩酸及び酢酸抽出におけるキット測定結果及び MBA・LC-MS/MS結果 

 

(2)有毒ホタテガイ（P-1～P-8）での検証結果 

 北海道及び東北太平洋側で毒化した有毒ホタテ

ガイホールボディ試料（P-1～P-8）について、

HRM-B と同様の操作で簡易分析キットによる測

定を実施した。結果を MBA 及び LC-MS/MS 法に

より求めたマウス毒力等の結果と併せて表４に示

す。P-1～P-4 については、各塩酸抽出原液の MBA

の結果を基に、無毒ホタテガイの各抽出液で希釈

したものについても上記と同様に本キットで測定

した。P-5～P-8 は試料量の関係で酢酸抽出のみを

実施した。 

両抽出原液ともキットにおける目視判定は－

～＋とばらついたが、T/C 値は概ね 0.1 未満の陽

性判定であった。P-1 原液を希釈し 2MU/g とした

塩酸溶液のみ T/C 値が 0.110 であったが、

LC-MS/MS 法により得られた毒力が 2MU/g 未満

の試料でも T/C 値は 0.1 未満であり、陰性と判定

されたものはなかった。 

酢酸抽出原液を LC-MS/MS 法で測定した試料

中の毒成分組成を図６に示す。HRM-A 及び

HRM-B と同様に毒成分の主体は GTX 群であり、

GTX1～4 で毒組成の 60 %以上を占めていた。ま

た、簡易分析キットで反応性が低いとされる

GTX1/4 のみの毒組成となるものはなかった。 
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MBA結果

検体番号 MU/g T/C値 目視 MU/g µgSTXeq/kg T/C値 目視 MU/g µgSTXeq/kg

原液 2.82 0.042 － 3.30 507 0.052 － 3.54 547

2MU/g相当 2.35 0.110 ＋ 1.80 279 0.075 ± 2.32 359

原液 2.94 0.017 ± 4.10 630 0.036 ＋ 5.01 775

2MU/g相当 2.54 0.000 － 2.60 402 0.017 ± 3.08 480

原液 3.06 0.009 － 2.99 454 0.039 ± 3.11 477

2MU/g相当 2.79 0.043 ± 2.10 322 0.045 ± 2.27 348

1MU/g相当 2.06 0.041 ± 0.80 123 0.065 ＋ 0.98 152

原液
7.68

（2倍希釈)
0.000 － 6.65 1044 0.034 ± 7.40 1156

4MU/g相当 N.T. 0.027 － 4.37 676 0.021 － 4.69 714

2MU/g相当 2.63 0.073 ± 2.38 356 0.015 － 2.37 364

1MU/g相当 1.97 0.084 ＋ 1.10 157 0.046 － 1.23 186

P-5 原液 0.000 － 3.67 562

P-6 原液 0.000 － 5.27 816

P-7 原液 0.021 ± 3.57 544

P-8 原液 0.027 ± 2.53 382

N.T.

P-3

P-2

P-1

P-4

N.T. N.T.

塩酸抽出液 酢酸抽出液

キット測定結果 LC-MS/MS結果より計算値 キット測定結果 LC-MS/MS結果より計算値

 

   N.T.：試験実施なし   

 

 

図６ 東日本海域で採捕された有毒ホタテガイの毒成分組成（酢酸抽出 試料中濃度：nmol/kg） 

※ P-1 及び P-2 は GTX5 及び GTX6 を測定していない 

※ P-3～P-8 は GTX6 を測定したが検出されなかった 

 

５．まとめ 

簡易分析キットを使用してホタテガイにおけ

る麻痺性貝毒のスクリーニング検査を検討した。

陸奥湾では麻痺性貝毒による毒化がこれまで確認

されていないため、他の東日本海域で毒化したホ

タテガイを試料として検討した結果、キットの希

釈倍率を 40 倍とすると、スクリーニングレベル 2 

MU/g（規制値の 1/2）で陰性判定なく分析可能で

あった。この判定には目視ではなく T/C 値を用い

ることで数値化でき、T/C 値 0.2 以上では陰性

（MBA で無毒）、0.1 未満で陽性（MBA で毒性あ

り）であった。また、規制値の 1/4 相当である 1 

MU/g でも検出可能であった。MBA で 2 MU/g 以

下の試料または無毒の試料で T/C 値が 0.1 以上 0.2
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未満となるものが散見され、これを疑陽性とする

と、キットで疑陽性又は陽性判定の場合に

LC-MS/MS 法による確認試験を行うこととすれば、

本キットは日本のみならず対 EU 向けのモニタリ

ング検査においても使用可能と考えられた。 

国立研究開発法人水産研究・教育機構のホーム

ページで公開されている「麻痺性貝毒簡易分析キ

ットによるスクリーニング法導入マニュアル 

version 1」12)には、北海道及び岩手県でのホタテ

ガイによる結果が掲載されている。北海道での希

釈倍率 40倍では、2 MU/g相当での T/C値は 0.073、

1 MU/g 相当では 0.155 であり、0.2 を超えてはい

ない。岩手県での希釈倍率 40 倍では、2 MU/g 相

当での T/C 値は 0.149 であり、今回使用したキッ

トのロットとは異なるものを使用したと考えられ

るが、今回の検証結果と一致していた。 

また、MBA で主流である塩酸を用いた煮沸に

よる抽出は、貝中の毒成分をより強毒性の毒成分

に変換するため過大評価となっている 18)といわ

れている。そのため、国際的に認められた機器分

析法では酢酸による抽出が採用 3,16,19)されている。

今回の検証では、簡易分析キットと LC-MS/MS 法

において 2 つの抽出溶液で差が見られるかを検証

したが、概ね同じ結果となり機器分析に移行して

も本キットが使用可能であると考えられた。 

アカガイおよびトリガイでは、毒化初期と終期

で本キットの反応性が異なることが報告 14,15)され

ており、これは初期と終期で試料中の毒組成が異

なるためとされている。また、ホタテガイにおい

ても毒化した初期と終期では毒組成は異なること

も報告されているが、毒化の初期から終期までそ

の主な毒成分は GTX1－4 である 20)。東日本海域

で、毒化の原因プランクトンとされている

A.tamarense（旧）及び A.catenella（旧）を定期的

にモニタリングしており、ホタテガイの毒化の有

無を探るモニタリングについては、本報で検討し

たイムノクロマトキットを使用したスクリーニン

グ検査が有用であると考えられた。 

しかし、西日本では麻痺性貝毒の毒化原因プラ

ンクトンが異なることが知られ 9,13,14)ており、生成

する毒成分の違いから同じホタテガイでも T/C 値

は異なると考えられる。本キットを使用する際に

は、実施前に毒化原因プランクトンと毒組成を把

握することが重要である。また、キットのロット

が変更となった際には、同様の T/C 値が得られて

いるかの確認も必要である。 
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Evaluation of a paralytic shellfish toxins screening method for scallops  

using a simple assay kit around the eastern Japan waters 

 

Akemi Yamamoto, Asuka Igarashi, Ayano Tanaka, Juri Iwadate, Megumi Shibata 

 

 

As a screening method for paralytic shellfish toxins (PST) monitoring in scallop production areas, a simple analytical 

kit based on oligonucleotide lateral flow immunoassay was evaluated. As a judgment method, the area ratio (T/C value) 

of the test and control lines of the chromatogram analyzed by ImageJ software after the kit reaction was used without 

visual observation. Using contaminated scallops from the eastern Japan waters, the assay could be performed without 

a false-negative result at a screening level of 2 MU/g, which is 1/2 of the regulatory limit of PST in Japan, at a kit 

dilution factor of 40. Moreover, there were no differences in the reactivity of the kit between hydrochloric acid extract 

and acetic acid extract. Samples determined to be false-positive or positive based on the kit were considered to be usable 

for monitoring tests by performing confirmation tests using the LC-MS/MS method. 

 

 

Key words: paralytic shellfish toxins, lateral flow immunoassay kit, scallop, screening, LC-MS/MS 
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青森県における酸性雨のｐＨ経時変化解析：季節変動とトレンドの分離・抽出 

 

花石竜治  菩提寺誉子  神 毅統 

 

 

青森県青森市および鰺ヶ沢町で 2007 年度から 2020 年度までに観測された降水の pH から、降水量で加

重平均された月ごとの pH を求め、この時系列データを季節変動とトレンドに分離する解析を行った。解

析には、状態空間モデルに基づくベイズ統計手法において、マルコフ連鎖モンテカルロ法を用いた。pH の

トレンドは、青森市と鰺ヶ沢町でほぼ同じ傾向を示した。一方、その季節変動については、振幅は青森市

よりも鰺ヶ沢町で大きく、鰺ヶ沢町でこれが漸増する経年変化を示した。上記二地点でトレンドが同一で

あったことは、季節変動を除けば pH が概ね同様に変化していることを示すと考えられた。 

 

 

Key words：Acid rain, pH, Seasonal variation, Trend, State-space model  

 

 

 

１．はじめに 

我が国における酸性雨は、大気汚染や水質汚濁が

顕在化して以来歴史ある環境問題であり 1)、国は、

1998 年に東アジア地域諸国が参画する EANET（東

アジア酸性雨モニタリングネットワーク）に参加し、

課題の解決に向け取り組んでいる 2)。また、酸性雨

の調査研究は、地方自治体によるものから始まり、

その後、環境省（庁）が設営した国設観測所による

調査を経て、現在では、地方自治体が測定したデー

タを全国環境研協議会が収集している。 

青森県は、日本海側地域と太平洋側地域の両方を

有する地理的条件にあり、降水は、県内の地域ごと

に特色ある化学的特性を持つ 3)-5)。近年の調査地点

は青森市および鰺ヶ沢町であり、花石らは昨年度、

これらの地点における降水のイオン組成に着目し、

人為的起源由来と考えられる非海塩性成分として

の濃度をトリリニアダイアグラムによるプロット

および多変量解析などで考察した 6)。 

一般に pH（水素イオン指数）以外のイオン組成

は、年度内で桁が変わる程度の季節変動を示す。一

方、pH は、イオン組成ほどの大きな季節変動はし

ないが、降水の酸性度の直接的な指標となっており、

これまでの酸性雨研究において主に移動平均を取

ることで議論されてきた 7)。 

本研究で著者らは、降水量で加重平均された各月

の pHの時系列データから季節変動を抽出する解析

を検討した。 

時系列データから季節変動を抽出する方法は、経

済学の分野ですでに確立されたものとなっており
8),9)、著者らの着眼は決して新規なものではない。科

学技術計算に用いられるプログラミング言語 R に

は、時系列データから季節変動を抽出する stl とい

う関数がある。しかし、この関数は定常的な季節変

動を与えるもので、季節変動そのものが経時的に変

化する場合には適用できない。 

本研究では、時系列データ解析法としてより進化

した状態空間モデル 10)-12) を酸性雨の pH データ解

析に応用した。そして、モデルパラメータを確率変

数と考えるベイズ統計手法に基づき、それらを推定

した。この方法により、経時変化する季節変動の寄

与を抽出でき、季節変動以外の変化をトレンドとし

て取得できたので報告する。 

 

２．解析理論 

2.1 季節変動を伴う時系列データのモデル化 10) 

 状態空間モデルによるモデル化について記述す

る。 

季節変動が確率的に変化することを予想してモ

デルを考える。季節変動 𝛾𝑖 の合計値が正規白色雑

音 𝑠𝑡 にしたがうとすれば、 
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∑ 𝛾𝑖

𝑘

𝑖=1

= 𝑠𝑡 

𝑠𝑡~Normal(0, 𝜎𝑠
2) 

(1) 

 

ここで、Normal(𝜇, 𝜎2) は、期待値 𝜇、標準偏差 𝜎 

の正規分布を表す。𝑘 は季節変動の周期である。 

 時系列データで、時点 𝑡 における季節変動成分

を次式で表す。 

 

𝛾𝑡 = − ∑ 𝛾𝑖

𝑡−1

𝑖=𝑡−(𝑘−1)

+ 𝑠𝑡 

𝑠𝑡~Normal(0, 𝜎𝑠
2) 

(2) 

 

すなわち、時点 𝑡 における季節変動成分は、そ

の時点から、𝑘 − 1 個の時点まで遡った季節変動の

影響を受けるものとして、それに正規白色雑音が加

わったものである。 

 次に、本研究で採用した二次のトレンドモデル

（平滑化トレンドモデル）に、周期 𝑘 の季節変動

が加わったモデル式（状態方程式）を(3)式に、モデ

ル式による観測値 𝑦𝑡  の表現（観測方程式）を(4)式

に示す。 

 

𝜇𝑡~Normal(2𝜇𝑡−1 − 𝜇𝑡−2, 𝜎𝜁
2) 

𝛾𝑡~Normal (− ∑ 𝛾𝑖

𝑡−1

𝑖=𝑡−(𝑘−1)

, 𝜎𝑠
2) 

𝛼𝑡 = 𝜇𝑡 + 𝛾𝑡 

(3) 

 

𝑦𝑡~Normal(𝛼𝑡 , 𝜎𝑣
2) (4) 

 

 (4)式で明らかなように、本研究で採用した解析

法において、解析する pH がモデル式による再現値

（期待値）として正規分布することを仮定している。

pH は水素イオン濃度の指数であり、正規分布する

ものが濃度でなく pHであることが解析上必要であ

る。このことを pHの頻度分布により確認し、また、

解析結果の残差の頻度分布から判断して、解析の妥

当性を検証する。 

 

2.2 ベイズ法とマルコフ連鎖モンテカルロ(MCMC)

法の概要 13) 

 ベイズ法は、ベイズの定理に基づき事前確率と尤

度（ゆうど）から事後確率を算出する（ベイズ更新）

方法である。 

その計算の実際においては、例えばギブズサンプ

ラの方法では、確率変数として扱うパラメータの乱

数初期値から、設定したモデルが与える遷移核（マ

ルコフ連鎖を与える完全条件付き確率分布）により、

次々に乱数のパラメータに変換し、その統計分布を

求める。この分布からモンテカルロ積分により、パ

ラメータの期待値の近似値を求める。マルコフ連鎖

の初期は、乱数初期値の影響が大きく、burn-in とい

う期間として、モンテカルロ積分には用いない。ま

た、マルコフ連鎖は、直前の値の影響を受けるため、

その中で間隔を置いて値を抽出し、モンテカルロ積

分に供する。 

 

2.3 MCMC 法による状態空間モデルのモデルパラ

メータの推定 11) 

 状態空間モデルとは、観測される物理量の背後に、

状態があることを仮定するモデルで、状態間の遷移

を状態方程式で記述し、状態の観測を観測方程式で

記述する。 

時系列の場合、1 ステップごとの状態の時間発展

を状態方程式で表し、各ステップにおける観測量を、

状態から観測量を取得する観測方程式で表す。 

 今回取り上げる数理モデルは、ベイズ統計手法に

基づき MCMC 法で解くが、状態方程式や観測方程

式で表される状態空間モデルは、この解法の適用を

直截的に行えるモデルである。 

 まず、状態および観測量の同時分布を考える。い

ま、時刻 𝑡 = 1, ⋯ , 𝑛 の状態がそれぞれ 𝑚 個の要

素からなると仮定し、これを 𝑚 次元のベクトルと

考えて、その次元数の記述を省略し、𝒙1:𝑛 と表す。

同じように、時刻 𝑡 = 1, ⋯ , 𝑛 で観測量が与えられ、

これがスカラーであるとして、𝑦1:𝑛 と表す。また、

この数理モデルを表す要素 𝑚′  個のパラメータセ

ットがあるとして、この次元数の記述を省略し、ベ

クトル量の 𝜽 とする。 

 時系列データが時間発展をするとし、時刻 𝑡 =

1, ⋯ , 𝑛  の状態および観測量の同時分布を 

𝑝(𝒙1:𝑛 , 𝑦1:𝑛, 𝜽) の形で記述する。ここで、パラメー

タセット 𝜽 もあわせて記述する。 

 このとき、確率の乗法定理から、パラメータが 

𝒙1:𝑛 , 𝜽  のセットである場合に観測値が 𝑦1:𝑛  であ

る確率 𝑝(𝒙1:𝑛, 𝜽|𝑦1:𝑛) は、観測値が 𝑦1:𝑛 である確

率 𝑝(𝑦1:𝑛) と、同時分布 𝑝(𝒙1:𝑛, 𝑦1:𝑛, 𝜽) から、 

 

𝑝(𝒙1:𝑛, 𝜽|𝑦1:𝑛) =
𝑝(𝒙1:𝑛, 𝑦1:𝑛 , 𝜽)

𝑝(𝑦1:𝑛)
 

∝ 𝑝(𝒙1:𝑛, 𝑦1:𝑛, 𝜽) 

 

 

(5) 
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が成り立つ。よって、同時分布を議論すれば、求め

る確率分布 𝑝(𝒙1:𝑛, 𝜽|𝑦1:𝑛) を考えることができる。 

 同時分布について、次式により記述を変える。 

 

𝑝(𝑦1:𝑛 , 𝒙1:𝑛, 𝜽) = 𝑝(𝒙1:𝑛, 𝑦1:𝑛, 𝜽) (6) 

 

これは、時刻 𝑡 = 1, ⋯ , 𝑛 − 1  の時間発展とその

後 𝑡 = 𝑛  の値の同時分布であるから、次式で表記

される。 

 

𝑝(𝑦1:𝑛, 𝒙1:𝑛, 𝜽) = 𝑝(𝑦𝑛 , 𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽) (7) 

 

この同時分布は乗法定理で分解され、次式を得る。 

 

𝑝(𝑦𝑛 , 𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)

= 𝑝(𝑦𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)𝑝(𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽) 

 

(8) 

 

さらにこの積の第 2 項目は乗法定理で次式のと

おり分解される。 

 

𝑝(𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)

= 𝑝(𝒙𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽)𝑝(𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽) 

 

(9) 

 

以上から、 

 

𝑝(𝑦1:𝑛, 𝒙1:𝑛 , 𝜽)

= 𝑝(𝑦𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)𝑝(𝒙𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽)

× 𝑝(𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽) 

 

 

(10) 

 

が成り立つ。これを繰り返すと、状態とパラメータ

セットの間の独立性も考慮して、 

 

𝑝(𝑦1:𝑛 , 𝒙1:𝑛, 𝜽)

= ∏(𝑝(𝑦𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)𝑝(𝒙𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽))

𝑛

𝑡=2

× 𝑝(𝑦1|𝒙0:1, 𝜽)𝑝(𝒙1|𝒙0, 𝜽)𝑝(𝒙0, 𝜽) 

= 𝑝(𝒙0|𝜽)𝑝(𝜽)

× ∏(𝑝(𝑦𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛, 𝜽)𝑝(𝒙𝑛|𝑦1:𝑛−1, 𝒙1:𝑛−1, 𝜽))

𝑛

𝑡=2

× 𝑝(𝑦1|𝒙0:1, 𝜽)𝑝(𝒙1|𝒙0, 𝜽) 

 

 

 

 

 

 

(11) 

 

となる。 

次に、状態空間モデルで仮定する観測の独立性か

ら、 

 

𝑝(𝑦𝑡|𝑦1:𝑡−1, 𝒙1:𝑡 , 𝜽) = 𝑝(𝑦𝑡|𝒙𝑡 , 𝜽) (12) 

 

また、時系列がマルコフ的（直前の状態にのみ依

存し、それより前の過去の記憶がないとする）に時

間発展すると仮定するから、 

 

𝑝(𝒙𝑡|𝑦1:𝑡−1, 𝒙1:𝑡−1, 𝜽) = 𝑝(𝒙𝑡|𝒙𝑡−1, 𝜽) (13) 

 

以上から、 

 

𝑝(𝒙1:𝑛, 𝑦1:𝑛 , 𝜽)

= 𝑝(𝒙0|𝜽)𝑝(𝜽) ∏(𝑝(𝑦𝑡|𝒙𝑡, 𝜽)𝑝(𝒙𝑡|𝒙𝑡−1, 𝜽))

𝑛

𝑡=2

× 𝑝(𝑦1|𝒙0:1, 𝜽)𝑝(𝒙1|𝒙0, 𝜽) 

= 𝑝(𝒙0|𝜽)𝑝(𝜽) ∏(𝑝(𝑦𝑡|𝒙𝑡, 𝜽)𝑝(𝒙𝑡|𝒙𝑡−1, 𝜽))

𝑛

𝑡=1

 

 

 

 

 

(14) 

 

すなわち、初期条件と時間発展のマルコフ性、お

よび観測の独立性から、すべての確率変数の同時分

布が記述される。 

 MCMC 法を適用する場合、例えばギブズサンプ

ラを用いる場合を議論する。考える時刻 𝑡 を除い

た す べ て の 状 態 を 表 す た め に  𝒙−𝑡 =

(𝒙1, ⋯ , 𝒙𝑡−1, 𝒙𝑡+1, ⋯ ⋯ , 𝒙𝑛)  とする。時刻について

の更新は、𝒙−𝑡 と 𝜽 を固定して、𝒙𝑡 を更新するが、

そ の た め の 完 全 条 件 付 き 確 率 分 布 は 

𝑝(𝒙𝑡|𝒙−𝑡 , 𝜽, 𝑦1:𝑡  ) である。この条件は、モデルのマ

ル コ フ 性 か ら 、 𝑡 = 2, ⋯ , 𝑛 − 1  の と き 

𝑝(𝒙𝑡|𝒙𝑡−1, 𝒙𝑡+1, 𝜽, 𝑦𝑡)  で あ り 、 𝑡 = 1  な ら ば 

𝑝(𝒙1|𝒙2, 𝜽, 𝑦1)、𝑡 = 𝑛 ならば 𝑝(𝒙𝑛|𝒙𝑛−1, 𝜽, 𝑦𝑛) であ

る。これらの確率分布の具体的な形を状態方程式か

ら求めれば、MCMC 計算での乱数の動きを与える

ことができる。 

 なお、パラメータセット 𝜽 の確率分布の式の中

に複数の正規分布が積の形である場合、これらの積

もまた正規分布となるから、これにより乱数の更新

を行えばよい 13)。正規分布の期待値を更新する場

合の条件付き確率分布は、もとの分布のパラメータ

から得られる正規分布になり、期待値と分散が指定

されるので、もとの乱数を更新できる。また、分散

を更新する場合、条件付き確率分布は逆ガンマ分布

となり、このパラメータから乱数を更新できる。 

以上がギブズサンプラを用いたベイズ更新の方

法である。 

 

３．材料と方法 

図 1 に、調査地点である青森県青森市（県環境保
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健センター屋上）および青森県西津軽郡鰺ヶ沢町

（県鰺ヶ沢道路河川事業所屋上）の位置図を示す。 

降水採取は、ANEOS社（旧 小笠原計器株式会社）

の自動雨水採水器 US-300HD（青森市）および US-

300D（鰺ヶ沢町）を用い、青森市は毎週、鰺ヶ沢町

では 2 週間に一度の検体回収を行った。 

検体について、湿性沈着モニタリング手引き書

（第 2 版）14) により、pH、電気伝導度およびイオ

ン成分について分析を行った。 

上記の結果のうち、2007 年度から 2020 年度まで

の降水量で加重平均した月ごとの pH については、

下記の解析を行った。 

 解析は、R の言語環境（ソフトウェア RStudio）

で動作する統計計算パッケージ Stan を用いた 10)。

ベイズ法による MCMC 法で、繰り返し回数（単一

連鎖法）を 8000 回とし、そのうちの burn-in 回数を

2000 回、チェーン回数（多重連鎖法）を 4 回、連

鎖におけるサンプリング間隔を 6 回とした。その他

の設定は、文献 10) によった。 

 

図 1 調査地点位置図 

 

４．結果 

4.1 加重平均された月ごとの降水の pH の正規分

布性 

図 2 に(a)青森市、(b)鰺ヶ沢町における降水の pH

の頻度分布を示す。これらの分布が正規分布である

と仮定すると、平均値 𝜇  と標準偏差 𝜎  が求まる

ことから、得られた正規分布曲線を頻度分布に重ね

書きした。ここで、正規分布密度関数 𝑓(𝑥) を(15)

式で与えた。表 1 にこれらのパラメータを示した。 

 

𝑓(𝑥) =
1

√2𝜋𝜎
exp {−

(𝑥 − 𝜇)2

2𝜎2
} (15) 

 

(a) Aomori City 

 

(b) Ajigasawa Town 

図 2 (a)青森市および(b)鰺ヶ沢町における加重

平均 pH(observed)の頻度分布と正規分布曲線

(assumed) 

 

表 1 二地点の加重平均 pHの統計的パラメータ 

Site 𝜇 𝜎 

Aomori City 4.81 0.342 

Ajigasawa Town 4.80 0.357 

 

4.2 pHの経時変化からの季節変動の分離 

図 3 に(a)青森市、(b)鰺ヶ沢町における加重平均

pH か ら の 季 節 変 動 分 離 の 解 析 結 果 を 示

す。”observed” は用いたデータ、”trend” および 

“seasonal” がそれぞれトレンド 𝜇𝑡  および季節変

動 𝛾𝑡 を示す。”estimated” はこれらの和で、𝛼𝑡 を

示す。 

また、表 2 にベイズ法により求めたバラツキの標

準偏差を示した。 

図 4には、図 3の観測値 ”observed” の ”estimated” 

で示したモデル式による推定値からの偏差

を ”residue” としてこの分布を示した。ここ

で、”normal dist.” とは、偏差のバラツキの標準偏差

から(15)式で求めた正規分布である。 

 

表 2 ベイズ法により求めた、実測データのモデル

式からのバラツキの標準偏差 

Site 𝜎𝜁  𝜎𝑠 𝜎𝑣 

Aomori City 0.00613 0.251 0.0133 

Ajigasawa Town 0.00590 0.351 0.0253 
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(a) Aomori City 

 

(b) Ajigasawa Town 

図 3 (a)青森市、(b)鰺ヶ沢町における加重平均 pHからの季節変動の分離結果。年度での表記 

 

 

(a) Aomori City 

 

(b) Ajigasawa Town 

図 4 モデル式による pH経時変化からの季節変動

の分離後の偏差の頻度分布 

 

 

 

５．考察 

5.1 加重平均 pHの正規分布性 

 図 2からこの pHはほぼ正規分布に近い頻度分布

をしていた。この判断は定性的であり、データ全体

からの結果を踏まえてのものである。 

 ベイズ法による解析では、時系列においてモデル

式からのバラツキが正規分布をなすことが第一の

仮定である。図 4 に示したモデル式からの偏差の頻

度分布はほぼ正規分布に近いと言え、この仮定が概

ね正しかったことが示唆された。 

 

5.2 季節変動分離の解析について 

(1)季節変動 

 図 3 の(a)と(b)を比較すると、抽出された季節変

動 “seasonal” は、青森市よりも鰺ヶ沢町で、その振

幅が大きいことが分かる。また、青森市における季

節変動は、経年的にほとんど同一であるのに対して、

鰺ヶ沢町では、振幅が漸増していることが示されて

いる。 

 この季節変動の振幅の増加が温暖化現象などに

よるものかどうかの議論は今の段階ではできない
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が、解析で示された一つの結論である。 

 

(2)トレンド 

 図 3 の(a)と(b)で示した “trend” は青森市と鰺ヶ

沢町で概ね同じ傾向であった。このことは、菩提寺

ら 15)が述べたように、これら二つの観測地点で、

降水の化学組成比が、海塩の寄与を除けばほぼ同じ

とみなせることに対応していると考えられる。 

 

６．結論 

 月ごとに降水量で加重平均された降水の時系列

データの pH について、ベイズ法により季節変動の

分離を行った。その結果、次のことが示唆された。 

1) このモデルによる解析は、解析後の残差の頻度

分布が正規分布に近いことから、概ね妥当であった

ことが示された。 

2) 季節変動の寄与は、青森市よりも鰺ヶ沢町で振

幅が大きかった。そして鰺ヶ沢町で、この振幅が漸

増する経年変化を示した。 

3) 観測された時系列 pH から季節変動の効果を除

いて得られたトレンドは、青森市と鰺ヶ沢町でほぼ

同じ傾向を示した。 

 仮定したモデル式は、時系列の二次の項を含み、

トレンドが平滑化されるモデルであり、また季節変

動が 12 か月のスパンでなされるという仮定をした。

(1)-(3)の結果から、これらの仮定は概ね妥当であり、

青森県の両地点の降水の pH については、トレンド

としてほぼ同一であるという示唆を与えるもので

あると考えられた。 
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Analysis of temporal changes in pH of acid rain in Aomori Prefecture:  

separation and extraction of seasonal changes and trends 

 

Ryuji Hanaishi, Motoko Bodaiji, Taketo Jin 

 

 

Based on the observed pH of precipitation in Aomori city and Ajigasawa town in Aomori Prefecture from fiscal year 

2007 to 2020, the monthly pH weighted average of precipitation was calculated, and time series data were separated 

into seasonal variations and trends. The analysis was performed using the Markov chain Monte Carlo method in a 

Bayesian statistical method based on a state-space model. The trends for pH were almost the same between Aomori 

city and Ajigasawa town. On the other hand, the amplitude of seasonal changes was larger in Ajigasawa town than in 

Aomori city, and gradually increased over time in Ajigasawa town. The finding that the trends were the same at the 

above two locations was considered to indicate that pH changes followed almost the same pattern except for with 

seasonal variations. 

 

 

Key words: Acid rain, pH, Seasonal variation, Trend, State-space model 
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青森県における酸性雨のイオン組成及び当量沈着量の調査地点間比較 

 

菩提寺誉子  花石竜治  神 毅統 

 

 

 青森県内の酸性雨（湿性沈着）の調査地点は青森市及び鯵ヶ沢町の２地点であるが、いずれも海岸に近

く、降水には海塩起源イオンが多く含まれている。降水中の非海塩起源イオンについて調査地点間での違

いの有無を調査するため、2012 年度から 2021 年度までに採取した降水に含まれる非海塩起源イオンの組

成比について、トリリニアダイアグラム上での比較及び Hotelling の 𝑇2 検定を実施した。また、非海塩起

源イオンの当量沈着量について、無相関検定及び合計量の比較を実施した。 

 その結果、調査地点間で、①非海塩起源イオンの組成比は各シーズンで同程度であり有意差がないこと、

②非海塩起源イオンの当量沈着量の変動に正の相関があること、③過去 10 年間の非海塩起源イオンの合

計当量沈着量は同程度だったことがそれぞれ示された。 

 本研究により、海塩起源イオンの影響を除外した場合、両調査地点の降水はイオンバランスの観点から

類似した特徴を持ち、その環境負荷は同程度であることが示唆された。 

 

 

Key words: Acid rain, Non-sea salt, Tri-linear diagram, Hotelling’s T-squared test, Test of no correlation 

 

 

 

１．はじめに 

 酸性雨とは、狭義には、化石燃料が燃焼される際

に大気中に放出される硫黄酸化物や窒素硫化物が、

光化学反応などにより硫酸や硝酸に変化して降水

に溶け込むことにより、降水の酸性化が引き起こさ

れたものである 1)。 

国内では、1970 年代に関東地方に酸性度の強い

雨が降り、多くの人に健康被害が発生した 2)。この

頃から酸性雨問題が表面化し、多くの自治体で酸性

雨の調査研究が開始された。その後、1991 年に全

国地方自治体の試験研究機関を会員とする全国環

境研協議会の部会として、酸性雨広域大気汚染調査

研究部会が発足し、全環研酸性雨全国調査が開始さ

れた。この調査は、地方自治体での調査方法を統一

し、共同で日本全域における酸性雨調査を実施する

ものである。全国調査の結果、酸性雨について、地

域特性や、季節変動、火山・大陸発生源の影響など、

多くの知見が得られた。 

 青森県では、1982 年に県内の酸性雨の調査研究

を開始し 3)、1991 年からは全環研酸性雨全国調査

に測定結果を提供している。 

現在の青森県内の酸性雨調査地点は、青森市及び

鯵ヶ沢町の２地点である。これらの調査地点は、海

岸に近いことから海水飛沫の影響の指標となる

Na+イオン濃度が比較的高く 2)、降水の酸性化を引

き起こす人為起源イオンについて検討するために

は、非海塩起源イオンの推定量を算出することが重

要となる。 

 降水に含まれる非海塩起源イオンは、早狩 4)が酸

性雨分析のために作成したトリリニアダイアグラ

ムを用いることにより、2 次元的に組成の特徴を捉

えることができる。花石ら 5)は、このトリリニアダ

イアグラム上に、2007 年度から 2018 年度までの降

水に含まれる非海塩起源イオンについてプロット

し、青森市と鯵ヶ沢町の非海塩起源イオンの組成は

概ね似た傾向であり、陽イオンについては季節変動

があることが示唆されることを報告している。 

本研究では、2012 年度から 2021 年度までに採取

した降水に含まれる非海塩起源イオンの組成比に

ついて Hotelling の 𝑇2 検定を実施し、調査地点間で

有意差があるか検討した。 

また、酸性雨による生態や環境などへの影響は、

イオン成分の沈着量によって決定されることから、

非海塩起源イオンの当量沈着量について、調査地点

間の無相関検定を実施し、地理的条件によって当量

沈着量の傾向に違いがあるか検討した。 

そして最後に、10 年間の非海塩起源イオンの合

計当量沈着量を調査地点間で比較し、近年、降水が
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調査地点に与えた環境負荷について違いがあるか

検討した。 

 

２．解析理論  

2.1 Hotelling の 𝑇2 検定 6) 

Hotelling の 𝑇2 検定は、 𝑡 検定を多変量空間に拡

張したものである。これを用いることにより、2 つ

以上の変数が存在する多次元空間（多変量空間）の

標本が多変量正規分布していると仮定し、2 標本間

の有意差検定を実施することができる。 

𝑝 次元空間において、母集団から抽出した標本の

測定値 𝑿 とその平均値 𝒎 は、次のように行列及び

ベクトルで表すことができる。 

 

𝑿 =

[
 
 
 
 
𝑥11 … 𝑥1𝑗 … 𝑥1𝑛

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
𝑥𝑖1 … 𝑥𝑖𝑗 … 𝑥𝑖𝑛

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
𝑥𝑝1 … 𝑥𝑝𝑗 … 𝑥𝑝𝑛]

 
 
 
 

 

𝒎 =

[
 
 
 
 
𝑚1

⋮
𝑚𝑖

⋮
𝑚𝑝]

 
 
 
 

   𝑚𝑖 =
1

𝑛
∑𝑥𝑖𝑗

𝑛

𝑗=1

 

 

このとき、測定値 𝑿 から平均値 𝒎 を差し引いた

行列を 𝒀 とすると、分散共分散行列 𝑺 は、次の式(1)

で表される。 

 

𝑺 = 𝒀′𝒀      ′：転置行列 (1) 

 

ここで、 

 

𝒀 =

[
 
 
 
 
𝑥11 − 𝑚1 … 𝑥1𝑗 − 𝑚1 … 𝑥1𝑛 − 𝑚1

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
𝑥𝑖1 − 𝑚𝑖 … 𝑥𝑖𝑗 − 𝑚𝑖 … 𝑥𝑖𝑛 − 𝑚𝑖

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
𝑥𝑝1 − 𝑚𝑝 … 𝑥𝑝𝑗 − 𝑚𝑝 … 𝑥𝑝𝑛 − 𝑚𝑝]

 
 
 
 

 

 

である。 

2 つの母集団からそれぞれ抽出した標本の測定

値ベクトル 𝑿𝟏 （測定値の個数 𝑛 ）、 𝑿𝟐 (測定値の個

数 ℎ )について、その不偏分散ベクトル 𝑽 は、それ

ぞれの分散共分散行列を 𝑺𝟏 、 𝑺𝟐 とすると、次の式

(2)で表される。 

 

𝑽 =
𝑺𝟏 + 𝑺𝟐

(𝑛 − 1) + (ℎ − 1)
 (2) 

 

 

 母平均間に有意差がないという帰無仮説

 𝐻0:𝜇1 = 𝜇2 を設定すると、Hoteling の 𝑇0
2 統計量は、

次の式(3)で表される。 

 

𝑇0
2 =

𝑛ℎ

𝑛 + ℎ
[𝒎𝟏 − 𝒎𝟐]′𝑽

−1[𝒎𝟏 − 𝒎𝟐] (3) 

 

この 𝑇0
2 統計量を使って次の式(4)により得られ

る 𝐹 統計量は、第１自由度 𝑝 、第２自由度 𝑛 + ℎ −

1 − 𝑝 の 𝐹 分布に従う。 

 

𝐹0 = 𝑇0
2
𝑛 + ℎ − 1 − 𝑝

𝑝(𝑛 + ℎ − 2)
 (4) 

 

 この検定統計量  𝐹0 が棄却される有意水準を

100𝑎% と設定すると、比較するべき棄却域の境界

値となる F 統計量は、 𝐹(𝑝, 𝑛 + ℎ − 1 − 𝑝, 𝑎) となる。 

 従って、次の式(5)が成立する場合は、帰無仮説が

棄却され、2 組の測定値に有意差があると判断され

る。 

 

𝐹0 ≧ 𝐹(𝑝, 𝑛 + ℎ − 1 − 𝑝, 𝑎) (5) 

 

一方、その逆の式(6)が成立する場合は、帰無仮説

が棄却されず、2 組の測定値に有意差がないと判断

される。 

 

𝐹0 < 𝐹(𝑝, 𝑛 + ℎ − 1 − 𝑝, 𝑎) (6) 

 

2.2 無相関検定 7) 

2 つの変量 𝑥 と y との間に相関関係があるかは、

試料相関係数 𝑟 を用いて、母集団の真の相関係数

（母集団相関係数） ρ について検討することにより

示すことができる。 

 2 つの変量 𝑥 と y の母集団に相関がないという

帰無仮説 𝐻0 :𝜌 = 0 を設定すると、 𝑡 統計量は次の

式(7)で表され、自由度 𝑛 − 2 の 𝑡  分布に従う。 

 

𝑡0 =
𝑟√𝑛 − 2

√1 − 𝑟2
 (7) 

 

この検定統計量  𝑡0 が棄却される有意水準を

100𝑎% と設定すると、比較するべき棄却域の境界

値は 𝑡(𝑛 − 2, 𝑎) となる。 

 従って、次の式(8)が成立する場合は、帰無仮説が

棄却され、2 つの変量 𝑥 と y の母集団に相関がある

と判断される。 
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|𝑡0| ≧ 𝑡(𝑛 − 2, 𝑎) (8) 

 

一方、その逆の式(9)が成立する場合は、帰無仮説

が棄却されず、2 つの変量 𝑥 と y の母集団に相関が

ないと判断される。 

 

|𝑡0| < 𝑡(𝑛 − 2, 𝑎) (9) 

 

３．材料と方法 

3.1 材料 

 2012 年 4 月から 2022 年 3 月までに、青森市（県

環境保健センター屋上）及び鯵ヶ沢町（県鯵ヶ沢道

路河川事業所屋上）で採取した降水を調査材料とし

た。調査地点の位置図を図 1 に示す。 

 

 

図 1 調査地点位置図 

 

降水の捕集装置は、ANEOS 社（旧 小笠原計器株

式会社）製の自動雨水採水器 US-300HD（青森市）

及び US-300D（鯵ヶ沢町）を用いた。 

降水の回収は、青森市では 1 週間ごと、鯵ヶ沢町

では 2 週間ごとに行った。 

 

3.2 方法 

(1) イオンの沈着量の算出 

降水に含まれる主なイオン（SO4
2-、NO3

-、Cl-、

NH4
+、Na+、K+、Ca2+及び Mg2+）の濃度について、

湿性沈着モニタリング手引書（以下「手引書」とい

う。）8)に準じて、イオンクロマト法により測定した。

また、手引書に準じて、ガラス電極法により降水の

pH を測定し、降水に含まれる水素イオン（H+）の

濃度を推定した。更に、各試料の濃度から 1 か月あ

たりの平均濃度を算出し、1 か月間の降水量及び採

取面積を用いて 1 か月あたりの沈着量に変換した。

各月の期間は、酸性雨全国調査実施要領で定められ

る期間に準じた。 

なお、手引書に準じて、降水中のイオンバランス

を検討し、イオンバランスの基準範囲を超えた月は

異常値として除外した。 

(2) 非海塩起源イオンの当量沈着量の推定 

降水の海塩起源イオンは、SO4
2-、Cl-、Na+、K+、

Ca2+及び Mg2+が挙げられるが、岡元らの報告 9)に基

づき、Na＋については、海水中に多量に存在し、非

海塩起源イオンが少ないことから、全て海塩起源

（sea salt, ss-）イオンとした。 

また、残る SO4
2-、Cl-、K+、Ca2+及び Mg2+につい

ては、同報告に基づき、海水中の Na＋とこれらのイ

オンの物質量比に、降水中の Na＋の沈着量を乗じる

ことにより、海塩起源イオンの沈着量を推定した。

更に、総沈着量から海塩起源イオンの沈着量を差引

き、イオンの価数を乗じて非海塩起源（non-sea salt, 

nss-）イオンの当量沈着量とした。 

(3) トリリニアダイアグラムの作成 

 早狩による Microsoft Excel の拡張機能 10)を利用

し、2012 年度から 2021 年度までの 1 か月あたりの

非海塩起源イオンの当量沈着量を用いて、トリリニ

アダイアグラムを作成し、各調査地点の組成（プロ

ット位置）の傾向を確認した。 

トリリニアダイアグラムの作成にあたっては、花

石ら 5)による陽イオンの季節変動に関する報告を

考慮し、4 シーズン（1～3 月、4～6 月、7～9 月、

10～12 月）に区分して作成した。 

なお、トリリニアダイアグラムとは、地下水や温

泉水等に含まれる複数のイオン成分による組成の

特徴を 2 次元的に表現するために広く用いられて

いるグラフである。しかし、一般的なトリリニアダ

イアグラムは、酸性雨調査では通常測定しない

HCO3
-の項目を含んでいる等の問題があり、利用す

ることができない。 

そのため、今回の調査では、早狩ら 4)が考案した、

酸性雨非海塩起源イオン分析用のトリリニアダイ

アグラムを利用した。このトリリニアダイアグラム

は、H+＋nss-K+＋nss-Mg2+、nss-SO4
2-、NO3

-、nss-Cl-、

NH4
+及び nss-Ca2+の 6 項目で構成されており、非海

塩起源イオンの当量沈着量又は当量濃度を基に、非

海塩起源イオンの組成を表現することができる。こ

のトリリニアダイアグラムの例を図 2 に示す。 

 トリリニアダイアグラムは、左側の三角形に陽イ

オン成分、右側の三角形に陰イオン成分、中央の菱

形にそれらの合計成分が配置されている。菱形のプ

ロットの位置は、両三角形のプロットの延長線上の

交点となる。 

 図 2 の左側の三角形において nss-Ca2+は上の頂点

Mutsu Bay 
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図 2 トリリニアダイアグラムの例 

 

が 100%、底辺が 0%となっており、降水試料に含

まれる非海塩起源の陽イオン成分の合計を 100%と

したとき、1 番は 55%、2 番は 10%、3 番は 25%の

nss-Ca2+が含まれているということになる。 

 同様に、図 2 の右側の三角形において NO3
-は右

側の頂点が 100%、底辺が 0%となっており、降水

試料に含まれる非海塩起源の陰イオン成分の合計

を 100%としたとき、1 番及び 2 番は 10%、3 番は

50% の NO3
-が含まれているということになる。 

(4) 組成比の有意差検定 

 トリリニアダイアグラムを構成する H+＋nss-K+

＋nss-Mg2+、nss-SO4
2-、NO3

-、nss-Cl-、NH4
+及び nss-

Ca2+の 6 項目の 1 か月あたりの組成割合を、それぞ

れ正規分布する 6 つの変量とみなし、調査地点間で

Hotelling の𝑇2検定を実施した。 

(5) 当量沈着量の無相関検定 

 降水に含まれる各非海塩起源イオンの 1 か月あ

たりの当量沈着量について、調査地点間で単相関を

とり、無相関検定を実施した。 

(6) 過去 10年間の各非海塩起源イオンの合計当量

沈着量の比較 

 各非海塩起源イオンの 2012 年度から 2021 年度

までの当量沈着量を合計し、調査地点間で比較した。 

 

４．結果及び考察 

4.1 イオン組成比の調査地点間比較 

(1) トリリニアダイアグラム上での比較 

 1 か月あたりの非海塩起源イオンの組成比を、図

3 のトリリニアダイアグラムにより示す。 

 

 

図 3 非海塩起源イオンのトリリニアダイアグラム（青：青森市、赤：鯵ヶ沢町） 
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 各シーズンにおいて、青森市と鯵ヶ沢町の組成比

を示すプロットは、そのほとんどが概ね同じ範囲に

分布していた。 

 なお、一部のプロットは、他のプロットから離れ

た位置となった。最も顕著にプロットが離れたのは、

10～12 月のトリリニアダイアグラムで NO3
-の割合

が陰イオンの中で約 89%となっている鯵ヶ沢町の

プロットである。 

当該プロットの月の各イオンの当量沈着量につ

いて確認したところ、海塩起源イオンの含有割合が

高く、海塩起源イオン全体の当量沈着量が非海塩起

源イオンの 98 倍にも及んだ。この倍率は、解析に

使用した全 236 データの中で最も高く、他のデータ

の倍率（青森市：0.09～16倍、鯵ヶ沢町 0.13～34倍）

やその平均値（青森市：4 倍、鯵ヶ沢町：8 倍、全

体：6 倍）よりも遥かに高い倍率であった。 

他に、10～12 月及び 1～3 月のトリリニアダイア

グラムにおいて、nss-Cl-の割合が約 48～49%となっ

ている鯵ヶ沢町のプロットについても同様に調べ

たところ、海塩起源イオン全体の当量沈着量が非海

塩起源イオンの 16～18 倍となっており、他のデー

タよりも比較的高い倍率であった。 

このことは、海塩起源イオンの当量沈着量自体が

持つ誤差が大きく、海塩起源イオンの当量沈着量よ

りも遥かに微量の非海塩起源イオンの当量沈着量

を算出する上で、支障が生じたからであると考えら

れた。 

最も顕著にプロット位置が他から離れた 10～12

月の鯵ヶ沢町のプロットを例とすると、Na＋の当量

沈着量を基に算出した ss-SO4
2-や ss-Cl-の推定量が

過大評価され、SO4
2-や Cl-の当量沈着量から ss-SO4

2-

や ss-Cl-の分を差し引いて nss-SO4
2-や nss-Cl-の当量

沈着量を算出したところ、限りなく 0 に近い値とな

ってしまった可能性がある。 

海塩起源イオンの割合が著しく高い場合に、非海

塩起源イオンの量や濃度の推定に影響を及ぼす懸

念を考慮すると、非海塩起源イオンに含まれる人為

起源イオンについて検討する上では、海塩起源イオ

ンの割合が比較的高い鯵ヶ沢町よりも青森市の方

が適していると考えられる。 

(2) Hotellingの𝑇2検定による比較 

非海塩起源イオンの組成比について、調査地点間

で有意差があるか検討するため、Hotelling の𝑇2検

定を実施した結果を表１に示す。 

検定の結果、非海塩起源イオンの組成比について、

5%有意水準で、調査地点間で有意差がないことが

示された。 

表 1 Hoteling の𝑇2検定の結果 

期間 検定結果 
（参考） 

𝑝値 

全体 有意差がない 0.69 

4～6 月 有意差がない 0.46 

7～9 月 有意差がない 0.13 

10～12 月 有意差がない 0.70 

1～3 月 有意差がない 0.57 

n = 236/年 n = 59/シーズン 

 

なお、Hotelling の𝑇2検定は、通常、データを表現

する変量が多くなることから、𝑡検定よりもデータ

の分布のばらつきが大きくなりやすく、通常は、「有

意差がある」という検定結果となることが多い。 

しかし、今回の検定では、トリリニアダイアグラ

ムで離れてしまったプロットを検定のデータに含

めたにもかかわらず、 𝑝 値（ 𝐹0 = 𝐹(𝑝, 𝑛 + ℎ − 1 −

𝑝, 𝑎) となる有意水準の設定値）は、表１に示すとお

り高い値となった。 

このことから、海水飛沫の影響を除いた場合、両

調査地点の降水は、イオンバランスの観点から、概

ね類似の特徴を持つことが示唆された。 

 

4.2 当量沈着量の調査地点間比較 

(1) 経時変化における比較 

非海塩起源イオンの当量沈着量の経時変化を図

4 に示す。青森市と鯵ヶ沢町は、概ね同じ傾向で非

海塩起源イオン当量沈着量が変動していた。 

なお、nss-Mg2+の当量沈着量については、2014 年

12 月の鯵ヶ沢町のみ極端に高い値となった。当該

月の各イオンの当量沈着量について確認したとこ

ろ、海塩起源イオン全体の当量沈着量が非海塩起源

イオンの 18 倍となっており、他のデータよりも比

較的高い倍率だった。そのため、4.1(1)でも考察し

たとおり、海塩起源イオンの当量沈着量自体が持つ

誤差が、nss-Mg2+の算出に支障を与えた懸念がある。 

(2) 相関図による比較 

青森市と鯵ヶ沢町が、概ね同じ傾向で非海塩起源

イオン当量沈着量が変動していたことから、単相関

をとったところ、図 5 に示すとおりとなり、正の相

関があることが示唆された。 

なお、nss-Mg2+の相関図で 1 点だけ外れているプ

ロットは、2014 年 12 月のものであり、このプロッ

トを除外した場合の 𝑅2 値は 0.64 まで上昇する。 

(3) 無相関検定による相関の検討 

 各非海塩起源イオンの当量沈着量について、エク

セル関数から算出した相関係数を用いて、調査地点 
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図 4 非海塩起源イオンの当量沈着量（青：青森市、赤：鯵ヶ沢町） 
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図 5 非海塩起源イオンの当量沈着量の相関図（横軸：青森市、縦軸：鯵ヶ沢町、赤点線：回帰直線） 
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間で無相関検定を実施した結果を表 2 に示す。 

 

表 2 無相関検定の結果 

イオン 検定結果 （参考）相関係数 

H+ 正の相関あり** 0.73 

nss- SO4
2- 正の相関あり** 0.83 

NO3
- 正の相関あり** 0.81 

nss-Cl- 正の相関あり** 0.80 

NH4
+ 正の相関あり** 0.82 

nss-K+ 正の相関あり** 0.65 

nss-Ca2+ 正の相関あり** 0.89 

nss-Mg2+ 正の相関あり* 0.20 

** 𝑝 < 0.01 * 𝑝 < 0.05 n=116 

 

検定の結果、全ての各非海塩起源イオンについて

5%有意水準で青森市と鯵ヶ沢町の試料の母集団に

は正の相関があること示された。 

特に nss-Mg2+を除く非海塩起源イオンについて

は、1%有意水準としても帰無仮説が棄却され、正

の相関があることが示された。 

このことから、両調査地点の非海塩起源イオンの

組成比に有意差がないことを含めて考慮すると、調

査地点の季節的な降水量の違いなどによる当量沈

着量の変動への影響は低いことが示唆された。 

 なお、nss-Mg2+の相関係数が低いにも関わらず、

無相関検定により正の相関があると示されたが、こ

れは、試料数が多いためであり、今回の相関係数の

場合は、100 試料以上でこの結果が導き出されるこ

とを確認した。 

(4) 過去 10年間の非海塩起源イオンの合計当量沈

着量による比較 

 過去 10 年間の非海塩起源イオンの合計当量沈着

量と調査地点間比を表 3 に示す。 

 

表 3 合計当量沈着量 

イオン 
青森市 

（meq/㎡） 

鯵ヶ沢町 

（meq/㎡） 

調査地点 

間比（%） 

H+ 191 179 107 

nss-SO4
2- 359 339 106 

NO3
- 263 249 106 

nss-Cl- 44 41 109 

NH4
+ 286 264 109 

nss-K+ 16 18 86 

nss-Ca2+ 120 112 108 

nss-Mg2+ 7.8 12 64 

調査地点間比：青森市/鯵ヶ沢町×100 

 過去 10 年間の非海塩起源イオンの当量沈着量の

合計値は、nss-Mg2+を除く非海塩起源イオンにおい

て、概ね同程度であった。 

このことから、過去 10 年間で降水中の人為的な

寄与である非海塩起源イオンが与えた環境負荷は、

青森市と鯵ヶ沢町で概ね同程度だったことが示唆

された。 

なお、2014 年 12 月のデータを除くと、nss-Mg2+

の当量沈着量の合計値は、青森市が 7.8 meq/㎡、鯵

ヶ沢町が 7.3 meq/㎡となり、同程度になる。 

 

５．結論 

1) トリリニアダイアグラムのプロットにより、青

森市及び鯵ヶ沢町の非海塩起源イオンの組成比は、

視覚的に、各シーズンにおいて同程度であることが

示された。 

また、Hotelling の𝑇2検定により、非海塩起源イオ

ンの組成比は、青森市と鯵ヶ沢町で有意差がないこ

とが統計的に示された。 

これらのことから、海水飛沫の影響を除いた場合、

両調査地点の降水は、イオンバランスの観点から、

概ね類似した特徴を持つことが示唆された 

2) 無相関検定により、青森市と鯵ヶ沢町の各非海

塩起源の当量沈着量の変動には正の相関があるこ

とが統計的に示された。 

このことから、調査地点の季節的な降水量の違い

などによる当量沈着量の変動への影響は低いこと

が示唆された。 

3) 過去 10 年間の非海塩起源イオンの合計当量沈

着量は、青森市と鯵ヶ沢町でそれぞれ同程度だった

ことが示された。 

このことから、過去 10 年間で降水が与えた環境

負荷は、両調査地点で概ね同程度だったことが示唆

された。 

4) 非海塩起源の算出に支障が生じた可能性を持つ

試料が散見された。非海塩起源イオンに含まれる人

為起源イオンについて検討する上では、海塩起源イ

オンの割合が比較的多い鯵ヶ沢町よりも青森市の

方が適していることが示唆された。 
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Comparison of ionic composition and equivalent deposition of acid rain 

 in Aomori Prefecture at investigation sites 

 

Motoko Bodaiji, Ryuji Hanaishi, Taketo Jin 

 

 

Two investigation sites for acid rain (wet deposition) in Aomori Prefecture, Aomori city and Ajigasawa town, are close 

to the coast and the precipitation contains a large amount of sea salt ions. In order to investigate the differences in 

composition ratio of non-sea salt ions in precipitation between these investigation sites,a comparison of the composition 

ratio of non-sea salt ions in precipitation collected from fiscal year 2012 to 2021 was performed using tri-linear diagram 

and Hotelling’s T-squared test was also performed. In addition, for equivalent deposition of non-sea salt ions, tests for 

non-correlation and comparisons of the totalamount were performed. 

The results showed that, across investigation sites, [1] the composition ratio of non-sea salt ions was similarin each 

season and there were no significant differences, [2] there was a positive correlation between the variation of equivalent 

deposition amount of non-sea salt ions, and [3] the total equivalent deposition amount of non-sea salt ions is suggested 

to be similar in the past 10 years. 

This research study suggested that precipitation at the two sites displayed similar characteristics from the perspective 

of ion balance when the effect of sea salt ions was excluded, and the environmental load was similar. 

 

 

Key words: Acid rain, Non-sea salt, Tri-linear diagram, Hotelling’s T-squared test, Test of no correlation 
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青森県近海におけるホタテガイ及び魚類中の PAH4測定結果 

 

五十嵐飛鳥  岩舘樹里  山本明美 

 

 

対 EU 輸出用ホタテガイ中の環境汚染物質の検査として、2008 年度からベンゾ［a］ピレンの検査を実

施してきたが、2020 年度からはベンゾ［a］ピレンに加えてベンゾ［a］アントラセン、ベンゾ［b］フル

オランテン、クリセンの 4 種類の多環芳香族炭化水素（PAH4）の検査を実施している。日本では食品中の

ベンゾ［a］ピレンの基準値は設定されておらず、実態調査例もほとんど見られないが、EU、中国や韓国

では一部の食品に基準値が設定 1)されており、韓国では魚類に対しても基準値が設定されている。     

そこで、2008 年度からの対 EU 輸出用ホタテガイ検査結果のとりまとめ及び青森県近海における魚類中

の PAH4 の実態調査を実施し、これらについて報告するものである。 

 

 

Key words：Polycyclic Aromatic Hydrocarbons (PAHs) ,  BaP,  PAH4,  EU  

 

 

 

１．はじめに 

多環芳香族炭化水素（ Polycyclic Aromatic 

Hydrocarbons：PAHs）は、主に石炭や石油などの化

石燃料に含まれている物質であるが、排気ガスや

ゴミの燃焼、石油流出によっても生成する 1）こと

が知られている。このため、大気汚染や海洋汚染

等の環境汚染の指標ともされている。PAHs の仲間

としては、ベンゾ［a］ピレン（BaP）が最もよく

知られている。 

PAHs は急性毒性がそれほど強くなく、ヒトが摂

取する量もあまり多くないことから、日本では基

準値が設けられていないが、BaP は国際がん研究機

関（IRAC）による発がん性評価においてグループ

1（ヒトに対して発がん性がある）と評価されてお

り、他の PAHs も発がんの可能性が示唆 2）されて

いる。そのため、EU や中国、韓国などでは基準値

が設けられている 1）3）。 

食品では、食品の加工（直火加熱、燻製）、調理

（特に肉や魚が直接火と接触するような調理）の

過程や、環境由来の汚染により意図せずに食品に

含まれ 4）、欧州では鰹節や燻製チーズ、燻製魚から

BaP 以外にもベンゾ［a］アントラセン（BaA）、ベ

ンゾ［b］フルオランテン（BbF）、クリセン（CHR）

等が検出されたことが報告されている 5)。また、中

国や韓国では一部の食品に BaP の基準値が設けら

れており、韓国の魚類に対する BaP の基準値は 2.0 

µg/kg1）4）である。EU では従来、BaP のみの基準値

が設けられていたが、現在は BaP 単独の他、BaP、

BaA、BbF 及び CHR の総量の 2 種で基準値が設け

られている。EU の基準値 3）を表 1 に示す。 

 

 表 1 EUにおける食品の基準値※（μg/kg） 

 食品名 BaP 
PAH4 

総量 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

 

7 

8 

9 

食用油脂 

カカオ豆及びその加工食品（脂肪あたり） 

ココナッツ油 

畜肉の燻製及びその加工品 

魚介類の燻製及びその加工品 

燻製ｽﾌﾟﾗｯﾄ及び缶詰の燻製ｽﾌﾟﾗｯﾄ、 

二枚貝、加熱処理肉及びその加工品 

二枚貝（燻製） 

乳幼児向け加工穀類食品 

乳児向け調製乳及びﾌｫﾛｰｵﾝ調製乳 

2.0 

5.0 

2.0 

2.0 

2.0 

5.0 

 

6.0 

1.0 

1.0 

10.0 

30.0 

20.0 

12.0 

12.0 

30.0 

 

35.0 

1.0 

1.0 

※2015年 4月 1日以降の基準値 

 

ホタテガイを EU に輸出するためには EUの基準

に適合していなければならない。そのため、青森

県では 2008 年から「対 EU 輸出水産食品の取扱要

領 6）」に従い、EU モニタリング検査としてホタテ

ガイ中の BaP の検査を実施してきた。しかし、前

述のとおり、EU は BaP 単独の他、BaP、BaA、BbF

及び CHR の総量についても 2012 年 9 月から基準

値を新たに設定 3）した。 
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日本では 2020 年に「EU 向け輸出二枚貝の海域

指定及び海域モニタリングの手続等の見直しにつ

いて」（令和元年 12 月 17 日付薬生食監発 1217 第 4

号、元消安第 4014 号、元水漁第 1182 号）により総

合的な見直しが行われ、この際に、これら 4 つの

多環芳香族炭化水素（以下「PAH4」）の検査が必要

とした。これを受けて青森県も 2020 年度から対 EU

輸出ホタテガイについて PAH4 検査を実施するこ

ととなった。この際、採捕地点及び採捕回数につ

いても見直されたため、2008 年度から 2019 年度ま

では年に 2 回、4 地点 6 検体で BaP のみの検査を実

施してきたが、2020 年度からは年 1 回、1 地点 1

検体について、PAH4 の検査を実施している。 

この検査において BaPは 2008年度の開始時から

2017 年度の 2 検体（0.0006 µg/g）を除いては定量

下限未満であったが、2020 年度から開始した PAH4

の調査では 2022 年度までの 3 年間の検査結果にお

いて、BbF のみすべて有意に検出されており、加

工食品以外であっても PAHs が有意に検出される

食品があることが示唆された。 

また、韓国では魚類に対し BaP の基準値を設け

ていることもあり、ホタテガイ以外の魚類につい

ても現在の含有状況を把握することを目的として、

2022 年度に青森県近海で採取された魚類中の

PAH4 の実態調査を実施した。 

今回、過去からの対 EU モニタリング検査におけ

るホタテガイの検査結果及び今年度の魚類中の

PAH4 の調査結果を取りまとめたので報告する。 

 

２．検査の概要 

2.1 試料 

 試料は、青森県近海で捕獲された魚を対象とし、

採取地点が明記されていた市販の魚（表 2）を 12

検体用いた。検査部位は頭と内臓を除去した可食

部のみ（皮は含む）とし、捌いた後にフードプロ

セッサーで細切したものを供試料とした。 

 なお、ホタテガイは EU の試験法に従い、中腸線

等を除去した筋肉部及び生殖巣を対象とした。 

2.2 試薬等 

(1) PAH4 混合標準溶液の調製及び検量線の作成 

標準品は富士フィルム和光純薬株式会社の環境

分析用 BaP、BaA、BbF、CHR 標準品を用いた。 

標準品をそれぞれ別の 50 mL 全量フラスコに

25.0 g を精密に量り取り、アセトニトリルを加えて

溶かし、50.0 mL とした。（各 500 μg/mL） 

この溶液を各 1.0 mL 取り、アセトニトリルで正

確に 50.0 mL とした（各成分 10 μg/mL）。これを混

合標準溶液とし、アセトニトリルで段階希釈する

ことにより、0.005～0.1 µg/mL の範囲の検量線用標

準溶液を調製した。 

得られたクロマトグラムのピーク面積から絶対

検量線法にて定量した。 

(2) 試薬等 

 試薬は、アセトニトリルは液体クロマトグラフ

用、n-ヘキサン、エタノール及び無水硫酸ナトリウ

ムは残留農薬試験用、水酸化カリウムは特級を用

いた。 

 シリカゲルカラムは Waters 製の Sep-Pak Plus 

Silica Cartridge (690 mg / 1.6 mL)を使用した。 

(3) 装置及び測定条件 

 測定は島津製作所製高速液体クロマトグラフ

LC-20A を使用した。測定条件は表 3 のとおりであ

る。 

表 3 HPLC測定条件 

分析カラム 

 

カラム温度 

流速・注入量 

検出器 

測定波長 

 

 

移動相 

Develosil PAHS-5(野村化学㈱社製) 

内径 4.0mm×150mm，5μm 

30 ℃ 

1.0 mL/min・10 µL 

蛍光検出器 

BaA,CHR 励起 270 nm, 蛍光 400 nm 

BbF   励起 256 nm、蛍光 446 nm 

BaP   励起 384 nm、蛍光 406 nm 

A : アセトニトリル/水＝70/30 

B : アセトニトリル 

グラジエント条件 

時間（分） 

0.00 

5.00 

15.00 

22.00 

％A 

90 

90 

10 

10 

％B 

10 

10 

90 

90 

 表 2 分析対象 

 試料名 捕獲場所 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

マダイ 

ｶﾅｶﾞｼﾗ 

ほっけ 

ヒラメ 

ニシン 

マス 

ﾐｽﾞｸｻｶﾚｲ 

イワシ 

黒メバル 

サバ 

アジ 

赤メバル 

外ヶ浜 

外ヶ浜 

深浦 

陸奥湾 

深浦 

外ヶ浜(平舘) 

外ヶ浜(平舘) 

青森・北海道 

中泊（小泊） 

外ヶ浜(平舘) 

深浦 

中泊（小泊） 

   



青森県環境保健センター年報 第 33 号（2022） 

- 80 - 

 

2.3 分析方法 

 分析操作は「衛生試験法・注解 2015 2.4.2 有機

化合物 )ベンゾ［a］ピレン」を一部変更した方法

により、図 1 のフロー図のとおり実施した。 

アルカリ加熱分解後、ヘキサンで抽出し、シリ

カゲルミニカラムで精製した。 

 

 試料 20g（300 mL ナスフラスコ） 

    ← EtOH  150 mL 

    ← 蒸留水 10 mL 

    ← KOH  12 g 

 加熱還流（2時間） 

 

 放冷 

 1000 mL分液ロートに移す 

    ← 蒸留水 150 mL 

    ←ヘキサン 100 mL 

 振とう（5分） 

 

 上層（ヘキサン層）   下層（水層） 

             500 mL分液ロートに移す 

             ←ヘキサン 100 mL 

             振とう（5分） 

 

             上層（ヘキサン層） 

 洗浄（ヘキサン飽和水） 

 

脱水（無水硫酸 Na 40gを充填したカラムクロマト管） 

    ヘキサン層を流下、溶出液を 500 mL ナスフラスコで受け 

 

 濃縮（ロータリーエバポレーター、40 ℃ 約 3 mLまで） 

 

 精製（シリカゲルミニカラム） 

    濃縮した上記試験液を全量負荷し、ヘキサン 25 mLで溶出 

 

 濃縮（ロータリーエバポレーター、40 ℃ 乾固寸前まで） 

 

 アセトニトリルで正確に 2 mLとする …試験溶液 

 

 

 

2.4 添加回収試験 

 添加回収試験は、試料の中の赤メバルに可食部

中 0.005 μg/g（試験溶液として 0.05 μg/mL）になる

よう、PAH4 混合標準液を添加したものについて実

施した。 

 

３．結果と考察 

3.1 魚類中 PAH4濃度 

 2022 年度に実施した青森県近海で捕獲された魚

類 12 検体からは PAH4 はいずれも検出されなかっ

た。（<0.0005 µg/g） 

 なお、添加回収試験の結果は、PAH4 の各項目と

も 94.0％と良好であった。 

3.2 ホタテガイ中 PAH4及び BaP濃度 

 同様の検査方法で、2016 年に実施した 12 検体の

結果及び 2020 年度から 2022 年度に実施した対 EU

モニタリング検査におけるホタテガイ中の PAH4

の測定結果は表 4、5 のとおりであった。 

 

表 4 ホタテガイ中 PAH4測定結果（2016年度）     

(単位：μg/g) 

地点・月＼項目 BaP BaA BbF CHR 

野

辺

地 

籠 
6 N.D. N.D. 0.0006 0.0005 

11 N.D. N.D. 0.0014 0.0006 

耳吊 
6 N.D. N.D. 0.0005 N.D. 

11 N.D. N.D. 0.0015 0.0006 

平

内 

籠 
6 N.D. N.D. 0.0006 N.D 

11 N.D. N.D. 0.0016 0.0006 

耳吊 
6 N.D. N.D. 0.0005 N.D. 

11 N.D. N.D. 0.0020 0.0006 

む

つ 
籠 

6 N.D. N.D. 0.0006 N.D. 

11 N.D. N.D. 0.0021 0.0007 

川

内 
籠 

6 N.D. N.D. 0.0008 N.D. 

11 N.D. N.D. 0.0021 0.0008 

※N.D.は定量下限未満（<0.0005 µg/g） 

 

表 5 ホタテガイ中 PAH4測定結果（1地点） 

(単位：μg/g) 

年度＼項目 BaP BaA BbF CHR 

2020 N.D. N.D. 0.0023 0.0008 

2021 N.D. N.D. 0.0010 N.D. 

2022 N.D. N.D. 0.0009 N.D. 

※N.D.は定量下限未満（<0.0005 µg/g） 

 

 参考として、PAH4 及びホタテガイ（添加・無添

加）のクロマトグラムを図 2 に示した。 

図 1 試験溶液調製方法 
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2008年度から 2019年度に実施した検査における

ホタテガイ中 BaP は 2017 年度の 2 検体（0.0006 

µg/g）を除いては検出されておらず、同様に 2020

年度からの検査（表 5）においてもすべて定量下限

未満であった（定量下限：2014 年までは 0.001 µg/g、

それ以降は 0.0005 µg/g）。一方、新たに検査を開始

した BaP 以外の項目では、BbF が 0.0009 ～ 0.0023 

µg/g、CHR が 0.0008 µg/g 検出された。BaA はいず

れの検体においても検出されなかった。 

なお、2016 年度に同ホタテガイ中の PAH4 につ

いて測定した結果（表 4）では、BbF が 12 検体中

12 検体から 0.0005～0.0021 µg/g 検出され、CHR が

12 検体中 7 検体から 0.0005～0.0008 µg/g 検出され

ており、2020 年度から 2022 年度の検査結果と同様

の傾向を示していた。 

 

４．まとめ 

 ホタテガイ中の PAH4 は BbF 及び CHR が有意に

検出される傾向があったが、今年度実施した青森

県近海で捕獲された魚類 12 検体の可食部からは

PAH4 はいずれの項目も検出されなかった。 

 欧州食品安全機関（EFSA）が EU 加盟 18 ヶ国か

らのデータを評価した結果 5)において、鮮魚中の

PAH4濃度は 0.08 ～0.48 µg/kgと非常に低い値に対

し、二枚貝では 10.68 µg/kg ～10.75 µg/kg であった

と報告されている。 

 今回の結果はこの傾向と同様であった。なお、

ホタテガイ中の測定結果は欧州の二枚貝の測定値
5)より十分低い濃度であり、ホタテガイからの検出

は環境の汚染によるものではないことが示唆され

た。また、今回実施した青森県近海の魚類にも

PAH4 の汚染がないことが確認された。 
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フグ毒（テトロドトキシン）による食中毒事例紹介 

 －LC-MS/MSによる試験法の構築－ 

 

田中綾乃  山本明美 

 

 

令和 4 年度、県内でフグ毒(テトロドトキシン。以下「TTX」と言う。)による食中毒事案が発生した。

患者はフグの肝臓を喫食しており、残品である筋肉、皮及びヒレが確認検査のため当所へ搬入された。前

年度構築した、LC-MS/MS による麻痺性貝毒及びテトロドトキシンの一斉分析法の一部を変更した方法に

て検査を実施したところ、皮及びヒレから「弱毒」から「強毒」に相当する毒量の TTX が検出され、特に

背側の黒色の部位が高い傾向にあった。今回、残置食品を対象とした、マウス毒性試験法に代わる

LC-MS/MS を用いた迅速な試験法を構築したので、標準作業書を整備し今後の食中毒事案への迅速な対応

に備える。 

 

 

Key words：pufferfish, tetrodotoxin, food poisoning, LC-MS/MS 

 

 

 

１．はじめに 

日本では、古くからフグを食べる文化が根付い

ている一方で、毎年全国で 30 件程度のフグ毒によ

る食中毒が発生している。中毒症状としては、食

後 20 分から 3 時間程度の短時間でしびれや麻痺症

状が現れ、重症の場合には呼吸困難で死亡するこ

ともあり、日本で起こる食中毒死亡者の過半数を

占めている 1)。このフグ食中毒の主な原因物質であ

る TTX は通常の加熱では壊れず、人の致死量は約

1～2 mg とされ、その強さは青酸カリの 1,000 倍と

も言われている 2,3)。 

 フグ毒の検査について、「食品衛生検査指針(理

化学編)」4)には、フグの抽出液をマウスの腹腔内

に投与し、致死時間から毒力を量る「マウス毒性

試験法」が「参考法」として示されている。この

試験法は、毒性を評価する確実な方法であるが、

常時対応可能な検査体制を確保するにはマウスの

常備が必要であることに加え、動物実験に伴う倫

理上の問題やマウス個体差等に由来する分析精度

の問題がある。このため、近年、迅速で、高感度

かつ高選択性を有する LC-MS/MS を用いた試験法

が多く報告されている。 

そこで、今年度県内で発生したフグ毒食中毒事

案への対応に際し、当所において LC-MS/MS を用

いた検査法を構築したので、食中毒事案の紹介と

ともに検査の概要について報告する。 

２．食中毒事案の概要 

 2022 年 9 月 18 日、県内の A 保健所管内の 70 代

男性が自分で調理したフグの肝臓を食べ、その約

一時間後にふらつきや言葉のもたつき等の症状が

現れ、その後受診した病院で呼吸困難、意識不明

となった。患者の臨床症状及び喫食状況から、医

師はフグによる食中毒と断定し、9 月 21 日に保健

所へ届け出があり、同日、確認検査のため当所へ

フグの残品が搬入された。 

 フグは基本的に食べてはいけないものとされ、

有毒部位を除去していない釣ったままのフグをそ

のまま店で販売することは食品衛生法違反となる。

そのため、昭和 58 年に発出された厚生労働省の通

知「フグの衛生確保について」(環乳第 59 号)5)で

は、肝臓や卵巣をはじめ内臓はすべてのフグにお

いて食用を禁止した上で、「処理等により人の健康

を損なうおそれがないと認められるフグの種類及

び部位」(以下「別表 1」と言う。)を定め、食用可

能なフグの種類と部位を明文化している。 

このように、毒の強さは、フグの種類、産地、

季節によって異なり、また、同一海域で同時期に

捕獲された同一種においても、無毒に近いものか

ら猛毒の個体までその毒性は著しい個体差を示す。

また、近年、フグの異種交配により有毒部位が不



青森県環境保健センター年報 第 33 号（2022） 

- 83 - 
 

明な「雑種フグ」も増加しており 6,7)、食中毒を防

ぐためには、フグ毒に関する十分な知識と、それ

に基づく適切な処理が必要とされる。 

今回の食中毒事案では、保健所による調査の結

果、患者が喫食したのは「マフグ」の肝臓と推定

されたが、別表 1 によると「マフグ」で可食部位

とされているのは筋肉及び精巣のみである。 

 

３．検査の概要 

3.1 試料 

 実際に喫食した肝臓は採取できず、残置食品が

検体 1(フグの筋肉)、検体 2(フグの皮及びヒレ)と

して計 2 検体、それぞれ袋にひとまとめになった

冷凍状態で搬入された。流水解凍後、各袋ごとに

トレイ上で中身を広げて確認したところ、検体 1

の袋には腹膜が付いた状態の三枚おろし後の身 2

枚、検体 2 の袋には半身分の皮 2 枚及びヒレ 5 枚

が入っており、その量は合わせて一匹分に相当す

るものとなっている。 

 ピークの検出確認用試料として、フグは入手困

難であったため、鯛の刺身を筋肉の代用として使

用した。 

3.2 試料の前処理 

(1)筋肉 

 解凍により生じた袋に溜まっていたドリップ

(検体番号：1-1)、身から剥がした腹膜(1-2)、身に

ついては場所によって毒の有無が異なる可能性も

考え、2 枚からそれぞれ頭側(1-3)、中央部(1-4)、

尾側(1-5)を切り取って合わせたものの 3 つに、計

5 つに細分化した。 

(2)皮及びヒレ 

 ヒレについては、大きさによる組み合わせで尾

ビレ(2-1)、ヒレ中(尻ビレ＋背ビレ)(2-2)、ヒレ小

(胸ビレ 2 枚)(2-3)の 3 つに、皮については、2 枚

からそれぞれ頭側(2-4)と尾側(2-5)、中央部は黒色

の背側(2-6)と白色の腹側(2-7)の 4 つに、計 7 つに

細分化した。 

 以上のように、それぞれ切り分けた試料につい

て、筋肉は、ハサミで細切化後に乳鉢ですりつぶ

したものを、皮及びヒレは、ハサミで細切化した

ものを検査に用いた。 

3.3 試験溶液の調製 

 操作の詳細は図 1 に示すとおり、各試料ごとに

2.0 g ずつ採取し、0.1 %酢酸で抽出、希釈及び精製

して得られた試料溶液を LC-MS/MS で測定した。 

TTX は弱酸性溶液中で安定することから、0.1 %酢

酸で抽出した。また、皮及びヒレの場合は、含ま

れるゼラチン質等の影響によりゲル化しやすいこ

とから 8,9)、とろみが残らない程度まで 0.1 %酢酸で

希釈した。最終試験溶液は、LC-MS/MS での測定

直前に調製し、0.25 %酢酸含有 80 %アセトニトリ

ルで希釈した。その際に白濁した場合は、10 mL に

定容した抽出液を 0.1 %酢酸で追加希釈した後、

0.25 %酢酸含有 80 %アセトニトリルで希釈した。 

 

試料 2 g 相当(50 mL 遠沈管) 

←0.1 %酢酸 8 mL 

ボルテックス(約 30 秒) 

  

沸騰水浴中で加熱(10 分) 

   ←冷水で冷却 

遠心分離(3,000 rpm,5 分,20℃) 

   ←上清を 10 mL 試験管に移し替え 

定容 

←0.1 %酢酸で 10 mL 定容 

希釈(1.5 mL チューブに分取) 

←0.1 %酢酸で適宜希釈  

    (※今回は筋肉：2 倍、皮及びヒレ：5 倍で実施) 

遠心分離(10,000 rpm 以上,20 分,4℃) 

  

希釈(1.5 mL チューブに分取) 

←0.25 %酢酸含有 80 %アセトニトリルで適宜希釈  

    (※基本は 10 倍希釈) 

ろ過(0.2 µm フィルター) 

  

試験溶液 →LC-MS/MS 測定 

図 1 試験溶液調製方法 

 

3.4 検量線用標準溶液の調製 

 カナダ NRC 社製の TTX 認証標準物質(認証

値:6.74±0.24 µg/mL)を用いた。TTX 認証標準物質

を 1 %酢酸で 10 倍希釈したものを標準溶液とし、

検量線の直線性が確認できた 2.7 ng/mL～269.6 

ng/mL の範囲で、標準溶液を 0.25 %酢酸含有 80 %

アセトニトリルにより段階希釈して調製した。 

3.5 機器分析 

 農林水産省の委託事業「令和 3 年度輸出環境整

備推進委託事業(EU 向け二枚貝輸出に係る体制整

備事業)」に参加し、LC-MS/MS による麻痺性貝毒

及び TTX の一斉分析法を構築したことから、機器

分析についてはその方法 10,11)を用いた(図 2)。 

なお、3.3で示した試験溶液の調製方法は、前述

の一斉分析法における方法を元に、より簡便かつ

TTX の抽出に適した方法に改良したものである。 
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3.6 ピークの検出確認 

 今回用いた TTX 認証標準物質では添加回収試験

に必要な濃度の添加用標準溶液の調製が困難であ

ったことから、抽出液に一定量の TTX 標準溶液を

スパイクし、ピークの検出確認を行うこととした。 

検体 1-4(身の中央部)及び鯛の刺身について、10 mL

に定容した後、0.1 %酢酸で 2 倍希釈した抽出液に

ついて、TTX 濃度が 6.74 ng/mL になるよう TTX 標

準溶液をスパイクし、以降試験溶液と同様に調製

した溶液を測定した。その結果、両者とも S/N = 3

以上のピーク検出を確認した。 

 

LC 部  

装置：Waters ACQUITY UPLC I-Class 流速及びグラジエント条件： 

分析カラム：Waters ACQUITY UPLC BEH Amide 時間(分) 流速(mL/min) A(%) B(%) 

(1.7 µm,2.1×150 mm),ガードカラム付 初期 0.4 2.0 98.0 

移動相：A 0.015 %ギ酸＋0.015 %アンモニア水 5.00 0.4 2.0 98.0 

(pH 9.0～9.4) 7.50 0.4 50.0 50.0 

B 0.01 %ギ酸含有 70 %メタノール 9.00 0.5 50.0 50.0 

測定時間：11 分  カラム温度：60 ℃  注入量：2 µL 9.50 0.5 2.0 98.0 

 10.00 0.8 2.0 98.0 

※別途作成したメソッド 8,9)にてカラムを十分にコンディショニング後、右記測定用メソッドに切り替え 

MS 部 

装置：Waters Xevo TQ-S micro  イオン化モード：ESI(positive,negative) 

Capillary：2.5 kV  Desolvation Gas：600 ℃,1000 L/Hr  Cone Gas：100 L/Hr  Source Temp：150 ℃ 

MRM 条件 

Precursor ion 

(m/z) 
Cone (V) 

Product ion 

(m/z) 

Collision  

(eV) 

Product 2 ion 

(m/z) 

Collision 

 (eV) 

320.1 20 302.1 22 162.1 36 

図 2 LC-MS/MS 測定条件 

 

４．結果 

試験品が有毒であるかどうかは、マウスユニッ

ト(MU)という単位を用いて判定した。ここで 1 

MU とは、体重 20 g のマウスを 30 分で死亡させる

毒量と定義され、TTX 0.22 µg に相当する 4)ことか

ら、測定結果から換算して求めたマウス毒力を表 1

に示す。なお、10 MU/g を超えると有毒と判定され

る。 

 

試験品名 検体番号 
検査結果 毒力 

分類 

 

µg/g MU/g  

検体 1 

フグ 

(筋肉) 

1-1 袋に溜まったドリップ 0.30 1.4 無毒 (数字)：定量下限値未満のため 

1-2 身からはがした腹膜 0.56 2.5 無毒  

1-3 身 頭側 (0.14) (0.6) 無毒 ※定量下限値 

1-4 身 中央部 (0.11) (0.5) 無毒   筋肉：0.27 µg/g，約 1.2 MU/g 

1-5 身 尾側 (0.09) (0.4) 無毒   皮及びヒレ： 

検体 2 

フグ 

(ヒレ及び皮) 

2-1 尾ビレ 14.01 63.7 弱毒 0.68 µg/g，約 3.0 MU/g 

2-2 ヒレ 中(尻ビレ＋背ビレ) 12.10 55.0 弱毒  

2-3 ヒレ 小(胸ビレ) 18.34 83.4 弱毒 【参考】有毒の判定基準 10 MU/g 

2-4 皮 頭側(黒色) 27.13 123.3 強毒 無毒：10 MU/g 未満 

2-5 皮 尾側(黒色と白色の混合) 12.70 57.7 弱毒 弱毒：10～100 MU/g 

2-6 皮 背側(黒色) 34.68 157.6 強毒 強毒：100～1,000 MU/g 

2-7 皮 頭側(白色) 16.66 75.7 弱毒 猛毒：1,000 MU/g 超 

表 1 検査結果 
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まず、検体 1 については、身から剥がした腹膜

から若干検出され、筋肉からも定量下限値未満で

あるものの検出が確認された。さらに、TTX は水

溶性であるためドリップからも検出されたが、い

ずれも 10 MU/g 以下であり無毒と判定された。こ

のことから、筋肉は腹膜により内臓に含有する

TTX から守られていると考えられた。次に、検体 2

の皮及びヒレについては、55.0 MU/g～157.6 MU/g

であり、弱毒～強毒に相当すると判定された 3,12)。 

また、皮の背側と腹側では傾向が異なり、上部

の黒色部分のみを採取した頭側 (2-4)及び背側

(2-6)が強毒に相当する高い毒力であるという結果

であった。 

 

５．考察 

当所へ搬入された検体について検査した結果、

筋肉は無毒、皮及びヒレは有毒であった。この結

果は、推定されたフグの種類「マフグ」の別表 1

と一致した。また、TTX は皮の腺組織等に分布す

る 3,12)ことが知られているが、今回、皮を 4 つに分

割して分析した結果、毒力は腹側白色の皮より背

側黒色の皮の方が高く、また、頭部に近い方の皮

が尾付近より高かった。このことから皮中の TTX

の分布には偏りがあることが示唆された。 

 

６．まとめ 

フグ毒について、LC-MS/MS 法を用いた、マウ

ス毒性試験法に代わる迅速な定性及び定量法を構

築した。この結果を反映させた健康危機管理標準

作業書を整備し、今後のフグ毒食中毒事案に備え

ることとする。 
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ベイズ統計手法に基づきケミカルマスバランス計算を行う表計算マクロの作成： 

時系列データ処理 

 

花石竜治 

 

 

筆者は、ベイズ法によりケミカルマスバランス(CMB)計算を行う Microsoft 社 Excel のマクロを 2021 年

度に作成した。本報告では、それを時系列データ解析に用いるための時系列データ作成法とマクロの動作、

出力値について述べ、出力値に関係する未知発生源の扱いや寄与の比較について報告する。また本研究で

は、初期値乱数設定および乱数処理法の改良を行い、ベイズ法の応用に用いるマルコフ連鎖モンテカルロ

計算の計算条件について知見が得られた。解析例として、従来法で解析が困難だった底質中のダイオキシ

ン類の発生源解析を取り上げ、ベイズ法が安定した寄与率を与えることを示した。以上の検討により、本

研究では、ベイズ法による CMB 計算をより精度よく可能にすることができたと考える。 

 

 

Key words：Bayesian statistics, Chemical mass balance, Time-series data, Dioxins  

 

 

 

１．はじめに 

微小粒子状物質としての PM2.5 の削減のシナリ

オは、成分測定の結果から発生源を推定し、対策を

行うことである。発生源推定には、元素濃度などの

化学的な情報が用いられる。これまで、浮遊粉じん

の発生源推定には、リセプターモデルの中で、発生

源から観測点まで化学種が組成を変えずに到達す

る と い う 仮 定 を 用 い た Chemical Mass 

Balance(CMB)1) 法や、発生源の情報なしにその化学

組成およびその寄与を算出する Positive Matrix 

Factorization(PMF)1) 法が用いられてきた。 

CMB 法は発生源情報を必要とするが、この情報

が確かな場合には環境汚染の観測濃度があれば、少

ない計算機資源で発生源寄与を求められるという

長所がある。この方法が提唱 2) されてから半世紀

が経過したが、近年は電子計算機の発達で高度な数

値計算が可能となり、古典的・頻度主義的な確率論・

統計学に基づいた最小二乗法はもちろん、マルコフ

連鎖モンテカルロ (MCMC) 法によるベイズ統計

手法も計算手法となっている。 

筆者は、2021 年度、柏木らのベイズ統計手法 3) 

を用いる CMB 法を簡略化して、演算中心部を C 言

語で記述した DLL を用いるマイクロソフト社

Excel の VBA マクロとしてコードし、データ表か

ら直接的に CMB 計算をできる環境を整えた 4)。こ

のマクロは、内海ら 5) により PM2.5 の発生源推定

に用いられた。 

今回、筆者が作成したマクロのうち、内海らが利

用した時系列データへの応用の部分を中心に、その

後の改良も含めて報告する。 

 

２．昨年度開発した Excelマクロについて 

計算の流れを以下に簡単に記述する。 

発生源寄与および未知発生源の化学種組成をパ

ラメータとし、これが確率変数となるベイズ型モデ

ルとする。柏木は、パラメータが取るベイズ更新に

ついての完全条件付き確率分布である、切断正規分

布の期待値と分散の表式を与えた 3)。 

MCMC 法を行うには数種類の方法がある 6) が、

ギブズサンプラの方法では、パラメータの初期値を

乱数で与え、パラメータについて順番にこのベイズ

更新を行う。すべてのパラメータについて更新が終

了したら、また最初のパラメータセットからベイズ

更新を行う。これを繰返して実行すれば、定常的な

マルコフ連鎖となる。多数回の実行結果（マルコフ

連鎖を多数回行う単一連鎖法および異なった乱数

初期値のセットを用いる多重連鎖法による）の期待

値を取り（モンテカルロ積分）、モデルパラメータ

の推定値とする。 
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３．時系列データの設定と解析の概要 

図 1 に示すように、時系列データを、おおもとの

CMB 計算表の化学種濃度の順にしたがい、記述す

る。データ名（日付）の列には分析値(g/m3)、その

右の列には標準偏差(g/m3)を記入する。行による

化学種の記述後、一行開けて、質量濃度を記入する。

その下には、CMB 計算では用いないが、寄与計算

には用いる化学種の濃度(g/m3)を記述する。これ

を、列を連続として、右に追加し、時系列データと

する。空白列があれば、マクロはそこを時系列デー

タの終わりと認識する。 

このワークシートにTimeSeriesDefineという文字

列を含む名前をつけ、CMB ダイアログを立ち上げ

ると、プログラムが自動認識し、TimeSeriesDefine が

ワークシート名の先頭につくシート名の一覧を表

示する。図 2 にそのダイアログを示した。 

次にこのダイアログで、CMB 計算そのものの設

定（例えばベイズ法であれば、繰返し回数、burn-in

回数、多重連鎖法回数、間引き回数などの設定）を

してから、設定した TimeSeriesDefine*を選択し、「時

系列データ解析」をクリックする。マクロは最初に

化学種濃度の並びのチェックを行ってから、時系列

データを次々に読み込み、CMB 計算を行う。原則

として、時系列データ解析では、解析に使用した発

生源プロファイルのワークシートの表の下に結果

を出力する。 

 

 

図 1 時系列データのスプレッドシート表の一部

 

 

図 2 CMB計算マクロの起動時のダイアログ 

 

４．CMB計算および解析理論の改良 

4.1 時系列データ解析における出力 

時系列データ解析で出力される量は、発生源寄与、

CMB 計算では用いないが寄与の計算を行う化学種

の寄与、割り当てられなかった発生源寄与(𝑈𝐾)、不

確実さ(𝑈𝐶) である。以下に説明する。 
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4.2 CMB 計算では用いないが寄与の計算を行う化

学種の寄与 

CMB 計算で求められた発生源の寄与を 𝜃𝑗 とす

ると、柏木による CMB 方程式 3) は、 

 

𝜁𝑖 =∑𝜉𝑖𝑗𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

+ 𝜔𝑖 (1 −∑𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

) (1) 

 

ここで、 

𝜁𝑖：i 番目の化学種の観測サイトにおける環境濃度

（計算時の単位：g 化学種/g 粉じん）。大気中濃度

が 𝑧𝑖 (g 化学種/m3)で、質量濃度が 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 (g 粉

じん/m3)のとき、 

 

𝜁𝑖 =
𝑧𝑖

𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙
 (2) 

 

𝜉𝑖,𝑗：i 番目の化学種の発生源プロファイルの j 番目

の発生源を示す。計算時の単位：g 化学種/g 粉じん 

𝜃𝑗：j 番目の発生源寄与（無次元） 

𝜔𝑖：未知発生源における i 番目の化学種濃度。計算

時の単位：g 化学種/g 粉じん 

𝑛𝑗：発生源の数 

 

である。 

次に、CMB 計算に考慮していない化学種を考え

る。その化学種が 𝑛𝑘 種あり、k 番目の化学種の大

気中における濃度が 𝑧𝑘
′  (g 化学種/m3)であるとす

る。これを質量濃度 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 (g 粉じん/m3) で除す

ると、その商 𝜂𝑘
′ = 𝑧𝑘

′ 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙⁄   は、粉じん中の化学

種の濃度を表し、単位は g化学種/g粉じんとなる。

この化学種が観測地点に届くとすれば、寄与が 𝜃𝑘
′  

である仮想的な発生源を考えて、プロファイルが 

𝜉𝑘,𝑘
′  （単位：g 化学種/g 粉じん）である場合、 

 

𝜂𝑘
′ = 𝜉𝑘,𝑘

′ 𝜃𝑘
′  (3) 

 

となる。 

以上から、CMB 計算に考慮していない化学種も

含めてCMB方程式をベクトル・行列表記で書くと、 

 

(

 
 
 

𝜁1
⋮

𝜁𝑛𝑖−1
𝜂1
′

⋮
𝜂𝑛𝑘
′
)

 
 
 

=

(

 
 
 
 
 

𝜉1,1 ⋯ 𝜉1,𝑛𝑗
⋮ ⋱ ⋮

𝜉𝑛𝑖−1,1 ⋯ 𝜉𝑛𝑖−1,𝑛𝑗

𝑂

𝑂

𝜉1,1
′ 0

0 𝜉2,2
′

⋯ 0
⋮

⋮
0 ⋯

⋱ 0
0 𝜉𝑛𝑘,𝑛𝑘

′
)

 
 
 
 
 

(

 
 
 
 
 

𝜃1
⋮
𝜃𝑛𝑗
𝜃1
′

𝜃2
′

⋮
𝜃𝑛𝑘
′
)

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

(4) 

 

となる。ここで、再掲するものもあるが、 

 

𝜁𝑖：i 番目の化学種の環境濃度（g 化学種/g 粉じん） 

𝜉𝑖,𝑗：j 番目の発生源における i 番目の化学種のプロ

ファイル（g 化学種/g 粉じん） 

𝑛𝑖：CMB 計算を行う化学種の数+1 

𝑛𝑗：発生源の数 

𝜃𝑗：j 番目の発生源の寄与（無次元） 

𝜂𝑘
′：CMB 計算には考慮しない k 番目の化学種の環

境濃度（g 化学種/g 粉じん） 

𝜉𝑘,𝑘
′ ：考える係数（g 化学種/g 粉じん） 

𝜃𝑘
′：CMB 計算には考慮しない k 番目の化学種の寄

与（無次元） 

 

である。 

 (3)式で、共通の因子として 

 

𝜉′ ≡ 𝜉𝑘,𝑘
′  (5) 

 

として、この係数を決定する。 

 いま、CMB 計算に用いない化学種を含めて、質

量均衡が成り立つとすると、 

 

∑ 𝜁𝑖

𝑛𝑖−1

𝑖=1

+∑𝜂𝑘
′

𝑛𝑘

𝑘=1

= 1 g化学種 g粉じん⁄  (6) 

∑𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

+∑𝜃𝑘
′

𝑛𝑘

𝑘=1

= 1 (7) 

 

となる。これらが成り立つためには、 𝜉′ =

1 g化学種/g粉じん とおけばよい。すなわち、 

 

𝜂𝑘
′ = 𝜃𝑘

′ × 1 g化学種/g粉じん (8) 

 

すなわち、 
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𝜃𝑘
′ = 𝜂𝑘

′ (1 g化学種/g粉じん)⁄  (9) 

 

と取ればよいことが分かる。よって、ベクトル・行

列で表した CMB 方程式(4)式は、 

 

(

 
 
 

𝜁1
⋮

𝜁𝑛𝑖−1
𝜂1
′

⋮
𝜂𝑛𝑘
′
)

 
 
 

=

(

 
 
 
 

𝜉1,1 ⋯ 𝜉1,𝑛𝑗
⋮ ⋱ ⋮

𝜉𝑛𝑖−1,1 ⋯ 𝜉𝑛𝑖−1,𝑛𝑗

𝑂

𝑂

1 0
0 1

0 0
0 0

0 0
0 0

⋱ 0
0 1)

 
 
 
 

(

 
 
 
 
 

𝜃1
⋮
𝜃𝑛𝑗
𝜃1
′

𝜃2
′

⋮
𝜃𝑛𝑘
′
)

 
 
 
 
 

 

(10) 

 

となる。 

 以上から、CMB 計算で考慮しない化学種を含め

た場合の未知発生源の寄与 𝑈𝐾 は 

 

𝑈𝐾 = 1 − {∑𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

+∑𝜃𝑘
′

𝑛𝑘

𝑘=1

} (11) 

 

と定義される。 

 

4.3 発生源寄与の不確実さ 

 モンテカルロ積分から、j 番目の発生源寄与の確

率分布の期待値の近似値を求めて発生源寄与とす

るが、この分散を 𝜎𝑗
2 として算出する。この分散を

用いて、次式により発生源寄与の不確実さ 𝑈𝐶  を

定義する。 

 

𝑈𝐶 = √
∑ 𝜎𝑗

2𝑛𝑗
𝑗=1

𝑛𝑗
 (12) 

 

4.4 比率モデルの発生源寄与から、比較可能な発

生源寄与へ 

これについては、内海ら 5) に記述されている。 

いま、(1)式の右辺第一項を 𝐴𝑖 として、既知発生源

由来の i 番目の化学種の環境濃度（計算時の単位：

g 化学種/g 粉じん）を表すとする。すなわち、 

 

𝐴𝑖 =∑𝜉𝑖𝑗𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

 (13) 

 

となる。 

次に次式を考える。 

 

𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝐴𝑖 = 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙∑𝜉𝑖𝑗 ∙ 𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

 

=∑𝜉𝑖𝑗 ∙ 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝜃𝑗

𝑛𝑗

𝑗=1

 

 

 

 

(14) 

 

 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙  は、大気中の単位体積あたりの質量濃度

（単位：g 粉じん/m3）で、𝐴𝑖 は、その質量を与え

る粉じん中の i 番目の化学種の濃度（単位：g 化学

種/g 粉じん）であるから、その積 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝐴𝑖 は、大

気中の単位体積あたりの化学種の濃度（単位：g 化

学種/m3）となる。 

無次元の発生源寄与  𝜃𝑗  は、質量濃度との積 

𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝜃𝑗 を与えて、この単位は g 粉じん/m3 と

なり、粉じん濃度と寄与の両方の情報を持つ。 

(14)式の CMB 方程式は、大気中の化学種濃度（単

位：g 化学種/m3）を、g 化学種/g 粉じんの次元の

発生源プロファイルでCMB解を求めるものと等価

であり、この方程式で得られる寄与は、g 粉じん/m3 

の次元を持つ。 

以上から、𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝜃𝑗 は、質量濃度が比率モデル

の寄与に乗算された発生源寄与と解釈される。この

発生源寄与 𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 ∙ 𝜃𝑗  は、異なる検体間で比較が

可能である。 

 

4.5 乱数初期値 

 次式により初期乱数を設定するよう改良した。こ

こで、𝜃𝑗
0 は 𝜃𝑗 について、𝜔𝑖

0 は 𝜔𝑖 についての乱

数初期値である。 

 

𝜃𝑗
0 =

(𝑟𝑟𝑎𝑛𝑑  % 100) + 1

101(𝑛𝑗 + 1)
× 0.01 (15) 

𝜔𝑖
0 =

(𝑟𝑟𝑎𝑛𝑑  % 100) + 1

101𝑛𝑖
× 0.01 (16) 

 

演算子 % は、整数の除算の剰余を表し、𝑟𝑟𝑎𝑛𝑑 は

電子計算機が与える符号なし整数型の乱数を示す。

これにより、𝑁  を変数の次元として、区間 

[0, 1 100(𝑁 + 1)⁄ ] ≅ [0,1 × 10−3]  の範囲の乱数初
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期値を生成した。 

 この乱数初期値は、パラメータ  𝜃𝑚  で区間内 

[0,1 − ∑ 𝜃𝑗𝑗≠𝑚 ]、パラメータ 𝜔𝑚  で区間内 [0,1 −

∑ 𝜔𝑖𝑖≠𝑚 ] にある。 

 

4.6 乱数の更新法 

 区間 [0,1] に入る一様乱数 𝑈 を、上下端間の区

間 [𝑎, 𝑏]、期待値 𝜇𝑡、分散 𝜎𝑡
2 の切断正規分布にし

たがう乱数 𝑥𝑡 を変換する式として、 

 

𝑥𝑡 = 𝜙
−1{𝜙(𝛼) + 𝑈(𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼))}𝜎𝑡 + 𝜇𝑡 (17) 

 

ここで、 

 

𝛼 =
𝑎 − 𝜇𝑡
𝜎𝑡

 (18) 

𝛽 =
𝑏 − 𝜇𝑡
𝜎𝑡

 (19) 

 

とした 4)。なお、𝜙(𝑥) は標準正規分布の累積関数

である。 

 この式は、入力の 𝑈 が区間 [0,1] にある場合に

は有効であるが、区間が狭い場合に修正が必要であ

る。 

 その区間を [𝑎, 𝑏] とし、特に今回の場合、寄与お

よび未知発生源の化学種濃度の切断正規分布の下

端はゼロであるから、 𝑎 = 0  として、区間 [0, 𝑏] 

を考える。 

次に、係数 𝑘𝑡 を仮定し、 

 

𝜓 = 𝜙(𝛼) + 𝑘𝑡𝑈(𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼)) (20) 

 

とする。𝑈 = 𝑎 = 0 のとき、および 𝑈 = 𝑏 のとき、

(20)式から、 

 

𝜓 = 𝜙(𝛼) (21) 

𝜓 = 𝜙(𝛼) + 𝑘𝑡𝑏 (𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼)) (22) 

 

 (22)式の右辺が 𝜙(𝛽) に等しい条件を課すと、 

 

𝜙(𝛼) + 𝑘𝑡𝑏 (𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼)) = 𝜙(𝛽) (23) 

 

 (23)式を解くと、 

 

(𝑘𝑡𝑏 − 1){𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼)} = 0 (24) 

 

ここで、 

 

𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼) > 0 (25) 

 

であるから、 

 

𝑘𝑡 =
1

𝑏
 (26) 

 

よって(17)式は、 

 

𝑥𝑡 = 𝜙
−1 {𝜙(𝛼) +

𝑈

𝑏
(𝜙(𝛽) − 𝜙(𝛼))} 𝜎𝑡 + 𝜇𝑡 (27) 

 

となる。(27)式が、区間 [0, 𝑏] に入る切断正規分布

に従う乱数を入力とした乱数変換の式である。 

 

５．時系列データ解析における繰返し回数の検討 

2019 年 5 月 8 日から 21 日において弘前市立文京

小学校でサンプリングした PM2.5 測定結果（時系

列データ）の CMB 計算を、内海ら 5) が用いた発生

源プロファイルおよび環境データのもとで多重連

鎖法を 10 回行い、単一連鎖法における繰返し回数

を 250 回、500 回、1000 回、5000 回および 10000 回

として、その回数まで 200 回のデータを、間引きス

テップ 10 回でサンプリングし、得られた 200 個の

データから寄与の期待値と分散 𝜎𝑗
2  を求め、それ

から(12)式により不確実さ 𝑈𝐶 を計算した。 

ここで、繰返し回数は、パラメータセット内にお

けるギブズサンプラ更新の回数を含まず、このセッ

ト内の更新を一巡したときに、繰返し回数が 1 増え

るという意味である。 

図 3 に不確実さ 𝑈𝐶 のプロットを示した。ここ

で、iter とは繰返し回数を指す。 

図 3 から、不確実さ 𝑈𝐶 が低くなり下げ止まる

繰返し回数は、当然、検体にもよるが、概ね 5000

回であることが分かった。 
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図 3 弘前市立文京小学校でサンプリングした PM2.5解析における MCMC 計算の繰返し回数と 

得られた寄与の不確実さとの関係 

 

６．CMB 計算についての話題としてのダイオキシン

類データ解析 

 ここでは、従来法（有効分散最小二乗法、非負拘

束有効分散最小二乗法、非線形計画化法）では発生

源寄与の計算が困難であったが、ベイズ法の適用に

より発生源が推定された一例として、底質のダイオ

キシン類の例を挙げる。 

この事例は、花石ら 7) が非負拘束有効分散最小二

乗法の応用例として報告した。ここでは、発生源と

仮定するのが過去の農薬で、環境データは 2008 年

の東京湾の st.5における底質中のダイオキシン類 8) 

である。農薬中のダイオキシン類のうち、ポリ塩素

化ジベンゾジオキシン(PCDD)およびポリ塩素化ジ

ベンゾフラン(PCDF)の 17 種類について、農薬中の

含有量 9) を発生源プロファイルとして用いた。ま

た、環境濃度における標準偏差は測定濃度の 5 %と

仮定した。 

表 1 に発生源プロファイルおよび環境データを、

表 2 に各 CMB 法での寄与率%を示す。ここでは、

有効分散最小二乗法(EVLSQ-ALL)、負の寄与の発

生源を除去する有効分散最小二乗法(EVLSQ-NE)、

非負拘束有効分散最小二乗法(NN-EVLSQ)、非線形

最適化法(MLM)、およびベイズ法(Bayesian)を用い

た。 

ベイズ法では、繰返し回数 5000 回、burn-in 回数

2000 回、多重連鎖法回数 10 回、間引きステップ数

10 回の条件で計算した。 

花石ほか 7) では、CMB 計算に比率モデルを用い

ず、寄与の相対値を計算して議論した。本研究では

比率モデルを、ベイズ法はもちろん、ほかの手法で

も用いたが、寄与の上限に制限を設けて計算するベ

イズ法以外では、100 %を超える寄与率が与えられ

ており、これらの手法による結果は解釈が困難であ

った。 

一方、ベイズ法では、寄与率は 100 %を超えずに、

解釈可能であった。この結果、未知発生源寄与も

11.6 %と計算された。ベイズ法により、発生源 H 

(CNP1987) が 70.0 ％、発生源  G (CNP1986) が

12.6 %の寄与率を与え、これらが底質中のダイオキ

シン類の主な発生源と推定された。ここで、CNP と

は、クロルニトロフェンである。 

ベイズ法によるダイオキシン類の濃度実測値と

CMB 推定値を図 4a に、発生源寄与率の円グラフを

図 4b に示した。再現は良好で、また、想定した発

生源で環境濃度の約 9 割が占められた。これらの解

析結果はベイズ法以外では得られなかったもので

ある。 

以上から、ベイズ法が、ほかの手法では困難な場

合でも、堅牢に CMB 結果を与える方法であり、有

用なことが示唆されたと考える。 
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表 1 東京湾底質のダイオキシン類起源解析の発生源プロファイルおよび環境データ 

異性体 

発生源濃度(mg/kg) 
環境 
濃度 

(ng/kg) 

PCP1967 PCP1970 PCP1971 PCPUK CNP1978 CNP1983 CNP1986 CNP1987 CNP1989 NIP1967 TPN1973 TPN1993 

A B C D E F G H I J K L 

2378-TeCDD 0 0 0 0.0019 0.0051 0 0 0 0 0.000083 0 0 1.2 

12378-PeCDD 0.0058 0 0 0.011 0.73 0.34 0.0019 0.00062 0.00027 0.000064 0.0000023 0.0000033 2.7 

123478-HxCDD  0.0081 0.0022 0.0077 0.13 0.02 0.028 0 0.000023 0 0 0 0 4 

123678-HxCDD 0.87 0.0046 0.12 0.0095 0.48 0.3 0.065 0.00054 0.0014 0.000027 0.0000051 0 9.9 

123789-HxCDD 0.038 0 0.0046 0.008 0.17 0.13 0.024 0.00023 0.00052 0 0 0 7.9 

1234678-HpCDD 58 0.29 3.1 0.38 0.13 0.075 0.0072 0.00019 0.00025 0.00004 0.00003 0.000034 200 

OCDD 5800 34 12 1.8 0 0.0016 0.00061 0 0.000083 0.00014 0.00021 0.0002 3700 

2378-TeCDF 0.015 0 0 0.0012 0.0048 0 0.0001 0.000015 0.000023 0.00033 0.00001 0.0000042 4.9 

12378-PeCDF 0.0039 0.0038 0.0079 0.005 0.012 0 0 0.000038 0.000078 0.000054 0.000011 0.0000053 6.2 

23478-PeCDF 0.0014 0.0018 0 0.0028 0.043 0 0 0.00004 0.000029 0.000012 0.000006 0.0000054 5.1 

123478-HxCDF 0.2 0.11 0.091 0.011 0.002 0 0 0 0 0 0.00001 0.000006 11 

123678-HxCDF 0.031 0.018 0.033 0.004 0.0098 0 0.0055 0.000027 0.00016 0 0.0000071 0.000006 7.7 

123789-HxCDF 0 0 0.0026 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.7 

234678-HxCDF 0.014 0.0085 0.012 0.0061 0.82 0.25 0.0028 0.00027 0.00028 0 0.0000055 0.0000066 9.7 

1234678-HpCDF 4.6 0.64 0.96 0.052 0.018 0.0098 0.00042 0 0.000024 0 0.00014 0.000038 61 

1234789-HpCDF 0.6 0.28 0.26 0.0053 0 0.0002 0.000024 0 0 0 0.0000075 0 8.5 

OCDF 47 4.4 3 0.081 0 0.00063 0.00011 0 0 0 0.024 0.0027 170 

 

表 2 表 1 の CMB 計算結果。寄与率(%)で表示。ベイズ法による解析結果を太字で強調した 

Method A B C D E F G H I J K L 

EVLSQ-ALL 0.055 -1.67 5.57 3.00 0.607 -0.932 2.27 -598 834 1080 -11000 94700 

EVLSQ-NE 0.048 0 5.10 3.00 0.038 0 0 0 755 1400 0 1490 

NN-EVLSQ 0.048 0 5.10 3.00 0.038 0 0 0 757 1400 0 1490 

MLM 0.055 0.121 4.17 3.02 0.119 0.045 1.05 75.7 637 1400 72.3 4050 

Bayesian 0.040 3.46 0 2.13 0.113 0 12.6 70.0 0 0 0 0 

-
9
2
- 
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(a) 濃度実測値と CMB 推定値 

 

(b) 寄与率の表示 

図 4 東京湾底質のダイオキシン類のベイズ法によ

る CMB 計算結果。(a) 濃度実測値と CMB 推定値、

(b) 寄与率の表示 

 

７．結論 

 時系列データを解析するために、CMB マクロを

コードした。この過程で以下の成果が得られた。 

1) 解析結果の評価に必要な諸量を定義し、これを

出力するようにした。併せて、モンテカルロ法で使

用する乱数初期値の設定およびそのベイズ更新の

式を改良した。 

2) CMB 計算結果の発生源寄与の不確実さは、本報

告で使用した例（PM2.5 成分測定データ）では、

MCMC 計算の繰返し回数を 5000 回以上にするこ

とで減少した。 

3) これらを受けて、従来法で発生源寄与の計算が

困難であった底質中のダイオキシン類の発生源解

析をベイズ法により行った結果、このダイオキシン

類が 1980 年代後半の CNP 不純物由来と推定され

た。 

 以上から、ベイズ法による CMB 法が環境汚染解

析に有用であることが確認された。今後もデータ解

析事例を積み重ね、正確で堅牢な CMB 解析システ

ムとして、完成度を上げていきたい。 
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PM2.5センサーを活用した稲わら焼却による大気汚染状況調査 

 

内海宣俊 

 

 

毎年 9～10 月に稲わら焼却が集中する青森県津軽地方において、比較的安価で、かつ場所を選ばず測定

できる可搬型 PM2.5 センサーにより、稲わら焼却が環境大気へ及ぼす影響を把握できるか確認するため、

①大気常時監視用 PM2.5自動測定機と PM2.5センサーの並行試験及び②つがる市瑞穂小学校における PM2.5

センサーを使用した約 6 週間に渡る PM2.5濃度連続測定の 2 つの調査により検討した。その結果、①の並

行試験では、当該センサーは１ヵ月程度の長期的な調査における評価では問題ないことが分かり、得られ

た測定値についても適切に補正することでPM2.5自動測定機の測定値とよく一致する結果となった。また、

②の瑞穂小学校における連続測定調査では、稲わら焼却期間における PM2.5濃度の平均値は 12.7 μg/m3、バ

ックグラウンド期間における PM2.5濃度の平均値は 7.8 μg/m3であり、稲わら焼却期間は通常に比べて PM2.5

濃度が約 1.6 倍程度高いことが分かった。 

 

 

Key words：PM2.5, rice straw incineration, low cost particulate matter sensors, simple regression analysis 

 

 

 

１．はじめに 

青森県では、稲わら焼却の環境大気への影響を把

握するため、昭和50年度から実施した五所川原市等

における粉じん濃度調査等を皮切りに、平成10年度

から青森市において有害物質濃度等測定を、平成18

年度からは五所川原市立第三中学校局（以下「五三

中局」という。）における浮遊粒子状物質（以下

「SPM」という。）及び微小粒子状物質（以下「PM2.5」

という。）自動測定機での大気汚染常時監視と併せ

てアルデヒド類、ベンゾピレン及び粉じん（以下「有

機化合物等」という。）の濃度測定を、令和元年度

からは、有機化合物等の測定地点をより田園地帯に

近いつがる市の小学校に移動して実施してきてお

り、北畠ら1)がその結果について報告している。 

稲わらの焼却は県全体としては年々減少してお

り、令和2年度の水稲作付面積に対する焼却面積の

割合は1.1％2)となっているが、田園地帯が多い津軽

地方では、依然として稲わらを焼却している地域も

あり、毎年9～10月に集中する稲わら焼却時の煙に

よる健康への影響等が懸念されている。 

現在実施している稲わら焼却による大気汚染状

況調査（以下「稲わら焼却調査」という。）は、上

記でも触れたように、①大気汚染常時監視における

粉じん濃度（SPM及びPM2.5）等測定結果による津

軽地域の広域的な評価と、②特定の調査地点におけ

るサンプリングにより稲わら焼却で発生する有機

化合物等の濃度測定によるスポット的な評価（以下

「サンプリング調査」という。）からなっている。

そのうち、②のサンプリング調査については、稲わ

ら焼却が行われると予測される日に大気採取装置

（ハイボリウムエアサンプラ等）を調査地点に設置

し、大気を6時間程度吸引し、ろ紙等に吸着される

有機化合物等濃度の分析結果により大気への影響

を評価している。ただし、この方法では、特定の日

のみのデータしか収集できないため、調査地点にお

けるバックグラウンドのデータと比較することが

できず、得られたデータの評価が難しいという課題

がある。  

この課題を解消するには、稲わら焼却期間とバッ

クグラウンドの期間のPM2.5等の濃度データを、一

定期間、継続して収集する必要があり、最近では比

較的安価で、かつ場所を選ばず測定できる可搬型の

大気中濃度測定センサーが販売されていることか

ら、低コストで大気中のデータを継続的に収集する

ことが可能となっている。 

そこで、今回、市販されている可搬型 PM2.5セン

サー（以下「センサー」という。）を稲わら焼却調

査に活用して継続的にデータを収集し、得られたデ
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ータから稲わら焼却が環境大気へ及ぼす影響を把

握できるか検討した。その結果、センサーの活用条

件や調査地点での連続測定結果から一定の知見が

得られたので報告する。 

 

２．調査概要 

2.1 データ収集地点 

（1）センサーの評価に係る調査 

 今回使用するセンサーが、PM2.5 が高濃度となる

稲わら焼却期間においても性能に問題ないか検証

するため、大気常時監視用 PM2.5自動測定機が設置

されている五三中局にセンサーを設置して並行試

験を実施した。 

五三中局は津軽地方にある一般環境大気測定局

であり、田園地帯とはやや離れた地域に立地してい

るが、PM2.5 自動測定機が設置されている局舎の中

では最も田園地帯に近いため、稲わら焼却の影響を

比較的よく把握できる地点である。 

（2）PM2.5センサーを活用した稲わら焼却調査 

センサーを活用した稲わら焼却調査の実証試験

については、今年度のサンプリング調査地点である

つがる市立瑞穂小学校（以下「瑞穂小学校」という。）

で実施した。 

瑞穂小学校は広範囲にわたる田園地帯に位置し、

稲わら焼却期間中は煙により視界不良となるとこ

ろもあり、稲わら焼却の影響を把握するには適した

地点である。 

（3）他のつがる地域との比較調査 

稲わら焼却期間に、瑞穂小学校と他の津軽地域と

の間で PM2.5濃度の推移の類似性があるか確認する

ため、大気常時監視用 PM2.5自動測定機を設置して

いる測定局のうち、津軽地域にある五三中局及び弘

前市立文京小学校局（以下「文京小学校局」という。）

の 2 局と測定値の比較検証を実施した。 

ここで、(1)から(3)に挙げた五三中局、文京小学

校局及び瑞穂小学校の 3 地点を図 1 に示す。 

 

2.2 調査方法 

（1）使用する機器 

 センサーは、光明理化学工業株式会社製 PM2.5セ

ンサー「PM2.5テスター」を使用した。この機器は

持ち運びサイズの PM2.5測定機器であり、場所を選

ばず測定が可能である。また、測定範囲が 0 ～ 

1000 μg/m3と広く、PM2.5が高濃度となる稲わら調

査において活用可能である。さらに瞬時値の表示だ

けでなく測定値が記録でき、モバイルバッテリー等

の外部電源を使用することで長時間の測定が可能

である。仕様の詳細については表 1 に示す。 

 

 

■：PM2.5センサー設置地点 

●：大気常時監視用 PM2.5自動測定機設置地点 

図 1 データ収集地点 

 

 

PM2.5 自動測定機は、五三中局に設置された

Thermo Fisher Scientific 製 SHARP monitor 5030iTD

及び文京小学校局に設置された Thermo Fisher 

Scientific 製 SHARP monitor 5030 を使用した。 

 

表1 

メーカー 光明理化学工業株式会社 

品名 PM2.5テスター 

型式 PMT-2500 

測定原理 レーザー光散乱 

測定範囲 0 ～ 1000 μg/m3 

ロガー機

能 

記録間隔： 

1 秒、10 秒、1 分、10 分、1 時間 

記録可能件数： 

最大131,000 件 

（PCと接続し記録した結果の出力

が可能） 

電源 

内部電池： 

単三アルカリ乾電池3本 

外部電源： 

DC5 V(PC、モバイルバッテリー) 

使用環境 
温度：-10 ～ 50 ℃ 

湿度：0 ～ 95 % 

 

（2）センサーの設置方法及び場所 

センサーを雨等から保護するために、センサーは

ハイボリウムエアサンプラー内に格納し(図 2)、五

三中局及び瑞穂小学校の 2 地点に設置した。なお、

モバイルバッテリーの使用にあたっては、スリープ
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防止モジュールを介してセンサーを接続した。これ

は、モバイルバッテリーがスリープモードになり、

センサーへの電源供給が停止することを防ぐため

である。 

 

図 2 PM2.5センサーの設置方法 

 

（3）調査期間 

各調査地点における調査期間は表 2 のとおりで

ある。 

 

表2 

調査地点 調査期間 

五三中局 令和4年10月2日～10月31日 

瑞穂小学校 令和4年10月2日～11月11日※ 

※10月31日から11月4日を除く。 

 

（4）センサーのデータ測定間隔 

センサーによる測定は、ロガー間隔を 1 時間値と

し、日平均値は、1 時から 24 時までの 1 時間値を

算術平均して算出した。 

 

2.3 調査項目及び解析対象・期間 

調査項目は PM2.5、解析対象は PM2.5 自動測定機

で収集した大気常時監視用データ及びセンサーで

収集したデータの 1 時間値及び日平均値データと

し、解析期間は表 3 のとおりとした。 

なお、稲わら焼却の影響の有無を判断するために、

稲わら焼却が盛んにおこなわれる 10 月期を「稲わ

ら焼却期間」とし、稲わら焼却の影響がない 11 月

期を「バックグラウンド期間」として解析した。 

また、瑞穂小学校においては、令和 4 年 10 月 2

日から令和 4 年 11 月 11 日のうち、PM2.5センサ－

のバッテリー不良によりデータ収集できなかった

10 月 31 日から 11 月 4 日を除いた期間とした。 

 

 

 表3 

調査地点 解析期間 

五三中局 令和4年10月2日～10月31日 

瑞穂小学校 

①稲わら焼却期間 

令和4年10月2日～10月30日 

②バックグラウンド期間 

令和4年11月5日～11月11日 

  

３．調査結果と考察 

3.1 センサーの評価 

（1）五三中局敷地内における PM2.5センサーと PM2.5

自動測定機(AP計)の並行試験 

 センサー及び五三中局 PM2.5自動測定機の 1 時間

値、1 時間値の差、日平均値及び日平均値の差の推

移比較結果を図 3 及び図 4 に示す。 

1 時間値の推移については、センサーの測定値が

自動測定機の測定値よりも高めとなるものの、傾向

は PM2.5自動測定機と概ね一致していた。 

また、日平均値の推移についても、センサーの測

定値が自動測定機の測定値よりも高めとなるもの

の、傾向は PM2.5 自動測定機と概ね一致していた。 

ただ、稲わら焼却の影響とみられる一時的に

PM2.5 が高濃度になる場合に、センサーの測定値が

自動測定機に比べ非常に高くなる傾向がみられ、そ

の差は最大で 224.0 μg/m3(10 月 16 日 19 時)であっ

た。センサーの製造元である光明理化学工業株式会

社にその要因について確認したところ、PM2.5 自動

測定機の 1時間値とは、ろ紙に 1時間捕集したPM2.5

の質量濃度を測定した値であるのに対し、センサー

の 1 時間値は、1 時間ごとの瞬間的な質量濃度を測

定した値のため、測定したタイミングで非常に高濃

度あった場合、実際の 1 時間値よりかなり高い値と

なってしまう可能性があるとの回答があった。 

（2）PM2.5センサー測定値の補正の試み 

 上記(1) で記述したように、センサーの測定値が

自動測定機よりも高めの測定値となることから、

PM2.5 自動測定機の測定値を真値と仮定し、単回帰

分析によりセンサーの測定値の補正式を求め、今回

測定したデータの補正を試みた。補正式の算出には、

早狩 3)が作成した表計算ソフトの単回帰分析用ア

ドインを使用した。求めた補正式を(1)式に示す。 

 

補正値 = 0.469 ×［センサー測定値］+2.116 μg/m3(1) 

 

(1)式を用いて求めたセンサーの1時間値、1時間

値の差、日平均値及び日平均値の差の推移比較結果 
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図3 センサー及び五三中局PM2.5自動測定機の1時間値、1時間値の差 
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図4 センサー及び五三中局PM2.5自動測定機の日平均値、日平均値の差 
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図5 補正後のセンサー及び五三中局PM2.5自動測定機の1時間値、1時間値の差 
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図6 補正後のセンサー及び五三中局PM2.5自動測定機の日平均値、日平均値の差 
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を図5及び図6に示す。 

 1時間値の推移については、PM2.5が一時的に高濃

度になる時は、補正後もセンサーの測定値が自動測

定機の測定値よりも高いものの、補正前に比べてそ

の差が大幅に縮小した。 

日平均値の推移についてみると、センサーと

PM2.5自動測定機の両者の測定値の差が概ね±5 

μg/m3以内に収まり、良く一致する結果となった。 

（3）センサーとPM2.5自動測定機の相関 

 相関について、環境大気常時監視実務推進マニュ

アル(第3版) 4) (以下「マニュアル」という。)にお

いて、PM2.5自動測定機の評価では24時間値(日平均

値)を用いるのが一般的であることから、日平均値

により求めた。データは上記3.1(2)で得られた補正

後のセンサー日平均値と五三中局PM2.5自動測定機

の日平均値を用いた。求めた相関結果を図7に示す。 

 決定係数が 0.9063 であり、両者の相関は十分に

高いと考えられた。 

 

 
図 7 センサーと五三中局 PM2.5自動測定機の相関図 

 

(4) 一致性評価 

 マニュアルに準拠してセンサーと五三中局PM2.5

自動測定機に係る一致性の評価を行った。評価には

上記3.1(3)で使用したデータを用いた。評価結果を

図8に示す。 

期間全体の平均値は 7.4 μg/m3、日平均値の差の

平均値は 0.004 μg/m3、日平均値の差の標準偏差は

1.92 μg/m3であり、日平均値の差の平均値は一致性

の目安の範囲内に収まっていたものの、日平均値の

差の平均値±日平均値の差の標準偏差については、

一致性の目安の範囲内に収まらなかった。これらの

結果から、一致性評価としては一致性ボーダーライ

ンであるレベル 3 程度であり、マニュアルによれば、

レベル 3 は光化学オキシダント警報の発令の際の

短期的な評価には問題があるが、長期的な測定値に

は使用可能な場合があるとの記載があることから、

当該センサーは短期的な調査の評価は難しいもの

の、１ヵ月程度の長期的な調査での評価には問題な

いと考えられた。 

 

 

図 8 一致性評価 

 

（5）センサーの活用の可否の判断 

 (1)から(4)の結果から、センサーの測定値は単回

帰分析により求めた補正式により適切に補正する

ことで、日平均値では PM2.5自動測定機の測定結果

によく一致した近しいデータを得ることが可能で

あることが分かった。また、センサーと五三中局

PM2.5 自動測定機との一致性評価からも、１ヵ月程

度継続する調査であれば対応可能と考えられた。 

 

3.2 稲わら焼却調査結果 

（1）瑞穂小学校における PM2.5濃度について 

 瑞穂小学校におけるセンサーで測定したデータ

を(1)式で補正した PM2.5濃度の 1時間値及び日平均

値の推移を図 9 及び図 10 に示す。 
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図 9 補正後の瑞穂小学校における PM2.5濃度の 1 時間値 

 

 

図 10 補正後の瑞穂小学校における PM2.5濃度の日平均値 
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図 11 令和 4年 10 月における五三中局、瑞穂小学校及び文京小学校局の PM2.5濃度の日平均値 

 

PM2.5濃度の顕著な濃度上昇が観測されたのは、

10月2日から3日、10月14日から15日、10月17日、

10月26日から27日であった 

稲わら焼却期間における平均値は 12.7 μg/m3、バ

ックグラウンド期間における平均値は 7.8 μg/m3で

あり、稲わら焼却期間は通常の時期に比べ PM2.5濃

度が約 1.6 倍程度高かった 

(2) 津軽地域における稲わら焼却期の PM2.5濃度の

推移について 

 令和 4 年 10 月における五三中局、瑞穂小学校及

び文京小学校局のPM2.5濃度の日平均値の推移を図

11 に示す。 

3地点を比較すると、距離的に近い五三中局と瑞

穂小学校の2地点は推移の傾向が類似しており、

PM2.5濃度の顕著な濃度上昇が観測された時期も概

ね同じであった。 

また、3地点中、最も顕著な濃度上昇が観測され

たのは瑞穂小学校であった。これは瑞穂小学校が

最も水田に近く、また周辺の水稲の面積が多いか

ら、3地点の中で最も稲わら焼却の影響を反映しや

すい地点であるためと考えられる。 

よって、上記の結果や 3.2(1)の内容も踏まえると、

瑞穂小学校におけるセンサーでの連続測定は、

PM2.5 濃度の顕著な濃度上昇やバックグラウンド期

間のデータなどを概ね適切に捉えることが出来た

と考えられる。 

 

４．今回の調査で判明した課題について 

 稲わら焼却の影響とみられる一時的にPM2.5が高

濃度になる場合に、センサーの測定値が自動測定

機に比べ非常に高くなる傾向がみられ、そのこと

にデータロガー設定を 1 時間間隔としたことが影

響している可能性があることから、今後はセンサ

ーのロガー間隔を 1 分間隔や 10 分間隔に変更し、

それらを算術平均して 1 時間値を求め、ロガー間

隔が測定値にどのように影響するか検討していく

必要がある。 

 

５．まとめ 

検討の結果、センサーを活用することで、稲わ

ら焼却調査地点における大気中のPM2.5濃度データ

を継続的に収集でき、かつ得られたデータから環

境大気中への稲わら焼却の影響を把握し評価でき

ることが分かった。 

また、以下の(1)、(2)のとおり一定の知見が得ら

れた。 

（1）センサーの評価 

五三中局で実施したセンサーとPM2.5自動測定機

の並行試験の結果、センサーの測定値はPM2.5自動

測定機の測定値より高めだが、濃度推移の傾向は

概ね一致しており、補正式によりPM2.5自動測定機

の測定値とよく一致する測定値を得られることが

分かった。 

 センサーとPM2.5自動測定機の測定値の相関につ
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いても決定係数が0.9063と十分に高く、一致性評価

においてもボーダーラインであるレベル3程度で

あり、１ヵ月程度継続する調査であれば対応可能

と考えられた。 

（2）稲わら焼却調査結果 

瑞穂小学校で実施したセンサーを活用した稲わ

ら焼却調査の実証試験の結果、稲わら焼却の影響

と考えられるPM2.5濃度の顕著な濃度上昇が観測さ

れた。また、稲わら焼却期間における瑞穂小学校

のPM2.5濃度の平均値は12.7 μg/m3、バックグラウン

ド期間におけるPM2.5濃度の平均値は7.8 μg/m3であ

り、稲わら焼却期間にはPM2.5濃度が約1.6倍程度高

いことが分かった。 
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他誌投稿抄録 

 

青森県におけるつつが虫病の発生状況 

鈴木 敬 山上剛志 小川裕貴 坂 恭平 二本

栁朋子 菩提寺誉子 小笠原和彦：Infectious 

Agents Surveillance Report (IASR) Vol.43 No.8 

p.4-5 (2022) 

青森県における 2006～2021 年のつつが虫病患

者発生状況と、過去 10年間の診断月別及び性別年

齢区分別の推移等について取りまとめた。患者報

告数は増減を繰り返しているが、2018年以降は毎

年増加していた。診断月別発生状況では 5～6月に

大きなピークが見られ、10～11月にも小さなピー

クが見られた。性別では男女の差はみられなかっ

たが、年齢区分別では 60 代から 80 代の患者が

79.3%を占めた。感染地域 (推定を含む) は、県央

部から県南部が比較的多い一方で、県北部が少な

かった。症状及び所見では、発熱、発疹、刺し口が

８割以上認められたほか、頭痛、リンパ節腫脹が

２割程度認められた。 

また、近年検出した Orientia tsutsugamushi４

例の DNA 遺伝子解析を実施したところ、３例は標

的遺伝子領域の塩基配列において国内に分布する

Karp 型に分類されたが、１例は台湾株に近縁で

あったことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学会等発表抄録 

 

イムノクロマト簡易キットによる麻痺性貝毒モニ

タリング検査の検討 

山本明美：令和 4 年度地方衛生研究所全国協議会

北海道・東北・新潟支部衛生化学研究部会総会，

2022.10.13-14（青森市） 

 二枚貝生産海域における海域モニタリング検査

にスクリーニング法としてイムノクロマト簡易

キットを用いることができるか検討した。当該

キットの最適条件は貝種や毒成分組成で変わるた

め、ホタテガイで東日本の毒化状況を参考に検討

した。 

 当所で作成したホタテガイ自家標準物質を用い

てスクリーニングレベルを 2 MU/g とし、イムノク

ロマト簡易キットの最適条件を検討したところ、

検体希釈率 40 倍で良好な結果が得られた。また、

当該キットと公定法であるマウス試験、LC-

MS/MS 法による毒成分分析の結果を比較したと

ころ、ホタテガイで GTX 群が主体の有毒試料につ

いては再現性が認められた。 

 

 

LC-MS/MS による麻痺性貝毒試験法の検討及びマ

ウス毒性試験との比較 

田中綾乃、柴田めぐみ※、五十嵐飛鳥、岩舘樹里、

山本明美：第 59 回全国衛生化学技術協議会年会，

2022.10.31-11.1（川崎市） 

 国内の公定法であるマウス毒性試験から機器分

析への移行を見据え、国内の規制値濃度付近に調

製した自家標準物質を用いて検討を行った。 

抽出溶媒の違いにより、毒成分の組成比に若干

の違いが見られたが、算出された総量としての「マ

ウス毒量」及び「サキシトキシン当量」はほぼ同

等であった。また、国内の規制値濃度付近におけ

る、LC-MS/MS 法とマウス毒性試験の結果を比較

したところ、前者がやや高い傾向にあるものの、

後者とほぼ同等の結果が得られた。 

※環境生活部環境保全課 
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